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はじめに 

国際航空分野は国境を越えて移動する交通モードであることから、国別に対策を検討す

るのではなく、国際機関（国際民間航空機関（ICAO））において検討が進められており、2010
年の ICAO 総会において①燃料効率を毎年２％改善する、②2020 年以降総排出量を増加さ

せないという２つの短中期目標（2050 年以前）が決定されている。 
運輸総合研究所では、 年度から日本財団「交通運輸・観光分野における持続的発展

に向けた調査研究基金」を活用した「航空分野における CO2 排出削減方策に関する調査研

究」を継続して実施しており、 年度には我が国航空分野の気候変動対策に係る長期的

な戦略の構築に貢献することを目的として、我が国航空分野の将来の CO2 排出削減方策に

関する報告書を取りまとめた。

国際航空分野における長期的な排出削減目標については、ICAO 航空環境保全委員会

（CAEP：Committee on Aviation Environmental Protection）が設置したタスクグループ（LTAG‐

TG：Long-Term global Aspirational Goal for international aviation Task Group）においても実現

可能性調査が行われ、2022 年 3 月に LTAG 報告書（LTAG Report）として公開された。さ

らに LTAG 報告書を受けて、2022 年 10 月に開催された第 41 回 ICAO 総会では、CO2 排出

枠となるベースラインの見直しが行われると共に、「2050 年までにカーボンニュートラルを

目指す」との長期目標が採択された。これにより国際航空分野では脱炭素に向けて、航空技

術、運航技術及び燃料（SAF 等）の対策による相当の削減努力が必要となり、また、削減義

務を満たすためには CORSIA 適格クレジットの確保が一層重要になると考えられる。 
このような背景から、運輸総合研究所では、LTAG 報告書、並びに ICAO 総会での決定事

項を踏まえ、2021 年度にとりまとめた「航空分野の長期的な排出削減見通し」のアップデ

ートを行うと共に、関係業界や有識者と議論を重ね、そのシナリオを実現するために日本の

関係者が取り組むべき技術的、政策的な方向性と課題を示した。 
本研究の実施にあたっては、山内弘隆 一般財団法人運輸総合研究所所長・武蔵野大学経

営学部特任教授・一橋大学名誉教授を座長とする調査検討委員会及び市場メカニズム小委

員会を設置し、多くの委員の皆様に多大なるご助言をいただくとともに、株式会社三菱総合

研究所のご協力をいただいた。

ここにこれらの皆様方に対して、改めて深く感謝の意を表す次第である。

令和 年 月

一般財団法人 運輸総合研究所

会長 宿利 正史
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略称の一覧

略称

本報告書での表記 正式名称・意味など

（先進コンセプト航空機）

（先進的飛行効率）

（第 次評価報告書）

（航空システムブロックアップグレード）

（液化ガス航空燃料）

（旧称
：米国試験材料協会） 世界最大規模の標準化団体

（航空輸送行動グループ）

（アルコール・トゥ・ジェット）

（利用可能トンキロ）

（先進チューブ・アンド・ウィング航空機）

／
（アルコール・ジェット由来の合成パラフィンケロシン）

（バイオマス燃料の使用時に排出された を回収して地中に貯留する
技術）

（ビジネスジェット機）

（ベースラインメリットカーブ）

（ 航空環境保全委員会）

（炭素捕捉利用貯蔵）

（触媒式ヒドロ熱分解ジェット）

（炭素強度）

（国連気候変動枠組条約締約国会議）

国際民間航空のためのカーボン・オフセット及び削減スキーム

（直接大気回収）

（大気中にすでに存在する を直接回収して貯留する技術）

（排出量取引スキーム）

（燃料燃焼）

（油脂）

／
（ 法により製造される合成パラフィンケロシン）



本報告書での表記 正式名称・意味など

（地上運用効率）

（温室効果ガス）

（ハイドロプロセスエステルと脂肪酸）

（水平飛行効率

（高速鉄道）

（ハイブリッド・ウィング・ボディ航空機）

（国際航空運送協会）

（国際民間航空機関）

（国際クリーン交通委員会）

（国際エネルギー機関）

（革新的飛行効率）

（気候変動に関する政府間パネル）
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（国際航空 排出削減のための長期の野心的目標）

（土地利用、土地利用変化及び林業）

（最大達成可能緩和量）

（メガジュール） エネルギー・熱量の単位

（都市固形廃棄物）

（最大離陸重量）

（ナローボディ機）
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（プロトン交換膜）
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（リージョナルジェット機）

（持続可能な航空機燃料）

（持続可能な開発目標）

（短寿命強制因子）

（ターボプロップ機）
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 業務概要

 業務目的

国際航空分野からの排出削減に係る長期目標については、国際民間航空機関（ ）において設

置されたタスクグループ（ ：日本が議長）を中心に検討が進められ、 年秋の 総

会において決議される見込みである。

他方、米国は既に 年カーボンニュートラル（国際線・国内線・空港）の目標を掲げており、また、

本邦航空会社を含む航空業界も 年カーボンニュートラル（国際線・国内線）の目標を掲げている。

我が国としても、このような国際的な状況を踏まえ、航空分野からの排出削減に係る長期的な目標を

掲げることが望ましいと考えられる。加えて、昨年の においては、パリ協定の ℃目標と一致

し、 年ネットゼロ 排出に向けた業界の取組みを考慮して、 による野心的な長期目標

の採択を支援するとした「国際航空気候野心宣言」に我が国も署名した。 ℃目標の達成を念頭に置

くと、長期の視点だけでなく、足下の 年間、 年間における排出削減も重要である。

以上を踏まえ、本調査研究においては、我が国航空分野からの排出削減に係る長期目標の設定に貢

献することを目的とし、 での検討や 年度にとりまとめた「航空分野の長期的な排出削減対

策見通し」を踏まえ、短期／中期／長期における排出削減対策、当該対策を行う上での課題及び解決

の方向性等について検討を行ったものである。

 調査の内容・方法

上記の目的を達成するため、以下のような内容・方法により業務を実施した。

（ ） 長期目標の前提となる気候変動対策等の調査

や における 1.5℃目標の動向（上記目標とピークアウトのタイミング、中間地点の排出目

標、累積排出量等との関係性）や産業部門別（運輸分野、航空分野）の動向について整理を行った。

《デスクリサーチ》

⚫ 国連気候変動枠組条約締約国会議（ ）

◼ 第 回締約国会議（ ）（ 年 月 日～ 日予定）

参考：第 回締約国会議（ ）（ 年 月 日～ 月 日）

⚫ 気候変動に関する政府間パネル（ ）

◼ 第 次評価報告書（ ）

• 第 作業部会の報告 『気候変動 自然科学的根拠』（ 年 月 日）

• 第 作業部会の報告 『気候変動 影響・適応・脆弱性』（ 年 月 日）

• 第 作業部会の報告 『気候変動 気候変動の緩和』（ 年 月 日）

⚫ その他国際機関・研究機関のシナリオ

◼ 国際クリーン交通委員会（ ）



• 「 」（ 年 月 日）

◼ 国連環境計画（ ）

• 「 」（ 年 月頃）

参考：「 」（ 年 月 日）

◼ 国際エネルギー機関（ ）

• 「 」（ 年 月頃）

参考：「 」（ 年 月 日）

注） 年度に公表予定の情報は、最新情報が公表されてから作業に着手する。

（ ） 航空技術・運航技術・ を含む燃料に係る検討

においては、 年までを見据え、需要予測並びに航空技術、運航技術及び燃料

（ 等）の対策による削減効果の定量化が行われた。我が国として導入可能と考えられる対策を整理

するため、 年 月に公開された 報告書（ ）の付録 航空技術

（ ）、付録 運航（ ）、付録 燃料

（ ）を分析した。また、 における 年秋の総会決議の動向や結果に

ついても整理を行った。

《デスクリサーチ》
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（ ）を踏まえ、 年度にとりまとめた「航空分野の長期的な排出削減対策見通し」をアップデート

した。具体的には、航空技術、運航技術の導入時期や導入見通しについて、 報告書を踏襲して

各種パラメータを更新した。また、輸入 及び の供給見通しや水素航空機における水素の需

要については、国内の供給計画との比較を行うとともに、ライフサイクル を踏まえて 排出に

反映した。

《デスクリサーチ》

⚫ 各種 サイト

⚫ 報告書付録 等

《定量分析》

⚫ 各種パラメータ更新

◼ ワイドボディ水素航空機の導入反映（過年度はナローボディ機のみ反映）

◼ ライフサイクル 反映（水素製造過程の 排出量等）
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（ ）を分析した。また、 における 年秋の総会決議の動向や結果に
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した。具体的には、航空技術、運航技術の導入時期や導入見通しについて、 報告書を踏襲して

各種パラメータを更新した。また、輸入 及び の供給見通しや水素航空機における水素の需

要については、国内の供給計画との比較を行うとともに、ライフサイクル を踏まえて 排出に

反映した。
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⚫ 各種 サイト

⚫ 報告書付録 等
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⚫ 各種パラメータ更新

◼ ワイドボディ水素航空機の導入反映（過年度はナローボディ機のみ反映）
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⚫ 航空分野の長期的な排出削減対策見通し更新

（ ） とりまとめ

（ ）～（ ）の検討に基づき、我が国における排出削減シナリオと の長期目標や 1.5℃目標との

整合性について検討を行った。また、バックキャストにより追加の対策の検討を行うことで、今後の我が

国航空分野の長期的な排出削減対策の提言を検討し、とりまとめ文書に盛り込んだ。

《定量分析》

⚫ 排出削減シナリオの整合性検討

⚫ バックキャスト分析・追加対策検討

《とりまとめ》

⚫ 短期 中期 長期における排出削減対策

⚫ 当該対策を行う上での課題及び解決の方向性 等

 検討経緯

本業務については昨年度に引き続き、「航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会」

及び関連会合として「同委員会市場メカニズム小委員会」における議論を通じて検討を行った。開催実

績は以下の通りである。

表 航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会 関連会合開催日程

回数 開催日 議事

航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会

第 回 年 月
日

⚫ 年度の調査研究事業について
⚫ 総会の報告について（国交省）
⚫ 年度調査研究結果（排出削減シナリオ）と 長期目標

との比較について
⚫ 航空会社の取組について（ ）
⚫ の国産化に向けた の取組について（ ）
⚫ 意見交換

第 回 年 月 日 ⚫ 第５回検討委員会のご指摘と対応について
⚫ 航空分野の長期的な排出削減対策シナリオのアップデート
⚫ 適合のための課題と対策（ ／市場メカニズム）
⚫ 年カーボンニュートラルに向けての課題の整理
⚫ 意見交換

航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会 市場メカニズム小委員会

第 回 年 月
日

⚫ 年度の調査研究事業について
⚫ 炭素クレジットに関する最新動向について

➢ 二国間クレジット制度
の最新動向

➢ クレジット制度の最新動向と リーグ等の取組状況に関
して

➢ ボランタリー市場の最近の動向
⚫ 炭素クレジット需給及び市場メカニズム関連政策の最新動向
⚫ 意見交換

第 回 年 月 日 ⚫ 航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会（親委



員会）での検討状況について
⚫ ２７における市場メカニズムに係る動向（環境省）
⚫ 遵守に向けた市場メカニズムのアクションプランと中長

期的な課題
⚫ 意見交換

注）議事の語尾括弧（ ）内の組織名は資料提供者。記載がないものは事務局が資料提供。

図 調査研究の全体像（ 年度～ 年度）

航空 調査検討委員会（長期目標調査）

燃料小委員会の成果をベースに、国産 による削減
ポテンシャルを算出し、長期の削減可能量を試算

長期目標及び削減見込み（ 、クレジット必
要量等）のレビュー、長期目標実現に向けた課題と
りまとめ

燃料小委員会
国産 に関する技術・制度、海外 関連政策の調査

市場メカニズム小委員会
適格排出ユニット認定クレジット調達に関する制度・マーケットの調査

●
ハイレベル会合

●

●
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期的な課題
⚫ 意見交換
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 長期目標の前提となる気候変動対策等の調査

や における 1.5℃目標の動向（上記目標とピークアウトのタイミング、中間地点の排出目

標、累積排出量等との関係性）や産業部門別（運輸分野、航空分野）の動向について整理を行った。

 文献レビュー

や の最新の報告書等についてレビューを行った。

 国連気候変動枠組条約締約国会議（ ） 第 回締約国会議（ ）

＜エグゼクティブサマリー＞

２０２２年 月 日（日）から 月 日（日）にかけて、エジプト（シャルム・エル・シェイク）において、

国連気候変動枠組条約第 回締約国会議（ ）が開催された。本会議では、気候変動対策の取

り組みの強化を求める「シャルム・エル・シェイク実施計画」、緩和の野心と実施を向上するための「緩和

作業計画」が採択された。また、気候変動の悪影響に伴う損失と損害支援のための措置を講じること及

びその一環としてロス＆ダメージ基金（仮称）を設置することを決定するとともに、この運用化に関して

に向けて勧告を作成するため、移行委員会の設置が決定された。

「シャルム・エル・シェイク実施計画」では、科学的知見と行動の緊急性、野心的な気候変動対策の強

化と実施、エネルギー、緩和、適応、ロス＆ダメージ、早期警戒と組織的観測、公正な移行に向けた道筋、

資金支援、技術移転、パリ協定第 条の強化された透明性枠組み、グローバル・ストックテイク（ ）、

パリ協定第 条（市場メカニズム）、海洋、森林、非国家主体の取組の強化等を含む内容が決定された。

同文書は、昨年の 全体決定「グラスゴー気候合意」の内容を踏襲しつつ、緩和、適応、ロス＆

ダメージ、気候資金等の分野で、締約国の気候変動対策の強化を求める内容となっている。

緩和分野では、パリ協定の 1.5℃目標に基づく取り組みの実施の重要性を確認するとともに、同目標

に整合的な （温室効果ガス排出削減目標）を 年までに設定していない締約国に対して、目

標の再検討・強化を求めることが決定された。また、全ての締約国に対して、排出削減対策が講じられて

いない石炭火力発電の逓減及び非効率な化石燃料補助金からのフェーズ・アウトを含む努力を加速す

ることを求める内容が含まれている。

気候資金については、世界全体の資金の流れを気候変動の取り組みに整合させることを目的とした

パリ協定に関する理解を促進するための「シャルム・エル・シェイク対話」の開始を決定した他、グラスゴ

ー気候合意で決定された先進国全体による適応資金支援の倍増の取り組みに関する報告書作成が決

定された。

「緩和作業計画」では、1.5℃目標達成の重要性、計画期間を 年までとして毎年議題として取

り上げて進捗を確認すること、全てのセクターや分野横断的事項（パリ協定 条（市場メカニズム）の活

用含む）等について対象とすること、最低年 回のワークショップの開催と報告という一連のサイクルを

確立すること等が盛り込まれた。



（ ） 国連気候変動枠組条約締約国会議（ ）

国連気候変動枠組条約締約国会議（ ）とは、１９９２年に国連総会にて採択された国連気候変動

枠組条約の最高意思決定機関であり、世界各国の政府が気候変動対策として、大気中の温室効果ガス

削減対策などの国際共通ルールを協議する国際会議である。１９９５年にドイツ・ベルリンで第１回会議

（ ）が開催されて以来、毎年開催されており（コロナウイルス感染症拡大に伴い２０２０年は開催中

止）、２０２２年１１月には２７回目を迎えた（ ２７）。全ての 参加国には、具体的な対策を含む温

室効果ガス削減計画の策定・実施、温室効果ガス排出量の実績公表が義務付けられている。

２０２２年 月 日（日）から 月 日（日）にかけて、エジプト（シャルム・エル・シェイク）にて開催

された ２７では、気候変動対策の各分野における取り組みの強化を求める 全体決定「シ

ャルム・エル・シェイク実施計画」、 年までの気候変動の緩和の野心と実施を向上させる為の「緩

和作業計画」が採択された。加えて、ロス＆ダメージ（気候変動の悪影響に伴う損失と損害）支援の為の

措置を講じること及びその一環としてロス＆ダメージ基金（仮称）を設置することが決定された。また、こ

の資金面での措置（基金を含む）の運用化に関して に向けて勧告を作成する為、移行委員会

の設置が決定された。

（ ） 全体決定「シャルム・エル・シェイク実施計画」

シャルム・エル・シェイク実施計画は、前年２０２１年の 全体決定「グラスゴー気候合意」の内

容を踏襲しつつ、緩和、適応、ロス＆ダメージ、気候資金等の分野で、締約国の気候変動対策の強化を

求めた内容となっている。まず気候変動対応には、持続的な生活様式、持続的な消費・生産パターンへ

の移行の必要性と、そうしたシフトを促進するための教育の役割の重要性を述べている。また、食料安

全保障・飢餓の撲滅達成を最優先事項とし、気候変動による負のインパクトをうける食料生産システム

の脆弱性を是正し、強靭性を高める必要性を強調している。

緩和分野では、世界の気温上昇を工業化以前比 ℃に抑制するための締約国によるコミットメント

を再確認したうえ、 年までに温室効果ガス排出を２０１９年比 ％削減する努力に野心的に取り

組むことに加え、温室効果ガス貯留に貢献しうる陸域・海洋エコシステムの保全・生物多様性保護の重

要性に言及している。

適応に関しては、気候変動への強靭性向上・適応能力強化のための抜本的なアプローチの適用を求

め、最貧国・発展途上国に対するファンドの役割への期待を示した。さらに、気候変動適応における水の

重要性を強調し、水および水にまつわる河川流域・帯水層・湖沼といったエコシステムの保護・保全・修

復の必要性を指し示したものとなっている。また、 ２７の焦点でもあった「ロス＆ダメージ」について

は、気候変動に起因する被害で途上国が債務超過に陥ることで持続可能な開発目標の達成が不可能

になりかねないとし、途上国支援の基金創設に向けた合意を歓迎するとした。

実行計画には、早期警戒システム・温室効果ガス濃度モニタリングの不備・ギャップに言及し、とくに

途上国における気候観測システムの強化の必要性も盛り込まれた。アフリカの ％を含む世界の 分

の の地域は早期警告システムや気候情報にアクセスを有していない。気候サービスや早期警告の質

向上には、気候変動メカニズムの理解や気候リスク・転換点の監視が必要となることから、気候データ

観測システムの整備強化が求められている。
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シャルム・エル・シェイク実施計画は、前年２０２１年の 全体決定「グラスゴー気候合意」の内

容を踏襲しつつ、緩和、適応、ロス＆ダメージ、気候資金等の分野で、締約国の気候変動対策の強化を

求めた内容となっている。まず気候変動対応には、持続的な生活様式、持続的な消費・生産パターンへ

の移行の必要性と、そうしたシフトを促進するための教育の役割の重要性を述べている。また、食料安

全保障・飢餓の撲滅達成を最優先事項とし、気候変動による負のインパクトをうける食料生産システム

の脆弱性を是正し、強靭性を高める必要性を強調している。

緩和分野では、世界の気温上昇を工業化以前比 ℃に抑制するための締約国によるコミットメント

を再確認したうえ、 年までに温室効果ガス排出を２０１９年比 ％削減する努力に野心的に取り

組むことに加え、温室効果ガス貯留に貢献しうる陸域・海洋エコシステムの保全・生物多様性保護の重

要性に言及している。

適応に関しては、気候変動への強靭性向上・適応能力強化のための抜本的なアプローチの適用を求

め、最貧国・発展途上国に対するファンドの役割への期待を示した。さらに、気候変動適応における水の
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復の必要性を指し示したものとなっている。また、 ２７の焦点でもあった「ロス＆ダメージ」について

は、気候変動に起因する被害で途上国が債務超過に陥ることで持続可能な開発目標の達成が不可能
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実行計画には、早期警戒システム・温室効果ガス濃度モニタリングの不備・ギャップに言及し、とくに

途上国における気候観測システムの強化の必要性も盛り込まれた。アフリカの ％を含む世界の 分

の の地域は早期警告システムや気候情報にアクセスを有していない。気候サービスや早期警告の質

向上には、気候変動メカニズムの理解や気候リスク・転換点の監視が必要となることから、気候データ

観測システムの整備強化が求められている。

（ ） 「緩和作業計画」及びロス＆ダメージ基金（仮称）の設立

「緩和作業計画」は グラスゴー会議において立ち上げが合意されており、 年までの緩

和の野心と実施を緊急に高めるべく、今回の ２７にて策定された。同計画の主な内容としては、

℃目標達成の重要性、計画期間を 年までとして毎年議題として取り上げ、進捗を確認するこ

と（ 年に期間延長の要否を検討）、全てのセクターや分野横断的事項（パリ協定６条（市場メカニ

ズム）の活用含む）等について対象とすること、最低年 回のワークショップの開催と報告という一連の

サイクル、非政府主体の関与、緩和作業計画の成果を閣僚級ラウンドテーブルで毎年議論すること等で

ある。この計画には、排出削減に関して新たな削減目標を押し付けるものではない、と言う文言が意図

的に入れられており、逃げ道が残る表現となっている。また、 年目標の見直しや強化を促す内容

になることが期待されたが、そのような内容は含まれない形となった。

また、 ２７では、開催国及び途上国側の強い要求もあり、新たな議題としてロス＆ダメージの資

金面での支援が取り上げられ、結果としてロス＆ダメージ基金（仮）の設立が決定された。基金の設立に

あたって問題となったのが資金を拠出するドナー、また資金の受け手を具体的にどのように設定するか、

であった。先進国側は、ドナーとして中国などの新興国を含めること、また受け手は後発開発途上国に

限定することなどを提案したが、これに対して新興国やその他の途上国が強く反発したため、結果的に

はドナーは先進国を含め、既存の資金メカニズムや 、民間など幅広く設定され、資金の受け手は

「途上国の中でも特に脆弱な国々」であると決定された。今後の流れは、移行委員会を立ち上げ、更には

次回 での提言が予定されている。合意に至るために先進国が譲歩したことにより、今後は発展

途上国側も国際交渉においてより協力的な姿勢になることが期待される。

 気候変動に関する政府間パネル（ ）

⚫ 気候変動に関する政府間パネル（ ）第 次評価報告書（ ）

環境省ウェブサイト“地球環境・国際環境協力”

◼ 第 作業部会の報告 『気候変動 自然科学的根拠』（ 年 月 日）

◼ 第 作業部会の報告 『気候変動 影響・適応・脆弱性』（ 年 月 日）

◼ 第 作業部会の報告 『気候変動 気候変動の緩和』（ 年 月 日）

＜エグゼクティブサマリー＞

年 月 日に第 作業部会報告書 気候変動の緩和が公表され、気候変動に関する政府間

パネル（ ）による第 次評価報告書については、残りは 年 月に統合報告書が公表される

のみとなった。今回の第 次評価報告書では、第 作業部会にて、人間の影響が大気、海洋及び陸域

を温暖化させてきたことには疑う余地はないとの評価がなされ、第２作業部会では、人為起源の気候変

動が自然界に危険で広範囲に及ぶ混乱を引き起こし、世界の数十億もの人々の生活に多大な影響を

与えているとの結論が下された。第 作業部会では、 年～ 年にかけての全世界の年間平

均温室効果ガス排出量は人類史上最も高い水準であった一方、排出量増加のペースは減速していると

の分析結果を示した。また、過去約 年間において、太陽光・風力発電、蓄電池のコストは、大きく持続



的に低下している他、エネルギー効率の改善、森林破壊の減速、再生可能エネルギー導入の加速が見

られることに言及し、気候変動の緩和ポテンシャルを指し示す形となった。その上で、 の李会晟

（イ・フェソン）議長は、今回の評価報告書は行動を取らないことがもたらす結果についての緊急の警告

であり、今日の私たちの行動が、気候リスクの増大に対して人類がどのように適応し、自然がどのように

反応するかを形成することになると述べる一方、温暖化を抑えるために必要なツールとして、イノベーシ

ョン、政策、規制、市場機能など多くの排出削減方法があることに言及している。

第 作業部会報告書の第 章では、運輸業界に焦点を当て、現在の排出トレンド、技術革新、気候

変動の緩和ポテンシャルについて詳細に分析している。気候変動緩和目標を達成するためには、運輸部

門全体でのドラスティックな変化を要している。運輸部門からの 排出量は年間８．７ に

のぼり、 に限れば、運輸部門が世界全体の排出量の２３％を占める。運輸部門からの排出量のう

ち、乗客及び貨物の移動を行う陸上輸送が７０％を占め、１％を鉄道、１１％を航空、１２％を海運が占め

る。近年においては、特に航空及び海運分野からの排出量増加が著しい状況である。 の第５次評

価報告書（ ）以来、陸上輸送のための電気自動車の利用や海運及び航空のための先進的なバイオ

燃料及び水素燃料等の新技術と連携した需要コントロール策の必要性への認識が非常に高まっている。

海運及び航空の脱炭素化には依然、更なる研究開発が必要な状況ではあるが、先進的なバイオ燃料、

アンモニア、合成燃料が実現可能な選択肢として表出している。運輸部門の脱炭素化を後押しする低炭

素の航空・船舶燃料の利用には、各国そして国際的なガバナンス構造の変革が求められており、すべて

の政府レベルにおいて、法的な気候変動戦略が現れてきており、個人選択の誓約と相まって、需要及び

供給サイドの運輸部門気候緩和戦略の利用を促すことが期待されている。

（ ） 評価報告書

は、人為起源による気候変動、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学

的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、 年に国連環境計画（ ）と世界気象機

関（ ）により設立された政府間組織である。活動としては、 ～８年に１回程度のサイクルで、気候

変動に関する科学研究から得られた最新の知見を評価し、評価報告書（ ）にまと

めて公表しており、本報告書は国際交渉や国内政策のための基礎情報として、世界中の政策決定者に

引用されている。 の第 次評価報告書は、 か国から２３４人の専門家が集まり、１万４ ０００本

を超える文献を引用して執筆されている。加えて、３回にわたる査読（レビュー）により、報告書の途中原

稿を様々な専門家に見てもらい意見吸収する作業があるため、この徹底的な包括性、厳密性、透明性

が 報告書に確固たる信頼性を与えていると言われている。

評価報告書は、評価対象により分けられた３つの作業部会による報告書から構成される。３つ

の作業部会とは、第１作業部会（ ） 自然科学的根拠、第２作業部会（ ２） 影響・適応・脆弱性、

第３作業部会（ ３） 気候変動の緩和、であり、第６次評価報告書（ ）については、１８か月以内に

すべての評価報告書（第１～第３作業部会報告書）を公表することが、 第４１回総会（２０１５年２月）

において決定されており、それぞれ 年 月 日（第１作業部会）、 年 月 日（第

作業部会）、 年 月 日（第 作業部会）に公表された。 年 月には、第 次評価報告

書の知見を統合した統合報告書が公表される予定である。 第 次評価報告書における、航空分

野の気候変動に関する知見は、 排出削減等を通じた緩和をカバーする第 作業部会（ ）の

第 章輸送に言及されている。
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稿を様々な専門家に見てもらい意見吸収する作業があるため、この徹底的な包括性、厳密性、透明性
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評価報告書は、評価対象により分けられた３つの作業部会による報告書から構成される。３つ
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第３作業部会（ ３） 気候変動の緩和、であり、第６次評価報告書（ ）については、１８か月以内に

すべての評価報告書（第１～第３作業部会報告書）を公表することが、 第４１回総会（２０１５年２月）
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作業部会）、 年 月 日（第 作業部会）に公表された。 年 月には、第 次評価報告

書の知見を統合した統合報告書が公表される予定である。 第 次評価報告書における、航空分
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第 章輸送に言及されている。

（ ） 第 作業部会（ ） 自然科学的根拠

第１作業部会報告書では気候変動の自然科学を分析しており、今般の報告書では、人間の影響が大

気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地はなく、気候システム全般にわたる最近の変化

の規模と、気候システムの多くの側面における現在の状態は、数百年から数千年にわたって前例がない

ものであると評価。人間活動が及ぼす温暖化影響についての評価において、第４次評価報告書（ ）

（ 年）では、「可能性が非常に高い」（９０％以上）、第 次評価報告書（ ）（ 年）では、

「可能性が極めて高い」（９５％以上）と記述されていたが、今回「疑う余地がない」との表現がなされ、人

間活動の気候への影響について、確度が１００％に近いことを強調した形となった。また、 年には、

大気中の 濃度は少なくとも過去 万年間のどの時点よりも高かったこと、世界平均気温は

年以降少なくとも過去 千年間にわたって、他のどの 年間にも経験したことのない速度で上

昇していることも示された。人為起源の気候変動は、現在、世界中の全ての地域で多くの異常気象を引

き起こす等、既に気候に影響を及ぼしている。熱波、大雨、干ばつ、熱帯低気圧などの極端現象につい

て観測された変化に関する証拠、特にそれらの変化が人間の影響によるとする要因特定に関する証拠

は、 以降強まっており、いずれの極端現象についても頻度・強度が増加していることが確認された。

将来起こりうる気候状況に関しては、世界平均気温は、考慮されたすべての排出シナリオの下で、少

なくとも今世紀半ばまで上昇し続け、向こう数十年の間に 及び他の温室効果ガスの排出が大幅に

減少しない限り、 世紀中に ℃及び ℃の地球温暖化を超えるとの評価結果を示している。加え

て、排出削減の結果によっては、過去 万年以上前例のない世界平均気温の領域に到達する可能

性も指摘されている。気候システムの多くの変化は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大するが、こ

れらには、極端な高温、海洋熱波、大雨、及びいくつかの地域における農業及び生態学的干ばつの頻度

と強度の増加、強い熱帯低気圧の割合の増加、並びに北極域の海氷、積雪及び永久凍土の縮小が含ま

れる。地球温暖化が続くと、世界の水循環が、その変動性、地球規模のモンスーンに伴う降水量、そして

湿潤と乾燥に関する現象の厳しさを含め、更に強まると予測される。 以降、世界の水循環が地球

規模の気温上昇とともに強まり続けるという確証が強まっており、降水量と地表水の流れは、季節内及

び年々においてほとんどの陸域の地域でより変動が大きくなると予測される。また、 排出量が増加

するシナリオの下では、自然の炭素吸収源である海洋と陸域の 吸収割合が低下、大気中に

が蓄積しやすくなると予測される。過去及び将来の温室効果ガスの排出に起因する多くの変化、特に海

洋、氷床、及び世界の海面水位における変化は、数百年から数千年にわたって不可逆的であり、今世紀

末までに海面上昇が２ｍに到達する可能性も指摘された。

将来の気候変動の抑制として、以下のようにまとめられている。まず第一に、自然科学的な見地から、

人為的な地球温暖化を特定の水準に制限するには、 の累積排出量を制限し、少なくとも正味ゼロ

の 排出を達成し、他の温室効果ガスの排出も大幅に削減する必要があるとのことである。一方で、

世界全体で正味負の 排出が達成され持続した場合、 による世界平均気温の上昇は徐々に

下降に向かうものと見込まれるが、他の気候の変化は数十年から数千年の間、現在の方向性を継続す

るであろうことも述べられている。 排出が非常に少ない又は少ないシナリオは、 排出が多

い又は非常に多いシナリオと比べて、温室効果ガスとエーロゾルの濃度及び大気質に、数年以内に識

別可能な効果をもたらしうる。これらの対照的なシナリオ間の識別可能な差異は、世界平均気温の変化

傾向については約 年以内に、他の多くの気候影響駆動要因についてはより長い期間の後に、自然

変動の幅を超え始めるとして分析された。



（ ） 第 作業部会（ ） 影響・適応・脆弱性

第 作業部会報告書では、観測された気候変動の、生態系や人間社会、都市、居住、インフラ、産業

構造、そしてそれらの脆弱性や将来に与える影響に関しての現在の理解をまとめている。本報告書は、

急激な都市化、生態系の喪失、世界的な人口爆発、不平等問題、急速に進む技術革新、継続的貧困、

食糧危機、そして現在進行中の気候変動により激しさを増す極端現象等を背景に記述されているもの

である。今般の第 作業部会報告書では、リスクを軽減する取り組みが行われているにもかかわらず、

人為起源の気候変動が自然界に危険で広範な混乱を引き起こしている他、世界中で数十億もの人々

の生活、特に最も対応が困難な人々や生態系が最も大きな被害を受けていると指摘している。

第一に、気候変動によるリスクの増大に対応するためには、緊急の行動が必要だということである。熱

波や干ばつ、洪水の増加は、動植物が耐えられる閾値（いきち）をすでに超え、樹木やサンゴなどの種が

大量に消滅している。これらの異常気象は同時に発生しており、影響は連鎖的に拡大し、管理すること

がますます困難になっている。特にアフリカ、アジア、中南米、小島嶼国や北極圏においては、異常気象

により何百万もの人々が深刻な食料危機と水不足に見舞われている。生命や生態系、生物多様性、そし

てインフラ・社会システムの損失が拡大するのを防ぐためには、 ２を中心とした温室効果ガス排出量

を急速かつ大幅に削減すると同時に、気候変動に適応するための野心的な行動を加速することが急務

である。これまでのところ、適応に関する進歩には各国、及び関係者間でむらがあり、これまで実行され

た行動と、リスクの増大に対応するために必要とされる行動との乖離が広がっている状況である。

居住可能な未来を守るカギとして、自然を保護・強化することの重要性について言及されている。健

全な生態系は気候変動に対してより強靱であり、食料や安全な水など、生命・生活に関わるサービスを

提供してくれるものである。破壊された生態系を回復し、地球上の陸地、淡水と海洋の生息地の

～ を効果的かつ公平に保全することで、社会は自然の炭素吸収・貯留能力の恩恵を受けることが

できる。しかし、気候変動は、天然資源の持続可能でない利用や都市化の進展、社会不平等、異常気

象・パンデミックによる損失といった世界的な動向と相まって、未来の発展を危うくしている。その上で、

これらのさまざまな課題全てに対処するためには、政府、民間セクター、市民社会の誰もが協力し、意思

決定と投資において、リスク軽減と公平性および公正さを優先させる必要がある。その結果、さまざまな

利害、価値観、世界観を調和させ、科学技術のノウハウと先住民・地域住民の知識を結集することで、解

決策はより効果的なものとなるであろうことが述べられている。

その他、世界人口の半数以上が居住する都市において、気候変動による熱波、暴風雨、干ばつ、洪水、

海面上昇などを原因とするハザードが、人々の健康、生命、生活、ならびに繁栄やエネルギー・輸送シス

テムなどの重要なインフラにますます多くの影響を与えていることも述べられている。一方、都市におけ

る気候変動対策行動の機会についても言及されており、例えば、環境に配慮した建物、安全な水と再生

可能エネルギーの安定供給、そして都市部と農村部を結ぶ持続可能な輸送システム、これらはいずれも、

より包摂的で公平な社会につながるものであると記述がなされた。一部の地域では、地球温暖化が2°C

を超えた場合、気候変動にレジリエントな開発が不可能になると想定されるため、公平性と公正さに重

点を置いた気候行動の緊急性を強調し、そして十分な資金提供、技術移転、政治的コミットメント、そし

てパートナーシップが、気候変動への適応と排出削減において不可欠であることが指摘された。
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象・パンデミックによる損失といった世界的な動向と相まって、未来の発展を危うくしている。その上で、

これらのさまざまな課題全てに対処するためには、政府、民間セクター、市民社会の誰もが協力し、意思

決定と投資において、リスク軽減と公平性および公正さを優先させる必要がある。その結果、さまざまな

利害、価値観、世界観を調和させ、科学技術のノウハウと先住民・地域住民の知識を結集することで、解

決策はより効果的なものとなるであろうことが述べられている。

その他、世界人口の半数以上が居住する都市において、気候変動による熱波、暴風雨、干ばつ、洪水、

海面上昇などを原因とするハザードが、人々の健康、生命、生活、ならびに繁栄やエネルギー・輸送シス

テムなどの重要なインフラにますます多くの影響を与えていることも述べられている。一方、都市におけ

る気候変動対策行動の機会についても言及されており、例えば、環境に配慮した建物、安全な水と再生

可能エネルギーの安定供給、そして都市部と農村部を結ぶ持続可能な輸送システム、これらはいずれも、

より包摂的で公平な社会につながるものであると記述がなされた。一部の地域では、地球温暖化が2°C

を超えた場合、気候変動にレジリエントな開発が不可能になると想定されるため、公平性と公正さに重

点を置いた気候行動の緊急性を強調し、そして十分な資金提供、技術移転、政治的コミットメント、そし

てパートナーシップが、気候変動への適応と排出削減において不可欠であることが指摘された。

（ ） 第 作業部会（ ） 気候変動の緩和

第 作業部会報告書では、気候変動の緩和における科学的、技術的、環境的、経済的、そして社会的

側面の現在の見識について評価している。今般の報告書は、 ５の公表後に発表された緩和に関して

の新しい文献、気候変動の緩和に向けた近年の体系的発展及び変化に関して分析したものであり、

年から 年にかけての全世界の年間平均温室効果ガス排出量は人類史上最も高い水準で

あったものの、増加のペースは減速していると分析した。全ての部門において排出量を直ちにかつ大幅

に削減しない限り、工業化前比の気温上昇を1.5°Cに抑えることは不可能であるとする一方で、気候変

動対策の行動・エビデンスは増加しているとした。また、 年以降、太陽光・風力発電、蓄電池のコス

トは、最大 まで持続的に低下している他、政策や法制度の幅が広がることによるエネルギー効率

の改善、森林破壊の減速、再生可能エネルギー導入の加速が明示されている。

地球温暖化を抑制するためには、エネルギー部門における大転換が必要となるが、そのために化石燃

料利用の大幅な削減、広範囲に及ぶ電化、エネルギー効率の改善、水素などの代替燃料の利用が期待

される。都市部も排出量削減の大きな機会を提供する。例えば、（徒歩で移動可能なコンパクトな街づく

りなどによる）エネルギー消費量の削減、低排出のエネルギー源と組み合わせた輸送手段の電化、自然

を活用した炭素の回収・貯留の改善などである。世界の排出量の約 分の を占める産業界では、排

出量正味ゼロの達成は難易度が高くはあるが、原料使用の効率化、製品の再利用とリサイクル、廃棄物

の最小化、そして鉄鋼、建材、化学製品といった一次材料については、温室効果ガスの排出量が低い、

もしくはゼロである生産プロセスが試験段階や商用に近い段階にある。農業、林業等においては、規模

を拡大して二酸化炭素の除去・貯留も可能であり、対応策により生物多様性に恩恵をもたらすことがで

き、生計手段、食料と水、そして木材の供給を確保することができる。

気候変動対策への投資及び持続可能な開発目標（ ）に関しても言及がなされた。投資に関して、

資金の流れは、温暖化を 年までに 2°C未満に抑えるために必要な水準の 分の から 分の

にとどまっている一方、投資ギャップを解消するための世界の資本と流動性は十分にあることを示して

いる。公的部門の資金と政策の整合性を高めることを含め、各国政府と国際社会から明確なシグナルを

発信することが極めて重要である。持続可能な開発には、気候変動による影響の緩和と適応のために、

加速的かつ公平な気候変動対策が不可欠である。一部の対応における選択肢は、炭素を吸収・貯留で

きると同時に地域社会が気候変動による影響を抑える上で役立つ。例えば、都市においては、公園と緑

地のネットワーク、湿地、都市農業により、洪水のリスクとヒートアイランド効果を軽減することができ、産

業界における緩和は、環境に与える影響を軽減し、雇用とビジネス機会を増大させ、再生可能エネルギ

ーによる電化と公共交通機関における転換は、健康、雇用、公平性を高めることができる。

（ ） 第 作業部会（ ） 気候変動の緩和 第 章輸送

第 作業部会による報告書の第 章輸送において航空分野の脱炭素について整理されている。各

項目における航空に関する言及について以下のとおり纏める。

） 排出トレンドと航空分野への影響

２０１９年現在、運輸業界での最大の排出源は陸上輸送での乗客と貨物の移動である（

、セクター全体の 。国際海運が 番目に大きな排出源で、 を排出 セ



クター全体の 。国際航空は で 番目に大きな排出源である（セクター全体の

７％）。鉄道を含む他のすべての輸送排出源は、比較的些細であり、 年の合計排出量は

である。 年から 年の間、国際航空分野は、全セグメントの中で 排出

量が最も増加している分野の１つである 年間 。 年以降に実施されたコロナパンデミック

による経済封鎖は、運輸業界の排出量に多大な影響を与え、専門家による予備的推定値では、世界の

運輸業界 排出量は 年比 減少（ の減少）。これらの経済封鎖は、特に航

空分野に影響を与え、２０２０年は推定で４５ の 排出量が削減された。

航空分野は、液体化石燃料に過度に依存した脱炭素化が難しいセクターとして、また「ロックイン」と

呼ばれる、脱炭素化に長い時間を要するインフラとして広く認識されている。航空分野で排出される主

要な は、化石燃料である航空燃料の燃焼による だが、 以外の排出量も気候に影響を

与えると理解されている。国際航空の 排出量は、航空分野の総排出量の約 を占めている。

航空部門からの排出量は、過去 年間、年間約 の割合で着実に増加しているが、 年から

年にかけては、その割合は年間約 にまで上昇した。最新の利用可能なデータによれば、航空

分野は世界全体の 年間排出量の約 を占めている 土地利用の変化を含む 。

以降、気候変動を起因とする地球規模の海面上昇の、交通システムへの潜在的および実際の

影響に対する認識が高まっている。また、最近の研究は、世界のジェット気流の変化が航空分野に影響

を与えることを示唆しており、極端な気象条件が滑走路と航空機の浮揚に悪影響を及ぼすと考えられて

いる。これらが組み合わさり、有料荷重の制限と混乱に陥る可能性がある。 専門家による調査では、冬

季の大西洋横断飛行ルートにおける晴天乱気流の量は、気候変動に伴い大幅に増加すると見込まれて

いる。しかし、気候変動による輸送システムへのリスクを完全に理解するには、更なる研究が必要である。

） 航空分野の脱炭素について

 短寿命強制因子（ ）

航空分野の正味の温室効果は、過去および現在の 排出と 以外の 排出に起因す

る。 以外の には水蒸気、すす、二酸化硫黄、および窒素酸化物が含まれる。今日の 排

出量の残りは、多くの地域で何千年も温暖化効果をもたらす一方で、排出された水蒸気、すす、窒素酸

化物は、数十年後には温暖化に寄与しなくなる。パリ協定の 1.5℃シナリオで必要とされる航空分野の

排出量「ネットゼロ」の達成には、技術、燃料の種類、または行動や需要の変容における根本的な

シフトが要求される。航空分野から排出される 以外の は、短寿命気候強制因子

のカテゴリーに分類される。現在、窒素酸化物の排出は、短期オゾンの形成と冷却効果のあるメタンの

破壊により正味の温暖化をもたらしている。条件が整っていれば、すすと水蒸気の排出は、広範囲にわ

たる巻雲を生成させる飛行機雲の形成を引き起こす可能性がある。航空分野から排出される 以

外の の影響は、気候変動緩和策の議論の対象であり、問題は非常に複雑である他、 ２との技

術的および運用上のトレードオフを伴う可能性も指摘されている。

 排出削減ポテンシャル（運航技術、燃費技術、市場メカニズム）

ア） エンジン及び航空機体の技術的選択肢
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） 航空分野の脱炭素について
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 排出削減ポテンシャル（運航技術、燃費技術、市場メカニズム）

ア） エンジン及び航空機体の技術的選択肢

時間を経るにつれ、エンジン技術の分野において、初期のターボジェットエンジンから大型のターボフ

ァンエンジンへと大きな進展があったが、航空機の基本的な様相は過去何十年、そして２０３７年までほ

ぼ同様であると見込まれている。また、航空機体のパフォーマンスについては、よりよい翼のデザインに
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辿っている他、燃料消費を増加させる逆風を回避しているため、航行や運用の改善余地は限られてい

る。その中で、編隊飛行と呼ばれる、燃料消費を減少させる可能性を秘めた戦略が提案されている。

ウ） 代替バイオ燃料、合成燃料、液体水素

関連文献によると、 ２の排出量を増加させずに航空分野の需要が成長し続けていく唯一の方法は、

低炭素のバイオ燃料や合成航空燃料を活用することである。航空分野の炭素負荷を減少させる持続可
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は、安全性の問題におけるパラメーターに対して、通常燃料と同等の基準が認められなければいけない。

バイオ燃料は、作物残余、地方自治体の固形ごみ、木製製品等を使って生成されるが、それぞれのバイ

オ燃料源は固有のライフサイクルエミッションがあり、それぞれの生成や分配過程において やその

他の を排出するため、気候変動緩和において制限があることが現状である。また、水資源の利用

方法や生態系への影響等に対しての課題も存在する。しかし、バイオ燃料を基にした持続可能な航空燃

料は、２％から７０％の範囲内においてライフサイクルエミッションを減少させると見積もられている。コ

スト面がバイオ燃料の大きな課題であり、化石燃料の約３倍費用がかかると言われている。持続可能な

航空燃料が経済競争力を高めるためには、化石燃料の大胆な価格調整や持続可能な航空燃料の利用

にインセンティブを与える政策導入、２０５０年までの間に大規模な資本投資が求められる。

エ） 市場メカニズムを用いた緩和策

欧州連合は、２０１２年に航空分野に 排出量の取引スキーム（ ）を適用した。それにより現在、

欧州連合では、域内の航行すべてが の対象となっている。国際的には、国際民間航空機関

（ ）が２０１６年に、２０２０年から「国際民間航空のためのカーボン・オフセット及び削減スキーム」

（ ）を開始すると発表し、２０２１年から２０２３年を試験段階、２０２４年から２０２６年を第一段階

としている。また、第一段階までは各国の自発的な参加によるものであるが、２０２６年からの第二段階

では、特別免除されない限り、すべての国が参加国となり、航空分野の 排出量削減が大規模で実

施されることとなる。

オ） 高速鉄道へのモーダルシフト

上記に述べた現行の航空分野の緩和戦略の限界により、高速鉄道の潜在性への関心が強まっている。

国際エネルギー機関（ ）による２０５０年のネットゼロに向けたロードマップでは、地域航空から高速



鉄道へのシフトに向けた行動変容を提案している。高速鉄道が航空路線と競争的であるためには発着

地間の距離が４００ から８００ であることが最適であることが分かっている。貨物輸送を提供する

高速鉄道への見込みも急速に進展しており、それによる排出量削減の潜在性も確認されているが、追

加的かつ補助的な政策が導入される必要がある。適切な高速鉄道サービスの開始は、とりわけ短距離

から中距離輸送において、航空分野の排出量削減の追加的措置となる潜在力を秘めている。

 国際クリーン交通委員会（ ） 「 」

⚫ 国際クリーン交通委員会（ ）「 」（ 年 月 日）

＜エグゼクティブサマリー＞

この報告書は航空の技術と運用に対しての国際クリーン交通委員会（ ）のシナリオを提示し、こ

れらのシナリオにおける排出量の影響を新しい国際航空分野排出モデルを使い評価している。

のロードマップは分析対象が国際的規模であること、国際航行のみを含めているという点で他のロード

マップと異なっている。また、 のロードマップは航空分野が国際的カーボンバジェットのシェアを早

期解消してしまうことを避けるための新しい排出量削減技術への早期投資を確実にする中間目標を提

案する。

脱炭素シナリオは３つに分かれ、 つの重要な指標によって分析される。その指標は、①交通、②航空

機体技術、③運航、④ゼロエミッション航空機（ ）、⑤持続可能な航空燃料（ ）、そして⑥経済

インセンティブである。全てのシナリオにおいて 排出量は２０５０年までに２０１９年比９％～９４％減

少すると見込まれている。減少要因は、持続可能な の活用や新しい航空機体と運用効率の改善、

多くを液体水素により稼働する の導入などである。航空燃料の引き上げや高速鉄道（ ）への

モーダルシフトに関連した航空交通量の減少は 排出量削減においてはより限定的な要因である。

３つのシナリオの中で、最も野心的なシナリオでは、２０２５年に排出量のピークを迎え、２０５０年まで

に排出量をゼロに近い水準まで持っていき１．７５℃目標を達成させる推定である。航空分野のカーボン

バジェットを増加させることなく、１．５℃目標を達成させるためには、上記の最も野心的なシナリオから５

０％追加での の削減が求められる。これは、２０３０年までに航空分野のネットゼロを達成すること

と同義である。全てのシナリオにおいて、 による削減が最も大きな貢献を期待される分野であり、

航空機体の技術・運用効率の改善、液体水素により稼働する 、航空燃料の上昇や高速鉄道

（ ）へのモーダルシフトに付随する航空交通量の減少と続く。

本報告書の政策的な提案として、第一に、航空分野をパリ協定の２℃目標と整合させることは可能で

あるが、多くの野心的目標と投資を必要とする。最も野心的なシナリオによれば、１．７５℃目標が達成可

能ではあるが、公共政策によって後押しされた大々的な投資が必要不可欠である。第二に、航空分野を

パリ目標に整合させるためには、航空機体からの 排出は２０２５年までにピークアウトすることを本

報告書では提案する。最後に、１．５℃目標を達成するためには、航空分野外からのアクション及び劇的

な交通量の減少が求められると述べられている。
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本報告書の政策的な提案として、第一に、航空分野をパリ協定の２℃目標と整合させることは可能で

あるが、多くの野心的目標と投資を必要とする。最も野心的なシナリオによれば、１．７５℃目標が達成可

能ではあるが、公共政策によって後押しされた大々的な投資が必要不可欠である。第二に、航空分野を

パリ目標に整合させるためには、航空機体からの 排出は２０２５年までにピークアウトすることを本

報告書では提案する。最後に、１．５℃目標を達成するためには、航空分野外からのアクション及び劇的

な交通量の減少が求められると述べられている。

（ ） 導入

２０１５年にフランス・パリにて１９６か国を代表する政府関係者が集まり、１８５０年比の気温上昇を２℃、

可能であれば１．５℃に抑えるという協定を締結した。以来、パリ協定には含まれていない、国際的な排

出源である海運分野や航空分野はパリ協定から逸脱しないように目標設定と方策の確立に努めてきた。

国際民間航空機関（ ）は２０２２年後半に長期の野心的な目標（ ）の設定に取り組んだ。２０

２０年９月に発行した の報告書では、世界全体の航空分野からの排出量は、航空機体技術の改

善と代替燃料により２０５０年に３００ 削減されると見積もられている。この報告書は上記の分析結果

をより詳細に精査するものである。

（ ） 排出量削減方策

） 交通量成長見通し

交通量見通しにおいては、コロナウイルス感染症によるパンデミックが指示したように、予期しない事

象が航空分野を含むどの運輸業界においても将来の成長予測を複雑にさせる。しかし、気候目標の分

析やその分析手法を支援するために現実的な交通量成長予測は必要である。本報告書は、 年ま

での航空分野の成長を予測した歴史的データを利用し、結果として全ての成長予測シナリオ（低・中・高

成長予測）において、航空分野の交通量は年々増加していくことが観察された。

） 航空機体技術

新しい航空機体はより効率的であり、航行毎の排出量は減少していく。燃料コストは新しい航空機を

発注する航空会社の意思決定を促す効果があるため、航空機体の製造業者はイノベーションを起こす。

一方で、航空機体のデザイン及び製造は時間のかかるプロセスであり、燃料効率の改善も十数年で微

小の改善しかみられないものである。そのため、予期される航空機体技術効率の改善は２０３５年まで大

きくは起こらないものと見込む。

） 運航

航行の際の航空燃料の燃焼を減少させるいくつかのツールを利用することができる。具体的には、ゲ

ートまでの電動移動、継続的な上昇及び下降、燃料荷役の減少、編隊飛行等であり、編隊飛行は１回の

航行当たり２％から９％の 排出量削減が見込まれる。これらのいくつかは既に検討及び試験的に

実施されているが、より野心的なツールは実現までまだほど遠い状況である。

） ゼロエミッション航空機

ゼロエミッション航空機は、水素と電気を使用する技術である。現行のバッテリー重量により、２０５０

年までは電気航空機は短距離区間に制限される。一方で、液体水素により稼働する航空機は、潜在的

に ｋｍに及ぶ、短距離から中距離輸送に利用可能になると見込まれる。



） 持続可能な航空燃料（ ）

バイオマスや再生可能エネルギーから生成された は、ほとんどのロードマップにて半数以上の

排出量削減を叶える技術であると予測されている。 は５０％の配合までは、現行の航空機体やエン

ジンとの互換性がある他、１００％配合での利用に向けた努力も進行中である。現段階における ス

ケール拡大に向けた発展プロセスは遅々としているが、 やイギリス等で提案されている政策により

の発達は加速していくものと期待されている。

） 経済インセンティブ

低炭素技術、特に やゼロエミッション航空機は、化石燃料で稼働している従来の航空機より多

くのコストがかかる。それらの技術の競争力を高めるために化石燃料の価格を引き上げる等の政策が

必要である。関連する航空燃料の上昇は航空チケットの価格を上昇させることで乗客数が減るため、交

通量の成長速度を落とすことが可能である。多種多様な政策は代替燃料と化石燃料の価格ギャップを

埋める潜在力を持っている。例えば、排出量取引スキーム（ （ ））、

燃料税、代替燃料義務等である。

） モーダルシフト

短距離輸送に関しては、低負荷である陸上輸送への転換が、排出量を減少させるうえで非常に効果

的である。様々な交通手段の中で、高速鉄道が短距離航空需要を減少させる潜在力を保持している。

移動時間とコストが比較可能もしくは少ない場合、そして鉄道サービスが頻繁かつ信頼性があれば、消

費者は高速鉄道へ乗り換える可能性が高い。過去の研究結果は、新しい改善された高速鉄道システム

は、移動距離が ｋｍまでの航空移動と競争可能であり、 から ｋｍ以下の移動であれば

最も競争力が高くなると示している。

（ ） 政策的推論

本報告書における最も野心的なシナリオでは航空分野のカーボンバジェットが増加しなかったと仮定

した場合、気温上昇１．７５℃が達成可能であり、 、燃料効率及びゼロエミッション航空機は排出量

の多くを削減するため、政策立案者が最も関心を寄せるべき脱炭素化技術である。また、航空機からの

の排出は遅くとも２０３０年までにピークアウトしなければならず、３つすべてのシナリオにおいて１．

５℃目標下の航空分野のカーボンバジェットは２０３０年に底をつくため、短期的かつ暫定的な削減目標

が必要となる。早期の行動は、不可欠な技術のコスト低下を叶えるため、２０５０年時点におけるより低コ

ストでの大規模な排出削減を実現させる他、１．５℃目標を達成するためには、航空分野外からのアクシ

ョン及び劇的な交通量見通しの減少が不可欠である。
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＜エグゼクティブサマリー＞

第１３版は、国連環境計画（ ）が２０２２年１０月に発表した報告書で

あり、２０３０年までの排出ギャップに関して詳細に記したものである。本報告書は、地球規模の気候危

機に対しての各国の行動が不十分であることの証言であり、社会の急激な変革への要求である。また、

本報告書では、電力供給、産業、輸送、建築の各分野で必要とされる変革について考察している。加え

て、食料システムや金融システムなど、横断的なシステム変革も調査し、現在の緩和策の誓約を超える

排出削減の大きな可能性があることを解説している。

２０１６年の ２６以来、約束された排出量削減目標と、パリ協定目標を達成するために必要とされ

る排出量削減目標のギャップを 年に向け埋めていく上で、ごく限られた進展しかみられない状況

である。また、土地利用、土地利用変化及び林業 を除いた 年の世界の 排出量

は、 年比微増の５２．８ となっており、世界合計排出量は、 年水準と同程度か、もし

くは上回る水準である。この事実は世界のコロナウイルス感染症のパンデミックへの対応による前例の

ない排出量の減少が一時的なものであるとする調査結果を裏付けるものとなった。

世界で上位 つの排出国（中国、 、インド、インドネシア、ブラジル、ロシア、アメリカ）と国際運輸は

年において世界の排出量の５５％を占めており、 ２０諸国で７５％を占める。国民一人当たりの

排出量は国によって大きく異なり、世界平均が一人当たり年間６．３ｔである一方、アメリカ１４ｔ、ロシア１

３ｔ、中国９．７ｔと続き、開発途上国平均は２．３ｔである。地域及び国によって大きなばらつきが存在して

いる。

各国に対して、 年温室効果ガス排出削減目標（ ）の見直し及び増強が要求されているに

も関わらず、 以来の進展は非常に不足している。とりわけ 年以来 を更新してきた

２０諸国のほとんどは政策実施や新しい目標に沿ったアクションを昨今ようやく開始したばかりであり、

年に向けた排出量削減コミットメントにおいて非常に遅れている状況だ。また、 を達成する

ためにも更なる政策的アプローチが不可欠となっている。 年に向けた取り組みへの排出量ギャッ

プは、各国の を宣言通り実行した際に想定される世界全体の排出量と、地球温暖化を ℃、

℃、 ℃に抑えるための最もコストのかからないシナリオでの世界全体の排出量の差と定義される

が、このギャップは現時点で非常に大きく、現在の各国の は大きく不足している。追加的な行動が

なければ、現行の政策では今世紀中に２．８℃の地球温暖化が想定されている。また、世界全体の排出

量の７９％をカバーする の参加国がネットゼロエミッションを達成させるという目標を採択している

が、その誓約の信頼度と実現可能性は非常に不確実である。

世界が直面する課題は、計り知れないものであり、広範囲にわたる、大規模、急激かつ構造的な変革

がパリ協定目標を達成するために不可欠となっている。食料分野は世界の排出量の 分の を占めて

おり、大規模な削減がなされなければならない。また、金融システムを再度整合させることについても、

現在必要とされる社会変革を実現させるうえで極めて重要である。

（ ） 排出量の状況と排出ギャップ

以降に提出された各国の新規および更新された は、 時点の緩和策の誓約に

基づく排出量予測と比較しても、２０３０年の世界の温室効果ガス排出量をわずか しか削

減しない。この世界的に極めて不十分な でさえ、各国は達成の目途が立っていない状況である。



地球温暖化を 1.5℃に抑制するための道筋に乗せるためには、世界の 排出量を、現在実施され

ている政策の下での排出量予測に比べて、わずか 年間で ％削減しなければならず、限られた大気

中のカーボンバジェットを使い切らないためには 年以降も急速に削減し続けなければならない。

これらが示すように、漸進的な変化はもはや選択肢ではなく、地球温暖化を 2℃以下、可能であれば

1.5℃以下に抑えるための格好の機会を逃さないためには、経済全体にわたる広範な変革が必要であ

り、あらゆるわずかな変化が重要である。

年に世界の 排出量は記録を更新する可能性がある。現時点では の推計が

年までしか利用できないため、 年の世界全体の 排出量の分析には限界があるが、

を除いた 年の世界の 排出量は暫定的に と推定され、 年

比微増である。これは 年の世界全体の 排出量の合計が 年の記録と同等かそれを

さらに上回ることを示唆しており、コロナウイルス感染症によるパンデミックに対する世界的な対応によ

って実現した前例のない排出量の減少が一時的であったというこれまでの調査結果を確かなものとす

る形となった。一方、世界の 排出量はここ 年間増え続けているが、その増加率は過去 年

間と比較して鈍化している。 年から 年は年間平均 であったのに対し、 年から

年にかけての増加率は年間平均 だった。世界の排出量の約 ％を占める カ国は、

やその他の 排出量のピークを迎えたが、他の場所での世界的な排出量の増加がその削減

量を上回っている状況である。

年の排出量ギャップは、 を完全に実施した場合に予測される世界総 排出量と、地

球温暖化をそれぞれ 2℃、1.8℃、1.5℃に抑える最小コスト・シナリオのもとでの世界総 排出量

の差として定義されるが、 年に向けて無条件・条件付き で示された各国の現在のコミットメ

ントを完全に実施したと仮定した場合、現行政策と比較して、世界の排出量はそれぞれ ％、 ％削減

されると推定される。しかし、地球温暖化を 2.0℃以下、1.5℃以下に抑えるための軌道に乗せるために

は、現行政策の予測と比較して、世界の 排出量をそれぞれ ％、 ％削減する必要がある。無

条件 の完全実施により、1.5℃シナリオとのギャップは になると推定され、この推計値

は、 年版の本報告書よりも ほど小さくなっており、条件付き も完全に実施され

た場合、1.5℃の排出量ギャップは に縮小される。しかし、この差は方法論の変更と1.5℃シ

ナリオの更新によるものがほとんどである。無条件 シナリオと2℃以下シナリオの間にある排出量

ギャップは約 あり、昨年より約 大きくなっている。この増加の主な理由は、今年

の報告では、調整によって過去の排出量の不一致が修正されたためである。条件付き も完全に

実施された場合、2℃以下シナリオの排出量ギャップは に縮小される。

（ ） 国・地域・世帯間における排出量の不平等

上位 つの排出国（中国、 、インド、インドネシア、ブラジル、ロシア、アメリカ）と国際運輸は

年の世界の 排出量の ％を占め、 諸国を合わせると、 に相当する。また、一人当たり

の排出量は、国によって大きく異なっている。 年の一人当たりの 排出量（ を含

む）の世界平均は である。アメリカはこれを大幅に上回る であり、ロシア連邦の

、中国の 、ブラジルとインドネシアの約 、欧州連合の がこれに

続く。インドは と、世界平均を大きく下回っている他、後発開発途上国は平均して一人当たり

年間 を排出している。消費に基づく排出量も国家間および国内で非常に不平等である。世
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ナリオの更新によるものがほとんどである。無条件 シナリオと2℃以下シナリオの間にある排出量

ギャップは約 あり、昨年より約 大きくなっている。この増加の主な理由は、今年

の報告では、調整によって過去の排出量の不一致が修正されたためである。条件付き も完全に

実施された場合、2℃以下シナリオの排出量ギャップは に縮小される。

（ ） 国・地域・世帯間における排出量の不平等

上位 つの排出国（中国、 、インド、インドネシア、ブラジル、ロシア、アメリカ）と国際運輸は

年の世界の 排出量の ％を占め、 諸国を合わせると、 に相当する。また、一人当たり

の排出量は、国によって大きく異なっている。 年の一人当たりの 排出量（ を含

む）の世界平均は である。アメリカはこれを大幅に上回る であり、ロシア連邦の

、中国の 、ブラジルとインドネシアの約 、欧州連合の がこれに

続く。インドは と、世界平均を大きく下回っている他、後発開発途上国は平均して一人当たり

年間 を排出している。消費に基づく排出量も国家間および国内で非常に不平等である。世

帯消費と公共・民間投資の両方に関連する排出量を世帯に割り当て、世帯を 排出量（

を除く）で順位付けすると、下位 は一人当たり平均 を排出し世界全体の を占める

のに対し、上位 は一人当たり平均 を排出し全体の ％に相当する。高排出世帯はすべ

ての経済大国に存在し、国内および国家間で大きな不平等が存在している。

（ ） 各国の 年温室効果ガス排出削減目標（ ）の状況

パリ協定で定められた 年間の野心引き上げサイクルの一環として、各国は に向けて新規

または更新された を提出するよう要請され、 年の で採択されたグラスゴー気候合

意では、パリ協定の気温目標に整合するよう、 年の緩和目標を再検討し、強化することがさらに

要請された。 年 月 日から 年 月 日の間に、世界の 排出量の約 ％を占

める の国が新規または更新された を提出し、 時点の カ国を上回った。新規ま

たは更新された無条件の が完全に実施された場合の推定では、当初の と比較して

年までに の年間追加削減効果をもたらすと予測される。しかし、 以降の追加削減

効果は約 であり、主にオーストラリア、ブラジル、インドネシア、韓国からの新規または更新

された によるものである。

年以降、強化された 目標を提出した 諸国のほとんどは、新しい目標を達成するた

めの政策や行動の実施を開始したばかりであり、現在、 目標を達成すると予測されているのは、

当初の を更新していないか、更新した で目標レベルを強化しなかったか、中程度にしか強

化していない国である。その他の 加盟国は、 を達成するために追加的な政策が必要となっ

ている状況である。 加盟国全体では、新規または更新された の達成に向けた軌道には乗っ

ていない。独立研究におけるシナリオ予測に基づき、現行政策で予測される排出量と、 を完全に

実施した場合の排出量の差として実施ギャップが存在するが、この実施ギャップは、 加盟国におい

て 年までに年間 となる。ロシア連邦とトルコについては、 の予測排出量は一

貫して現行政策の予測値を大幅に上回っており、それによって実施ギャップは合理的に想定されるもの

よりも小規模なものとなっている。この カ国の の予測値を現行政策シナリオの予測値に置き換

えた場合、 加盟国は 年までに合計で年間 分の が未達になる。

（ ） 今後の想定及び各国の公約の信頼性

現在の無条件 の気候変動緩和努力を継続すれば、今世紀中の温暖化を ％の確率で約

2.6℃に抑えられると予測されるが、 排出量がまだネットゼロ水準に達していないと予測されるた

め、 年以降も温暖化が進むと想定される。条件付き に向けた努力を継続することで、これ

らの予測は約 0.2℃低くなり、 の確率で 2.4℃となる。しかし、現行政策は、無条件の を満

たすのにさえ不十分であるため、現行政策を継続すると、 ％の確率で約 0.2℃高い 2.8℃という予

測になる。不確実性の高いネットゼロの公約を完全に実施すると仮定した場合のみ、地球温暖化レベル

はパリ協定の気温目標に近づき、無条件の に加えてネットゼロ目標を達成すると、 の確率で

地球温暖化を 1.8℃に抑えることができる。また、条件付き と公約が達成され、その後にネットゼ

ロ目標が続くと仮定した場合も、 の確率で地球温暖化を 1.8℃に抑えられると予測される。しかし、

ほとんどの場合、現行政策及び において、各国の 年からのネットゼロ目標達成に向けた信



頼できる道筋は描かれていないのが現状である。

世界の 排出量の約 をカバーする の国が、法律や 、長期戦略などの政策文書、

政府高官による発表のいずれかで、ネットゼロ目標を採択しており、これは の カ国から増

加した。世界の 排出量の を占めるその他の カ国は、長期戦略の一環として別の（非ネット

ゼロの） 緩和目標を掲げている。 加盟国に焦点を当てると、 の国がネットゼロ排出の達成

を約束しており、 での から増加している。これらの目標は、法的位置づけ、期間、公平・公正

への明確な配慮、対象となる排出源、セクター、ガス、国際的なオフセットの利用、目標達成に関する計

画、レビュー、報告のあり方など、多くの重要な点において異なっている。短期的な政策実施、中・長期的

な目標の間の不一致が確認されている他、現在のエビデンスによると、国が決定したネットゼロ目標は

必ずしも達成されるとは限らないと予測されている。

（ ） 主要セクター・食料システム・金融システムにおける変革の重要性

電力供給、産業、輸送、建築の各セクターで、温室効果ガスの排出ゼロに向けた変革が進んでいるが、

地球温暖化を 2℃より低く、可能なら 1.5℃以下に抑えるために必要な速度と規模でこれらを実現する

には、行動を拡大し、かつ加速することが必要である。上記 つのセクターのうち、電力供給は、再生可

能エネルギーのコストが劇的に低下していることから、最も進んでいると言える。 つのセクターの具体

的な状況に合わせて変革を開始し、推進するための重要な行動として、３つの幅広いポートフォリオを実

施する必要がある。①化石燃料集約型の新しいインフラへのロックインを回避すること、②ゼロカーボン

技術、市場構造、公正な変革のための計画をさらに推進することにより、移行を可能にすること、③ゼロ

エミッション技術を適用し、ゼロエミッション達成に向けた削減を維持し深化させるための行動変革を推

進すること、である。

食料システムは、気候変動だけでなく、土地利用の変化や生物多様性の損失、淡水資源の枯渇、水

生および陸上生態系の汚染などにも大きく関わっている。現在、世界の 排出量の約 分の が

食料システムによるものである。最大の要因は、肥料などの投入物の生産を含む農業生産（ ％）、次

に土地利用の変化（ ％）、そしてサプライチェーン活動（ ％）である。サプライチェーン活動には、小

売、輸送、消費、燃料生産、廃棄物管理、工業プロセス、包装が含まれる。パリ協定の気温目標に沿った

軌道に乗るためには、食料システムを複数の領域で急速に変革する必要がある。必要な変革には、食生

活のシフト、自然生態系の保護、食料生産の改善、食料バリューチェーンの脱炭素化などが含まれる。

食料システムの変革は、気候変動や環境劣化に対処するために重要なだけでなく、人々の健康的な食

生活と食料安全保障を確保するためにも不可欠である。変革を推進し、障壁を克服するためには、すべ

ての主要な行動グループによる行動が必要である。

金融システムの再調整も必要な変革を実現するために極めて重要である。化石燃料や持続不可能な

土地利用に大きく依存した経済からの低炭素経済への世界的な転換には、少なくとも年間 ～ 兆米ド

ルの投資が必要と見積もられている。これは、運用される金融資産全体に占める割合は比較的小さい

（ ～ ％）が、毎年追加で割り当てられる資産としては大きい（ ～ ％）。 は、世界的に緩

和への投資を ～ 倍増加させる必要があり、途上国ではさらに増加させる必要があると分析している。

このような世界的な変革を可能にするためには、金融システムの変革が必要である。金融システムの変

革に関しては、文脈に合わせた、入れ子式の協調的なアプローチが必要であり、主要な国のグループに

おいて、国内および国家間の公平性と「公正な移行」を確保しながら実施されなければならない。このよ
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うな協調的かつ協力的な行動の成功は、最終的には、重大なリスクを回避するための国民の支持と圧

力、そして金融システムの主要行動主体が自らの役割を進んで引き受けるかどうかにかかっている。

 国際エネルギー機関（ ） 「 」

⚫ 国際エネルギー機関（ ）「 」（ 年 月）

＜エグゼクティブサマリー＞

ロシアのウクライナ侵攻による前例のない規模と複雑性によるショックで、現在世界は過去経験のな

いエネルギー危機の最中にある。ウクライナ情勢によるエネルギーマーケットへのプレッシャーはパンデ

ミックからの回復を後戻りさせる形となり、欧州諸国による、世界最大のエネルギー輸出国であるロシア

への制裁措置は、世界的なエネルギー貿易を深刻化させている。全ての燃料、特にガス市場は甚大な

影響を受けている他、消費者は高騰したエネルギー価格に晒されている。

この状況下、政策立案者や本報告書における重要な問いは、この危機がクリーンエネルギーへの移行

の後退につながってしまうのか、それともより早期の行動への触媒となるのかである。多くの政府は原

油・ガス供給の増加・多様化を図っており、構造的な変革を加速させている。政策的対応はクリーンエネ

ルギー経済の誕生を早期化させ、主要エネルギー市場における新しい政策は、２０３０年時点でのクリー

ンエネルギーへの投資を年間２兆ドル以上に押し上げる効果を持つ。クリーンエネルギーは成長や雇用、

国際的経済競争の主要舞台になると期待される。また、今日のより強力な政策設定は、化石燃料のピー

クアウトを射程範囲に入れさせることができる。現行政策に基づいたシナリオでは、石炭の使用は今後

数年間のうちに減少に転じ、天然ガスの需要は１０年後に頭打ちとなる他、右肩上がりの電気自動車の

売り上げは、石油需要が２０３０年代半ばに横ばいになることを意味する。全ての気候関連の誓約を達成

することは世界をより安全な場所へ導く一方で、今日の野心と１．５℃目標には依然大きな隔たりが存在

する。

クリーンエネルギーに導かれ、いくつかの業界はより早期の変革への準備が整えられている。世界は、

より安定した持続可能で低価格なエネルギー構造を実現するのに非常に重要な１０年間にいる。バッテ

リーや太陽光パネルを含むカギとなる技術の供給網は、世界的な高い野心を可能とする速度で拡大し

ている。効率的かつクリーンな燃料は競争力を手に入れており、昨今の高騰したエネルギー価格は、より

高度なエネルギー効率の利点を強調し、各国におけるエネルギー使用を減少させる行動的かつ技術的

変革を駆り立てている。また、燃料価格やエネルギー安定供給に対しての懸念は、より強力なエネルギ

ー政策支援の後押しによって、多くの低排出燃料の将来性を高める。

しかし、早期のカーボンニュートラル社会への移行を叶えることは究極的には投資にかかっている。エ

ネルギー投資の劇的な上昇は、将来のエネルギー価格の高騰や不安定性のリスクを減少させるため、そ

して 年のネットゼロエミッションを達成するためには不可欠である。クリーンエネルギー投資の不

足は、新興国・発展途上国において最も顕著であり、これらの国の今後のエネルギー需要の急成長予測

を勘案すれば、由々しき問題である。仮にクリーンエネルギーへの投資が加速しなかった場合、将来の

燃料価格の不安定性を避けるために石油やガスへの更なる投資が必要となり、これは１．５℃目標を危

機に晒すこととなる。これらの課題を勘案し、回復力のある供給網に基づいた低コストかつ安全な移行



の実現が急務である。排出量を減らしつつ、信頼性及び低コストを維持できる新しいエネルギー安定供

給パラダイムが必要となっている。昨今のエネルギー危機はよりクリーンかつ安定的なエネルギー構造

に向けた歴史的な転換点になるであろうことが約束されており、ロシアのウクライナ侵攻の結果として、

エネルギー市場とエネルギー政策は、一時的でなく今後数十年間に向けて変革している。

（ ） 導入

本報告書（ （ ））を発表した国際エネルギー機関（ ）は、

第 次石油危機後の 年に、キッシンジャー米国務長官（当時）の提唱を受けて、経済協力機構

（ ）の枠内における自律的な機関として設立された国際組織である。本報告書は、 を代表す

る刊行物であり、エネルギーの需給や技術開発に関する見通しなどを示した報告書として、世界的に権

威のあるものとなっており、２０２２年１０月２７日に発表された。 は報告書内で以下の つのシナリ

オに基づいた分析をおこなっている。①公表政策シナリオ（ ） 政府が何を達成するかではなく、

設定した目標や目的を達成するために実際に何をしているかを観察し、これがエネルギー部門をどこに

導くのかを評価するもの。②発表誓約シナリオ（ ） 現在発表されているすべてのエネルギーおよび

気候に関するコミットメントが、完全かつ時間どおりに実施された場合、エネルギー部門がどこに向かう

のかを検証するもの。③ 年までのネットゼロエミッションシナリオ（ ） 世界の平均気温を

1.5 ℃に安定させ、主要なエネルギー関連の持続可能な開発目標（ ）を達成する方法を示すもの。

今般の報告書では、すべてのシナリオで初めて各化石燃料の世界需要は、ピークまたは横ばいを示し、

特にロシアの輸出は、世界のエネルギー秩序が再形成されるにつれ、大幅に減少すると指摘している。

（ ） エネルギーの見通し

ロシアのウクライナ侵攻によって引き起こされた世界的なエネルギー危機は、経済全体に広範な影響

を及ぼし、各国政府に対し短期的な対応だけでなく、将来の混乱のリスクを軽減しエネルギー安全保障

を促進する手段に関する議論をより深める契機となった。エネルギー価格の高騰は、消費者から生産者

への巨額の富の移転をもたらし、石油は 年の水準に戻ったものの、天然ガスは全く前例がない状

況である。燃料価格の高騰は、世界の平均発電コストの上昇の９割を占め、天然ガスだけでも半分以上

を占める。再生可能エネルギーと のコストはわずかな役割しか果たしておらず、これはまさに危機

であり、エネルギー転換がもはや問題ではなく、解決策であることを強調している。

また、経済的圧力によって、近代的エネルギーにアクセスできない人々が 年ぶりに増加している。

最近電気を利用できるようになった約 万の人々は、電気代を払えなくなる可能性があり、 億人

が従来のバイオマスを使った調理に戻る可能性がある。このエネルギー危機がどのように発展し、いつ

まで化石燃料の価格が高止まりするのかについては多くの不確実性が残り、またさらなるエネルギーの

混乱と地政学的な分裂のリスクは依然高い。本報告書におけるすべてのシナリオにおいて、価格圧力と

世界経済の短期的な見通しの暗さは、昨年の見通しよりもさらにエネルギー需要の減少に影響している。

このエネルギー危機は、消費者が高価格のガスに替わるものを求めて争うため、石油と石炭の需要を短

期的に押し上げるが、この危機から得られる持続的な恩恵は、低排出源、主に再生可能エネルギー、場

合によっては原子力にもたらされ、また効率化や電気自動車などの電化の進展も早まると見込まれる。

公表政策シナリオ では、 年までの世界のエネルギー需要の伸びを年 ％程度とし、



の実現が急務である。排出量を減らしつつ、信頼性及び低コストを維持できる新しいエネルギー安定供

給パラダイムが必要となっている。昨今のエネルギー危機はよりクリーンかつ安定的なエネルギー構造

に向けた歴史的な転換点になるであろうことが約束されており、ロシアのウクライナ侵攻の結果として、

エネルギー市場とエネルギー政策は、一時的でなく今後数十年間に向けて変革している。

（ ） 導入

本報告書（ （ ））を発表した国際エネルギー機関（ ）は、

第 次石油危機後の 年に、キッシンジャー米国務長官（当時）の提唱を受けて、経済協力機構

（ ）の枠内における自律的な機関として設立された国際組織である。本報告書は、 を代表す

る刊行物であり、エネルギーの需給や技術開発に関する見通しなどを示した報告書として、世界的に権

威のあるものとなっており、２０２２年１０月２７日に発表された。 は報告書内で以下の つのシナリ

オに基づいた分析をおこなっている。①公表政策シナリオ（ ） 政府が何を達成するかではなく、

設定した目標や目的を達成するために実際に何をしているかを観察し、これがエネルギー部門をどこに

導くのかを評価するもの。②発表誓約シナリオ（ ） 現在発表されているすべてのエネルギーおよび

気候に関するコミットメントが、完全かつ時間どおりに実施された場合、エネルギー部門がどこに向かう

のかを検証するもの。③ 年までのネットゼロエミッションシナリオ（ ） 世界の平均気温を

1.5 ℃に安定させ、主要なエネルギー関連の持続可能な開発目標（ ）を達成する方法を示すもの。

今般の報告書では、すべてのシナリオで初めて各化石燃料の世界需要は、ピークまたは横ばいを示し、

特にロシアの輸出は、世界のエネルギー秩序が再形成されるにつれ、大幅に減少すると指摘している。

（ ） エネルギーの見通し

ロシアのウクライナ侵攻によって引き起こされた世界的なエネルギー危機は、経済全体に広範な影響

を及ぼし、各国政府に対し短期的な対応だけでなく、将来の混乱のリスクを軽減しエネルギー安全保障

を促進する手段に関する議論をより深める契機となった。エネルギー価格の高騰は、消費者から生産者

への巨額の富の移転をもたらし、石油は 年の水準に戻ったものの、天然ガスは全く前例がない状

況である。燃料価格の高騰は、世界の平均発電コストの上昇の９割を占め、天然ガスだけでも半分以上

を占める。再生可能エネルギーと のコストはわずかな役割しか果たしておらず、これはまさに危機

であり、エネルギー転換がもはや問題ではなく、解決策であることを強調している。

また、経済的圧力によって、近代的エネルギーにアクセスできない人々が 年ぶりに増加している。

最近電気を利用できるようになった約 万の人々は、電気代を払えなくなる可能性があり、 億人

が従来のバイオマスを使った調理に戻る可能性がある。このエネルギー危機がどのように発展し、いつ

まで化石燃料の価格が高止まりするのかについては多くの不確実性が残り、またさらなるエネルギーの

混乱と地政学的な分裂のリスクは依然高い。本報告書におけるすべてのシナリオにおいて、価格圧力と

世界経済の短期的な見通しの暗さは、昨年の見通しよりもさらにエネルギー需要の減少に影響している。

このエネルギー危機は、消費者が高価格のガスに替わるものを求めて争うため、石油と石炭の需要を短

期的に押し上げるが、この危機から得られる持続的な恩恵は、低排出源、主に再生可能エネルギー、場

合によっては原子力にもたらされ、また効率化や電気自動車などの電化の進展も早まると見込まれる。

公表政策シナリオ では、 年までの世界のエネルギー需要の伸びを年 ％程度とし、

それをほぼ全面的に再生可能エネルギーが賄うと推定している。インドなどの新興国や開発途上国では、

より広範な燃料と技術で増加が見られる一方、先進国では、 年まで成長を続ける唯一のエネルギ

ー源は低排出エネルギー源である。成熟したクリーンエネルギー技術のコスト優位性と低排出水素など

の新技術の見通しは、米国のインフレ抑制法、欧州のクリーンエネルギーへの推進力の高まり、その他の

新しい主要政策によって後押しされる。その結果、新興の世界的なクリーンエネルギー経済が加速され

る。石炭需要は今後数年でピークに達し、天然ガス需要は 年後までに頭打ちになる。そして石油需

要は 年代半ばにピークを迎え、その後わずかに減少する。世界のエネルギーミックスにおける化

石燃料の割合は、現在の割合から 年までに ％未満に低下し、今世紀半ばまでに ％強まで

低下する。発表誓約シナリオ（ ）では、気候誓約を完全に達成するために、 年までにすべての

化石燃料の需要が減少する。ロシアは、最大の輸出先である欧州を失うことで、国際的なエネルギー問

題において役割が大幅に減少する見通しに直面しており、 年に ％であった国際取引されるガ

スのシェアは、 では 年までに ％、 では ％に低下する。

エネルギー関連の 排出量は 年に にリバウンドし、過去最大の年間排出量の増

加となった。 では、 付近で横ばいとなり、その後ゆっくりと減少し、 年には と

なる。これは、 年までに世界の平均気温が 2.5℃上昇する軌道である。 では、排出量は

年代半ばにピークを迎え、 年には まで減少し、その結果、 年の世界の気温上

昇の中央値は 1.7 ℃になると予測される。 年までのネットゼロエミッション シナリオでは、

排出量は 年に 、 年にゼロになり、 年の気温上昇を 1.5℃未満に抑制

することと矛盾しない軌道を描く。各シナリオに共通するポイントは、世界の最終エネルギー消費に占め

る電力の割合が高まっていることである。これは現在の ％から各シナリオで増加し、 シナリオで

は今世紀半ばまでに ％以上に達する。しかし、近年、世界はエネルギーに十分な投資を行っておらず、

エネルギーシステムは 年に見られたようなショックに対して遥かに脆弱になっている。スムーズで

確実なエネルギー転換には、クリーンエネルギーへの投資を大幅に増やす必要があり、 シナリオを

軌道に乗せるには、 年までにクリーンエネルギーとインフラへの支出を 倍に増やすとともに、新

興市場国と開発途上国への投資を大幅に増やす必要がある。

（ ） エネルギー需要見通し

悲観的な経済見通しにより、今回の報告書では昨年版よりもエネルギー需要の伸びを低く予測して

いる。エネルギー価格の高騰、エネルギー安全保障への懸念の高まり、気候関連政策の強化により、天

然ガスはこの 年間の急速な成長に終焉を迎えつつある。天然ガスの年間需要の伸びは、 年か

ら 年までの ％から、公表政策シナリオ（ ）においては、現在から 年まで ％

に減速する。石炭に関しては、天然ガス価格の上昇に伴い、一部の地域において電力や産業部門から

の需要が一時的に急増するが、排出量削減の取り組みにより早期に石炭は再び減少に転じ、需要は

年間で現在より ％減少すると予想される。再生可能エネルギー、特に太陽光と風力発電は、この 年

間であらゆるエネルギー源の中で最大の伸びを示し、再生可能エネルギーの世界の発電量に占めるシ

ェアは、現在の ％から 年には ％を占める。石油需要に関しては 年まで年率

で増加するが、電気自動車や効率化により間もなく日量約 億 万バレルのピークを迎える。

先進国におけるこの 年間のクリーンエネルギー開発の加速の傾向は、新たな政策パッケージや政

府の計画・目標、特にインフレ抑制法（米国）、 グリーントランスフォーメーション（日本）などによって



方向性が定められつつある。全ての国のエネルギーと排出量目標が達成されるわけではないが、先進

国では で初めて、 年までにすべての化石燃料の需要が減少する。新興国と開発途上国

では、化石燃料の需要は、特にアジアの天然ガスに対して、昨年版の よりも緩やかに増加する。

化石燃料需要の伸びの鈍化は中国が主導しており、経済成長の鈍化と政策努力により、この 年間で

排出量のピークを迎えると見込まれる。

発表誓約シナリオ（ ）では、 以降のインドとインドネシアによる発表を含め、各国のネ

ットゼロエミッション誓約の達成を前提として、 年までに よりもさらに化石燃料の使用量

が減少する。すべての部門で と比較して電化とエネルギー効率の進展が加速し、輸送・建築部

門では と電気暖房の加速が顕著となる。また、再生可能エネルギーは電力部門で急速に増加し、

年までに発電量の ％近くを占める。 のエネルギー関連の排出量は、今後 年間増加

し続けるが、 年代半ばに減少に転じ、 年の排出量は まで減少、現在のレベルをわ

ずかに下回ると推定される。 では、この 年間で排出量を大幅に削減することを目標に、各国政

府が早期に野心的な行動をとり、 年までに までさらに削減すると想定する。

では、民間部門が重要な役割を果たしており、鉄鋼、セメント、航空、海運の部門全体のイニシアチブを

含め、約 社がネットゼロエミッションの達成を誓約している。但し、 の行動でさえ、 年ま

でのネットゼロエミッション シナリオで必要とされる対策には大きく及ばない状況である。

開発途上国では、高価格とインフレにより、近代的なエネルギーへの普遍的なアクセスに向けた進展

が遅れている。電気のない人々の数は、 年に数十年ぶりに増加する可能性がある。サハラ以南の

アフリカでの後退は、 年以降になされたほぼすべての進展を消し去る恐れがある。また、液化石油

ガス の価格高騰により、調理に を使用していた約 億人の人々が、従来の燃料に戻る可

能性がある。 はさらなる進展を予測しているが、関連する国レベルのアクセス目標をすべて達成し

ても、 年までに電気とクリーン調理の両方でユニバーサルアクセスを実現するための道程の半分

しか達成できないと見込む。

今日、約 億人が冷房を必要とする地域で生活しているが、先進国を中心にエアコンを設置してい

る世帯は 分の 程度にとどまっている。 年には地球温暖化と人口増加により、冷房を必要とす

る人々の数は 億人に膨らみ、エアコン台数が現在の 億台から 年までに 億台に増加

する。その需要の増加の ％は新興国と開発途上国が占める。 では、エアコンの効率改善と建物

でのパッシブ冷房化により、需要の伸びが ％以上削減される。石油需要のピークは、主に の普

及が進んだ結果、 の 年代半ばから の 年代半ばに早まる。 では、

は 年までに世界の自動車販売の ％以上を占め、中国、 、米国では販売の ％以上を占

める。その結果、 年の電気自動車市場は 年の 倍になる。これは、 か国で内燃機関車

を段階的に廃止する目標と、主要メーカーが 生産に軸足を移す計画であることを反映している。

（ ） 電力の見通し

世界の電力需要は、 年までに公表政策シナリオ では 増加、発表誓約

シナリオ では 以上増加し、これは米国と の現在の需要水準を足したものに相

当する。先進国では、輸送が電力需要の増加に最も大きく貢献し、電気自動車の市場シェアは 年

の約 ％から、 年までに で ％、 で約 ％に上昇する。新興国と開発途上国で

は、人口増加と冷房需要の増加が電力需要の増加に寄与する。中国では、エアコンの保有台数が



方向性が定められつつある。全ての国のエネルギーと排出量目標が達成されるわけではないが、先進

国では で初めて、 年までにすべての化石燃料の需要が減少する。新興国と開発途上国

では、化石燃料の需要は、特にアジアの天然ガスに対して、昨年版の よりも緩やかに増加する。

化石燃料需要の伸びの鈍化は中国が主導しており、経済成長の鈍化と政策努力により、この 年間で

排出量のピークを迎えると見込まれる。

発表誓約シナリオ（ ）では、 以降のインドとインドネシアによる発表を含め、各国のネ

ットゼロエミッション誓約の達成を前提として、 年までに よりもさらに化石燃料の使用量

が減少する。すべての部門で と比較して電化とエネルギー効率の進展が加速し、輸送・建築部

門では と電気暖房の加速が顕著となる。また、再生可能エネルギーは電力部門で急速に増加し、

年までに発電量の ％近くを占める。 のエネルギー関連の排出量は、今後 年間増加

し続けるが、 年代半ばに減少に転じ、 年の排出量は まで減少、現在のレベルをわ

ずかに下回ると推定される。 では、この 年間で排出量を大幅に削減することを目標に、各国政

府が早期に野心的な行動をとり、 年までに までさらに削減すると想定する。

では、民間部門が重要な役割を果たしており、鉄鋼、セメント、航空、海運の部門全体のイニシアチブを

含め、約 社がネットゼロエミッションの達成を誓約している。但し、 の行動でさえ、 年ま

でのネットゼロエミッション シナリオで必要とされる対策には大きく及ばない状況である。

開発途上国では、高価格とインフレにより、近代的なエネルギーへの普遍的なアクセスに向けた進展

が遅れている。電気のない人々の数は、 年に数十年ぶりに増加する可能性がある。サハラ以南の

アフリカでの後退は、 年以降になされたほぼすべての進展を消し去る恐れがある。また、液化石油

ガス の価格高騰により、調理に を使用していた約 億人の人々が、従来の燃料に戻る可

能性がある。 はさらなる進展を予測しているが、関連する国レベルのアクセス目標をすべて達成し

ても、 年までに電気とクリーン調理の両方でユニバーサルアクセスを実現するための道程の半分

しか達成できないと見込む。

今日、約 億人が冷房を必要とする地域で生活しているが、先進国を中心にエアコンを設置してい

る世帯は 分の 程度にとどまっている。 年には地球温暖化と人口増加により、冷房を必要とす

る人々の数は 億人に膨らみ、エアコン台数が現在の 億台から 年までに 億台に増加

する。その需要の増加の ％は新興国と開発途上国が占める。 では、エアコンの効率改善と建物

でのパッシブ冷房化により、需要の伸びが ％以上削減される。石油需要のピークは、主に の普

及が進んだ結果、 の 年代半ばから の 年代半ばに早まる。 では、

は 年までに世界の自動車販売の ％以上を占め、中国、 、米国では販売の ％以上を占

める。その結果、 年の電気自動車市場は 年の 倍になる。これは、 か国で内燃機関車

を段階的に廃止する目標と、主要メーカーが 生産に軸足を移す計画であることを反映している。

（ ） 電力の見通し

世界の電力需要は、 年までに公表政策シナリオ では 増加、発表誓約

シナリオ では 以上増加し、これは米国と の現在の需要水準を足したものに相

当する。先進国では、輸送が電力需要の増加に最も大きく貢献し、電気自動車の市場シェアは 年

の約 ％から、 年までに で ％、 で約 ％に上昇する。新興国と開発途上国で

は、人口増加と冷房需要の増加が電力需要の増加に寄与する。中国では、エアコンの保有台数が

年までに と で、現在の水準から約 ％拡大する。電力は、全ての経済圏におい

て最終エネルギー消費量全体に占める割合が増加する。世界の 年の電力需要は、現在よりも

で ％、 で ％、 で ％、それぞれ上昇する。近年、電力部門での石炭の利

用は、旺盛な需要と天然ガス価格の高騰、エネルギー安全保障上の懸念に伴い多くの国で増加してい

るが、これは一時的なものと予想される。 でも、太陽光・風力を中心とした再生可能エネルギー

の成長を反映して、排出削減対策なしの石炭の発電量の割合は 年の ％から 年には

％、 年には ％に減少する。 では、 か国と のネットゼロエミッション目標などの

誓約が計画通り完全に達成されることにより、クリーンエネルギーへの移行が加速する。発電における再

生可能エネルギーは、 年の ％から 年までに約 ％、 年までに ％に増加す

る。削減対策なしの石炭は、 年にはわずか ％に低下する。太陽光発電の設備容量の追加は、

年の から 年には 、 年にはほぼ に拡大し、風力発電の

設備容量は 年に に倍増し、 年には に増加する。
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 まとめ

の文献レビュー結果について、 ℃目標の動向や産業部門別（運輸分野、航空分野）の動向と

いった観点からとりまとめた。



（ ） ℃℃目標の動向

では、全体決定「シャルム・エル・シェイク実施計画」において、 年までにパリ協定の

1.5℃目標に整合的な を設定していない締約国に対して、目標の再検討・強化を求めること、「緩

和作業計画」では、1.5℃目標達成の重要性、計画期間を 年までとして毎年議題として取り上げ

進捗を確認すること等が盛り込まれた。しかし、1.5℃目標達成のための緩和策強化については、基本

的には前年の「グラスゴー気候合意」を踏襲・再確認する形にとどまった。中間地点の排出目標について

は、 年までに 排出を２０１９年比 ％削減する努力に野心的に取り組むことが明示された。

第６次評価報告書では、世界平均気温は、すべての排出シナリオの下で、少なくとも今世紀半

ばまで上昇し続け、向こう数十年の間に 及び他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、

世紀中に 1.5℃及び 2℃の地球温暖化を超えるとの評価結果を示している。また、排出削減の結果

（想定シナリオ）によっては、過去 万年以上前例のない世界平均気温の領域に到達する可能性も

指摘されている。

により発表された「 」では、約束された排出量削減目標と、パ

リ協定目標を達成するために必要とされる排出量削減目標のギャップを詳細に記しており、各国に対し

て、 年 の見直し及び増強が要求されているにも関わらず、 以来の進展は非常に

不足していると分析している。また、地球温暖化を 2.0℃以下、1.5℃以下に抑えるための軌道に乗せる

ためには、現行政策の予測と比較して、世界の 排出量をそれぞれ ％、 ％削減する必要が

ある。反対に、現在の無条件 の気候変動緩和努力を継続すれば、今世紀中の温暖化を約 2.6℃

に抑えられると予測され、条件付き に向けた努力継続の場合は、これらの予測は約 0.2℃低くな

り、約2.4℃となるとした。しかし、現行政策は、無条件の を満たすのにさえ不十分であるため、現

行政策を継続すると、約0.2℃高い2.8℃の気温上昇に陥るという予測結果を示している。希望的観測

としては、ネットゼロの公約を完全に実施すると仮定した場合のみパリ協定の気温目標に近づき、無条

件の に加えてネットゼロ目標を達成すると地球温暖化を 1.8℃に抑えられると分析している。

による「 」では、エネルギーの需給や技術開発に関する見通し

などを主に示し、ロシアのウクライナ侵攻により現在世界は過去経験のないエネルギー危機の最中にあ

るが、この危機はよりクリーンかつ安定的なエネルギー構造に向けた歴史的な転換点になると述べてい

る。その中で、石炭の使用は今後数年間のうちに減少に転じ、天然ガスの需要は１０年後に頭打ち、石油

需要は２０３０年代半ばに横ばいになるとの見通しを示す一方で、今日の野心と１．５℃目標には依然大

きな隔たりが存在すると指摘している。

（ ） 産業部門別の動向

第６次評価報告書の第３作業部会にて、産業界・経済界における緩和について触れており、全

ての部門において排出量を直ちにかつ大幅に削減しない限り、工業化前比の気温上昇を 1.5°C に抑え

ることは不可能であるとする一方で、気候変動対策の行動・エビデンスは増加しているとした。第 作業

部会報告書の第 章では、運輸部門に焦点を当て、世界全体の 排出量の２３％を占める運輸部

門がドラスティックな変化をすることが、１．５℃目標を達成する為には不可欠であることを明示している。

近年においては、特に航空及び海運分野からの排出量増加が著しい状況であり、航空部門からの排出

量は、過去 年間、年間約 の割合で着実に増加しているが、 年から 年にかけて
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門がドラスティックな変化をすることが、１．５℃目標を達成する為には不可欠であることを明示している。

近年においては、特に航空及び海運分野からの排出量増加が著しい状況であり、航空部門からの排出

量は、過去 年間、年間約 の割合で着実に増加しているが、 年から 年にかけて

は、その割合は年間約 にまで上昇したと示されている。航空分野における 削減ポテンシャル

の高い技術的、政策的、社会的方策として航空機体の性能向上、航行の運用改善、代替バイオ燃料・合

成燃料・液体水素、市場メカニズムを用いた緩和策、高速鉄道へのモーダルシフトが挙げられている。

による報告書「 ２０５０」では、航空分野に焦点を当て、今後の動向について分析して

いる。本報告書では、３つの脱炭素シナリオと６つの指標（①交通、②航空機体技術、③運航、④ 、

⑤ 、⑥経済インセンティブ）を用いて評価しているが、全てのシナリオにおいて航空分野からの

排出量は２０５０年までに２０１９年比９％～９４％減少すると見込まれている。減少要因は、持続可

能な の活用や新しい航空機体と運用効率の改善、多くを液体水素により稼働する の導入

などとしている。本報告書の見解としては、最も野心的なシナリオでは航空分野のカーボンバジェットが

増加しなかったと仮定した場合、気温上昇１．７５℃が達成可能であるが、公共政策によって後押しされ

た大々的な投資が必要不可欠であり、航空機からの の排出は遅くとも２０３０年までにピークアウ

トしなければならないと述べている。また、航空分野は、液体化石燃料に過度に依存した脱炭素化が難

しいセクターとして認識されており、１．５℃目標を達成するためには、航空分野外からのアクション及び

劇的な交通量の減少が求められると結論付けている。



 航空技術・運航技術・ を含む燃料に係る検討

においては、 年までを見据え、需要予測並びに航空技術、運航技術及び燃料

（ 等）の対策による削減効果の定量化が行われた。我が国として導入可能と考えられる対策を整理

するため、 年 月に公開された 報告書（ ）の付録 航空技術

（ ）、付録 運航（ ）、付録 燃料

（ ）を分析した。また、 における 年秋の総会決議の動向や結果に

ついても整理を行った。

《デスクリサーチ》

⚫ 国際民間航空機関（ ）「 報告書」（ 年 月）

◼ 付録 航空技術（ 年 月）

◼ 付録 運航（ 年 月）

◼ 付録 燃料（ 年 月）

⚫ 総会（ 年 月）

 報告書

報告書を概観したうえで、付録 航空技術、付録 運航、付録 燃料のレビューを行

った。

 報告書の概要

（国際航空 排出削減のための長期的意欲目標：

）とは、第 回 総会（ ～ ）にお

いて、 パリ協定の気温目標を支持し、採択された、 年までに国際航空 排出量を

ネットゼロにするという長期的意欲目標のことである。

は、個々の国に対して、排出削減目標という形で特定の義務やコミットメントを課していない。

その代わりに、各国の特殊状況や能力（例えば、発展レベル、航空市場の成熟度、国際航空の持続的成

長等）が、各国のタイムフレーム内で に貢献する能力を示すと認識。各国は、社会的、経済的、環

境的に持続可能な方法で、自国の状況に応じて目標達成に貢献することとされている。

報告書とは、第 回 総会 において の実現可能性を探るよう要

請を受け、 航空機環境保全委員会（ ）が設置した タスクグループ 名以上の

専門家による約 年間の検討成果を取り纏められたものである。 の分析の背景、方法論、結果、

解釈について説明されており、透明性と包括性のために、モデリングアプローチ、方法論、モデル、仮定、

結果に関するより詳細な情報を提供する付録のセットも用意されている。
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（ ） における 排出量推計

では、 つの統合シナリオ（ ）について国際航空 排出量を推計している（図

）。なお、前提となる航空交通量については、低位、中位、高位の ケースが予測されているが、その

うちの中位ケースが適用されている。
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（同 倍）

◼ 年排出量はベースライン（ ）の 減、うち航空技術 、運航技術 、燃

料

◼ 燃料効率は 年まで年率 〜 改善。

⚫ ：残留 排出量は 年約 年比 分の 、 年

（同 分の ）

◼ 年排出量はベースライン（ ）の 減、うち航空技術 、運航技術 、燃

料

◼ 燃料効率は 年まで年率 〜 改善、 年まで年率 〜 改

善

図 統合シナリオ（ ～ ）における国際航空からの 排出量

出所 ） 「 」 （ 年 月 ）

閲覧より作成



（ ） における 排出量推計

では、 つの統合シナリオ（ ）について国際航空 排出量を推計している（図

）。なお、前提となる航空交通量については、低位、中位、高位の ケースが予測されているが、その

うちの中位ケースが適用されている。

⚫ ：残留 排出量は 年約 年比 倍 、 年

同 倍

◼ 年排出量はベースライン（ ）の 減、うち航空技術 、運航技術 、燃

料

◼ 燃料効率は 年まで年率 〜 改善

⚫ ：残留 排出量は 年約 年比 倍 、 年

（同 倍）

◼ 年排出量はベースライン（ ）の 減、うち航空技術 、運航技術 、燃

料

◼ 燃料効率は 年まで年率 〜 改善。

⚫ ：残留 排出量は 年約 年比 分の 、 年

（同 分の ）

◼ 年排出量はベースライン（ ）の 減、うち航空技術 、運航技術 、燃

料

◼ 燃料効率は 年まで年率 〜 改善、 年まで年率 〜 改

善

図 統合シナリオ（ ～ ）における国際航空からの 排出量

出所 ） 「 」 （ 年 月 ）

閲覧より作成

（ ） における つの統合シナリオ（ ～ ）

における つの統合シナリオ（ 、 、 ）の概要は以下の通りである。

⚫ 統合シナリオ は、高い実現可能性と低い意欲

⚫ 統合シナリオ は、中間の実現可能性と中間の意欲

⚫ 統合シナリオ は、低い実現可能性と高い意欲

表 における つの統合シナリオ（ ～ ）

ベースライン シナリオ

統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
（ ）

概要 この凍結シナリオは、
基準年に利用可能な
現行技術を想定（フリ
ート更新は反映）。技
術や運用による追加
的改善はなく、燃料
（ ）による排出量
削減もない。

この低 名目シナリオ
は、現時点（ 年
頃）で見込まれる技術
進展、運用効率改善、
燃料利用可能性の実
現を想定。技術、運
用、燃料に関する政
策の実現も含む。

この意欲的シナリオ
は、他の つのシナ
リオ（技術進展、運用
効率改善、燃料供給
増加）の中間的な位
置付け。技術、運用、
燃料に係る政策実現
の高まりも想定。

この積極的 不確かな
シナリオは、技術進
展、運用効率改善、燃
料供給の観点からの
最大限の努力を想
定。技術、運用、燃料
に係る最大限の政策
的支援も想定。

シナリオ種
類

改善なしのベースライ
ン（ のトレン
ド）

トレンド＋期待される
改善（既存の
トレンド分析に酷似）

トレンド＋意欲的な改
善

トレンド＋積極的な改
善

フリート進
化

「フリート更新」、生産
中の航空機の就航を
成長・代替データベー
スに含む。

フリート進化
（「 トレンドの
ベースライン」と同
じ）。追加技術、改良
を後処理で実施。

フリート進化
（「 トレンドの
ベースライン」と同
じ）。追加技術、改良
を後処理で実施。

フリート進化
（「 トレンドの
ベースライン」と同
じ）。追加技術、改良
を後処理で実施。

航空技術 ：技術による追加
的な排出削減なし（基
準年レベルで凍結し
た技術）

現在のインフラ
を利用した先進の従
来機

インフラの変更
が限定的な従来型お
よび非従来型の先進
的な機体／推進装置

インフラを大幅
に変更した従来型・非
従来型の先進的な機
体 推進力

運航技術 ： 年以降、
オペレーションによる
排出削減なし

保守的な運用効
率化

中程度の運用効
率化

高い運用効率
化

燃料

等

：低炭素燃料
（ 等）による排出
削減なし

期待される低炭
素燃料の導入

：中程度の低炭素
燃料の導入

最大限の低炭素
燃料の導入

コスト なし 最も低い 中間 最も高い

努力水準 とても低い 低い 中間 高い

出所 ） 「 」 （ 年 月 ）

閲覧より作成



図 シナリオ（インフラを変更しない ）

図 シナリオ（ とインフラが限定的な ）

低 中 高

現在（ 年）残
存するフリート

先進
の導入

市場シェア
なし

現在 年 の
認証機

現在 年 の
レベルの凍結され

た技術

先進
（ ）

技術バスケット

現在の能力で
固定された

フライトと地上業務

：低シナリオの
運用想定

新しい成長のみに
対応するため逐次

変更

従来型ジェット機
用 燃料

効率化対応に必要
な変更

：ドロップイン燃
料の利用可能性
（ ）

長期予測

フリート構成

フリートの参
入と普及

機体構成

機体技術

運航技術

インフラ

燃料

＋

低 中 高

現在（ 年）残
存するフリート

先進
の導入

限られたインフラ
変更で を導入

低い
市場シェア

中程度の
市場シェア

高い
市場シェア

現在 年 の
認証機

現在 年 の
レベルの凍結され

た技術

先進
（ ）

技術バスケット 技術バスケット

現在の能力で
固定された

フライトと地上業務

中シナリオの
運用想定

新しい成長のみに
対応するため逐次

変更

従来型ジェット機
用 燃料

効率化対応に必要
な変更

代替機のために
必要な

マイナーチェンジ

：ドロップイン燃
料の利用可能性の

向上

（機体＋推進）
（ドロップイン）

機体

推進
（ドロップイン）

長期予測

フリート構成

フリートの参
入と普及

機体構成

機体技術

運航技術

インフラ

燃料

＋ ＋



図 シナリオ（インフラを変更しない ）

図 シナリオ（ とインフラが限定的な ）

低 中 高

現在（ 年）残
存するフリート

先進
の導入

市場シェア
なし

現在 年 の
認証機

現在 年 の
レベルの凍結され

た技術

先進
（ ）

技術バスケット

現在の能力で
固定された

フライトと地上業務

：低シナリオの
運用想定

新しい成長のみに
対応するため逐次

変更

従来型ジェット機
用 燃料

効率化対応に必要
な変更

：ドロップイン燃
料の利用可能性
（ ）

長期予測

フリート構成

フリートの参
入と普及

機体構成

機体技術

運航技術

インフラ

燃料

＋

低 中 高

現在（ 年）残
存するフリート

先進
の導入

限られたインフラ
変更で を導入

低い
市場シェア

中程度の
市場シェア

高い
市場シェア

現在 年 の
認証機

現在 年 の
レベルの凍結され

た技術

先進
（ ）

技術バスケット 技術バスケット

現在の能力で
固定された

フライトと地上業務

中シナリオの
運用想定

新しい成長のみに
対応するため逐次

変更

従来型ジェット機
用 燃料

効率化対応に必要
な変更

代替機のために
必要な

マイナーチェンジ

：ドロップイン燃
料の利用可能性の

向上

（機体＋推進）
（ドロップイン）

機体

推進
（ドロップイン）

長期予測

フリート構成

フリートの参
入と普及

機体構成

機体技術

運航技術

インフラ

燃料

＋ ＋

図 シナリオ（ とインフラを大きく変える ）

注） ：先進チューブ・アンド・ウィング航空機 ：先進コンセプト航空機 ：持続可能な航空燃料 ：低炭素化石燃料

技術バスケット：複数技術

出所 ） 「 」 （ 年 月 ）

閲覧より作成

低 中 高

現在（ 年）残
存するフリート

先進
の導入

限られたインフラ
変更で を導入

大幅なインフラ変
更を伴う 導入

低い
市場シェア

中程度の
市場シェア

高い
市場シェア

現在 年 の
認証機

現在 年 の
レベルの凍結され

た技術

先進
（ ）

技術バスケット 技術バスケット 技術バスケット

コンビネーショ
ン（機体＋推進）
（ノンドロップイン）

現在の能力で
固定された

フライトと地上業務

：高シナリオの
運用想定

新しい成長のみに
対応するため逐次

変更

従来型ジェット機
用 燃料

効率化対応に必要
な変更

代替機のために必
要な大規模な変更

：ドロップイン燃
料の普及

ノンドロップイ
ン代替燃料

（機体＋推進）
（ドロップイン）

機体

推進
（ドロップイン）

推進
（ノンドロップイン）

長期予測

フリート構成

フリートの参
入と普及

機体構成

機体技術

運航技術

インフラ

燃料

＋ ＋ ＋



（ ） における航空技術シナリオ（ ～ ）

における つの航空技術シナリオ（ ～ ）の概要は以下の通りである。

⚫ 航空技術シナリオ は、先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）

⚫ 航空技術シナリオ は、先進コンセプト航空機（ ）、ドロップイン燃料（ 機等）

⚫ 航空技術シナリオ は、先進コンセプト航空機（ ）、非ドロップイン燃料（電動航空機・水

素航空機等）

表 における航空機技術シナリオ（ ～ ）

統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
（ ）

航空技術 ：新規航空機（代
替機、増設機）は

年レベルで凍
結（現在認証中の製
品を含む）

：先進チューブ・ア
ンド・ウィング航空機
（ ）：従来型の航
空機体・推進力構造
の性能向上
ドロップイン燃料

：先進コンセプト
航空機（ ）：現状
の航空機体・推進力
構造の大幅変更によ
る性能大幅向上
ドロップイン燃料

：先進コンセプト
航空機（ ）：現状
の航空機体・推進力
構造の大幅変更によ
る性能大幅向上
非ドロップイン燃料
空港とその周辺で大
規模なインフラ変更
が必要
電動航空機、水素航
空機

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

ハイブリッド・ウィング・ボ

ディ航空機
ボックス結合翼航空機 電動航空機 水素航空機

図 代表的な の例

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

図 航空技術シナリオ ～ ）の機体および投入時期イメージ（ の例）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成



（ ） における航空技術シナリオ（ ～ ）

における つの航空技術シナリオ（ ～ ）の概要は以下の通りである。

⚫ 航空技術シナリオ は、先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）

⚫ 航空技術シナリオ は、先進コンセプト航空機（ ）、ドロップイン燃料（ 機等）

⚫ 航空技術シナリオ は、先進コンセプト航空機（ ）、非ドロップイン燃料（電動航空機・水

素航空機等）

表 における航空機技術シナリオ（ ～ ）

統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
（ ）

航空技術 ：新規航空機（代
替機、増設機）は

年レベルで凍
結（現在認証中の製
品を含む）

：先進チューブ・ア
ンド・ウィング航空機
（ ）：従来型の航
空機体・推進力構造
の性能向上
ドロップイン燃料

：先進コンセプト
航空機（ ）：現状
の航空機体・推進力
構造の大幅変更によ
る性能大幅向上
ドロップイン燃料

：先進コンセプト
航空機（ ）：現状
の航空機体・推進力
構造の大幅変更によ
る性能大幅向上
非ドロップイン燃料
空港とその周辺で大
規模なインフラ変更
が必要
電動航空機、水素航
空機

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

ハイブリッド・ウィング・ボ

ディ航空機
ボックス結合翼航空機 電動航空機 水素航空機

図 代表的な の例

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

図 航空技術シナリオ ～ ）の機体および投入時期イメージ（ の例）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

（ ） における運航技術シナリオ（ ～ ）

における つの運航技術シナリオ（ ～ ）の概要は以下の通りである。

⚫ 運航技術シナリオ は、保守的な運用効率化

⚫ 運航技術シナリオ は、中程度の運用効率化

⚫ 運航技術シナリオ は、積極的な運用効率化

表 における運航技術シナリオ（ ～ ）

統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
（ ）

運航技術 ： 年以降、
オペレーションによる
排出削減なし
（ ブロック
と の実施）

保守的な運用効
率化
システムや技術への
投資減少・遅れによる
施策実施率・範囲の
保守的想定

、 、 を
最適化するための

要素の低い展
開率

中程度の運用効
率化
既存の経験則や新規
施策の経験則に沿っ
た排出削減と運用効
率化

、 、 を
最適化するための

要素の中程度
の展開率

、 を最適化
するための運用施策
の低い展開率

積極的な運用効
率化
システムや技術への
投資増加・加速による
施策実施率・範囲の
積極的想定

、 、 を
最適化するための

要素の高い展
開率

と を最適
化するための運用施
策の中程度の展開率

注） 航空システムブロックアップグレード 水平飛行効率 垂直飛行効率 地上飛行効率 革新的飛行効

率 高度な飛行効率

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

表 による運航技術対策と燃費削減率・普及率・費用負担主体シナリオ

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

燃料節約 普及率(地域別全便当たり) 費用負担主体
(％/便) サプライヤ 航空会社 空港

動的セクター分割 ～ ○ － － －
機内余分な燃料の削減 ～ － － － －
運用のベストプラクティス-重量最小化 ～ － ○ ○ －
イントレイルプロシージャ(ITP) ～ ○ － ○ －
隊列飛行 ～ ○ － ○ －
航空会社燃料管理システム ～ － － ○ －
最適化滑走路誘導支援ツールと到着便間隔天候依存分離の削減 ～ ○ － － －
最適化分離誘導支援と出発便間隔天候依存分離の削減 ～ ○ － － －
幾何学的高度測定とRVSMフェーズ2 ～ ○ － ○ －
グローバル航空交通流管理 ～ ○ － － －
海洋/遠隔地向けの衛星ベースのVHF ～ － － － －
電動タグ着脱式航空機牽引装置 ～ － － ○ ○
APUシャットダウン ～ － － － ○
メンテナンス-技術関連の航空機メンテナンスと改造の違い ～ － － ○ －

施策



（ ） における燃料シナリオ（ ～ ）

における つの燃料シナリオ（Ｆ１～ ）の概要は以下の通りである。

⚫ 燃料シナリオ は、予期される低炭素燃料の導入

⚫ 燃料シナリオ は、中程度の低炭素燃料の導入

⚫ 燃料シナリオ は、最大限の低炭素燃料の導入

表 における燃料シナリオ（ ～ ）

統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
（ ）

燃料
等

：低炭素燃料
（ 等）による排出
削減なし

予期される低炭
素燃料の導入

：中程度の低炭素
燃料の導入

最大限の低炭素
燃料の導入

低炭素燃料
）の排出量削減

は低い

低炭素燃料
）の排出量削減

は中程度

低炭素燃料
）の排出量削減

は高い
はジェット燃

料混合率 ％利用
を認証

は ％合
成ジェット燃料利用を
認証

は ％合
成ジェット燃料利用を
認証

陸上輸送と航空は代
替燃料利用で競合

陸上輸送の電化が進
み、 の取得率が
高まる

経済全体の脱炭素
化、陸上輸送の電化
が進み再エネが普及

生産の
インセンティブは低い

生産の
インセンティブが高ま
りコストが低下

インセンティブが大き
く低排出航空燃料の
利用が普及

技術革新により、廃ガ
ス を

に、原料に油糧
種子被覆作物を利
用。 生産
にブルー グリーン水
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生産に
ブルー グリーン水素
利用が普及。炭素捕
捉利用貯蔵（ ）
利用が普及。

生産に大気中
利用が普及・原

材料調達増加、
普及、航空機

で極低温水素利用可
能
非ドロップイン燃料利
用可能な空港が世界
に拡大



（ ） における燃料シナリオ（ ～ ）
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に、原料に油糧
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用。 生産
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素を利用

生産に
ブルー グリーン水素
利用が普及。炭素捕
捉利用貯蔵（ ）
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利用が普及・原

材料調達増加、
普及、航空機

で極低温水素利用可
能
非ドロップイン燃料利
用可能な空港が世界
に拡大

 付録 航空技術の概要

環境委員会（ ） グループ内の技術サブグループでは、 年までの機体、推

進システム、エネルギー貯蔵を含む先進コンセプトの将来の進化技術について、特に 排出量に焦

点を当てた評価をしている。なお、技術レベルについては 年以降の凍結が想定されているが、市

場シェアについては時間枠を超えて 年までの変化が想定されている。

（ ） 背景・目的

技術サブグループでは、 削減ポテンシャルの評価の方法として、①技術参照航空機（

）の作成、②先進チューブ・アンド・ウィング航空機（

）の評価、③先進コンセプト航空機（

）の評価、④フリート全体のモデリングとコスト評価の つの主要なステップを踏んでいる。

航空機に利用可能な技術的改善のレビューを実施し、 つの における 年 排出量

の削減は 年比で約 ～ ％の範囲で実現可能であるとしている。 は代替エネルギーの

有無にかかわらず 年までに推進される可能性があり、電動航空機や水素燃料航空機はどちらも

削減に貢献できる一方、通電から可能な炭素還元は炭素強度に大きく依存し、水素からの炭素還

元は水素に用いる製造方法の炭素強度に大きく依存することになる。

これらの整理をするため、技術サブグループでは、機体、推進、先進コンセプト及びエネルギー貯蔵、

機材影響評価、モデリング及びシミュレーションの つの専門グループが形成されている。

（ ） 技術参照航空機（ ）

年に運航中の機体の主要クラスから汎用型航空機カテゴリの座席容量で定義している。航空

宇宙産業協会の国際調整評議会の指導の下、各クラスに適合する基準航空機を決定した。

⚫ ビジネスジェット機 ≤ 席 想定

⚫ ターボプロップ機 席 想定

⚫ リージョナルジェット機 席 想定

⚫ ナローボディ機 席 想定

⚫ ワイドボディ機 席 想定

技術の影響を評価するため、燃料燃焼、 排出量、騒音指標を単一のフレームワークで予測でき

る環境デザインスペースを使用し、同時マルチデザインポイント方式を使用してエンジンサイクルを生成

する。また、エンジン解析と機体解析の両方に物理的な性能上の制約を組み込み、結果のモデルが実現

可能な設計であることを確認する。

環境デザインスペースでシミュレートした は公有のデータに基づいており、宇宙産業協会の国

際調整評議会からのフィードバックに基づいて検証され、 年、 年、 年の特定の航空

機に技術領域の影響を適用できる つの を得ることができた。それぞれについて、ペイロード、航

続距離、乗客数、巡航マッハ数、巡航高度に関してベースライン に使用される値はこのレポートで

詳しく説明されている。



（ ） 先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）の評価

） 評価方法

のベースラインを設定したのち、 が時間枠 年、 年、 年ごとに つの

フェーズからモデル化される。

第 フェーズ ： 乗客クラスに基づき概念的な を選択し、各時間枠における航空機の性能

を評価する比較のためのベースラインとして使用する。

第 フェーズ ： 航空機モデルの調整が環境デザインスペースで実行され、将来の技術への影

響がベースライン に適用される。

第 フェーズ ： 技術への影響を つのカテゴリで特定する。

第 フェーズ ： 実験計画法手法を使用して技術の影響を環境デザインスペースに実装し、代

理モデルを作成する。

第 フェーズ ： 機体レベルのメリットが定量化される。各時間枠における最大離陸重量と燃料

燃焼量の予測が含まれる。

第 フェーズ ： 機体レベルの結果を将来の技術と機体シナリオに投影し、各時間枠のフリート

普及率を評価する。

第 フェーズ ： 技術の成熟と導入のためのコスト見積もり、投資要件を概算する。

） 評価結果

評価手法では、技術の進捗度に係る つのシナリオ（低進捗、中進捗、高進捗）別に最大離陸

重量 、利用可能トンキロあたりの燃料燃焼量 、 比の燃料燃焼量変化

率、 比の燃料燃焼量年平均変化率、および過去 年前比の燃料燃焼量年平均変化率に

係る結果が得られている。代表例としてワイドボディ機 の評価結果は表 の通りである。

表 設計範囲における評価結果（ の例）

時間枠 技術の進捗度
比

年率

比

年率

年前比

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

評価結果として、ワイドボディ機（ ）を例とした３つの進捗度別 比の燃料燃焼量



（ ） 先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）の評価

） 評価方法

のベースラインを設定したのち、 が時間枠 年、 年、 年ごとに つの

フェーズからモデル化される。

第 フェーズ ： 乗客クラスに基づき概念的な を選択し、各時間枠における航空機の性能

を評価する比較のためのベースラインとして使用する。

第 フェーズ ： 航空機モデルの調整が環境デザインスペースで実行され、将来の技術への影

響がベースライン に適用される。

第 フェーズ ： 技術への影響を つのカテゴリで特定する。

第 フェーズ ： 実験計画法手法を使用して技術の影響を環境デザインスペースに実装し、代

理モデルを作成する。

第 フェーズ ： 機体レベルのメリットが定量化される。各時間枠における最大離陸重量と燃料

燃焼量の予測が含まれる。

第 フェーズ ： 機体レベルの結果を将来の技術と機体シナリオに投影し、各時間枠のフリート

普及率を評価する。

第 フェーズ ： 技術の成熟と導入のためのコスト見積もり、投資要件を概算する。

） 評価結果

評価手法では、技術の進捗度に係る つのシナリオ（低進捗、中進捗、高進捗）別に最大離陸

重量 、利用可能トンキロあたりの燃料燃焼量 、 比の燃料燃焼量変化

率、 比の燃料燃焼量年平均変化率、および過去 年前比の燃料燃焼量年平均変化率に

係る結果が得られている。代表例としてワイドボディ機 の評価結果は表 の通りである。

表 設計範囲における評価結果（ の例）

時間枠 技術の進捗度
比

年率

比

年率

年前比

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

評価結果として、ワイドボディ機（ ）を例とした３つの進捗度別 比の燃料燃焼量

変化率推移は図 の通りに示されている。この評価結果は、すべて航空技術の改善によってもたら

される航空機の燃料燃焼効率の改善に基づいている。すべての機体が同様の改善傾向に従っているこ

とが観察されるが、機体クラス全体で結果を比較すると、小さな航空機クラス 、 、および の方

が大きなクラス および よりも潜在的な改善率が低い結果となっている。

図 比の燃料燃焼量変化率（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

（ ） 先進コンセプト航空機（ ）の評価

） 評価方法

先進コンセプト航空機 は のように定量的にモデル化されておらず、以下の通り定性的

な方法論が用いられている。

⚫ シナリオごとの潜在的利点に基づく構成 アーキテクチャスクリーニング

⚫ 技術的および非技術的障壁の識別

⚫ スコアカードによる高度な航空機コンセプトの評価

⚫ 各機材クラスの代表的な航空機の識別

⚫ 各機材クラスの利点定量化 同年 と比較して

⚫ 技術および機材シナリオベースの予測 フリート普及

⚫ コスト見積もりと投資の定量化

まず、エネルギーも含む つの技術シナリオとして、先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）、

先進コンセプト航空機・ドロップイン燃料（ ）、および先進コンセプト航空機・非ドロップイン燃

料（ ）を位置づける。次に、各代表的な航空機構成の技術的障壁および非技術的障壁を識別

する。次に、スコアカードを使用して を評価し、準備状況・達成可能性・潜在的な利点について整

理する。 は代替アーキテクチャの機体および または推進力 従来型またはドロップイン燃料



の代表、 は非ドロップイン燃料およびエネルギーの使用を特徴とする高度な機体および高度

な推進力の代表で、主に水素またはバッテリー電気を使用する。

フリート分析では を超えた代替アーキテクチャに段階的な変更を加えることに関連する利点と

課題を分離する。各機材クラスについて、同じ年の と比較して、低・中・高進捗別に燃料消費原単

位（単位輸送トンキロあたりエネルギー消費 の変化の範囲が推定される。なお、 の燃

料消費原単位は、使用される燃料種別とは無関係に推定されている。

最後に、 年の と の航空機市場シェア予測が行われ、 年に導入され

る新技術からの潜在的なエネルギー消費削減を実現するために、さらに 年間のフリート評価が行わ

れている。

） 評価結果

各コンセプトの障壁の特定、さまざまな技術シナリオの下でのフリート普及率の決定、コスト見積もり

など、 段階の手順で の定性評価が実施されている。最速サービス開始時期に関するタイムライ

ンや評判の良い文書の定性的なレビュー、多数のコンセプトの研究に基づいて、 つの機材クラスすべ

ての各時間枠について代表的な が特定された。

⚫ 航空業界を超えた主要なグローバルドライバーの組み合わせは、航空における 主導のさ

らなる排出削減を提供するのに役立つ。

⚫ 関連の重要な研究開発は今後 年間に進行または計画されている。短期的なアプリケ

ーションは、当初はより小型の航空機で計画されており、その後、大型の航空機に拡張される。

大型航空機は炭素削減により多くの影響を与えるがサービス開始時期は遅くなる。

⚫ 関連の機材は、現時点で 年までにサービス開始が可能と想定されている。

と比較して、構成ステップ変更により 〜 の間の燃料消費原単位低減の可能性が想定さ

れている。

⚫ は 年までにサービス開始が可能と想定されているが、その実現可否はエネルギ

ーインフラに大きく依存している。

⚫ 電動航空機は、最初は利点は小さいが重要であり変化を扇動する。ハイブリッドシステムは重

量と航続距離の課題のバランスをとる可能性が高い。電化による炭素削減の実現・普及は、世

界中のローカルグリッドに大きく依存する。

⚫ 水素燃料の航空機は技術的に達成可能であり、飛行中の 排出量をゼロに削減する可能

性があるが、非技術的な達成可能性の課題と商業的実行可能性がより大きな課題である。航

空機の設計とミッション能力の取引は水素の特性のために影響を受け、エネルギー使用量は

飛行中の 排出量を減らすために増加する可能性がある。ライフサイクルの 削減の

利点は、水素の製造方法に大きく依存する。

⚫ 年までに変化は可能だが、 には大規模なデモンストレーションが必要となる。非ド

ロップイン燃料の場合、航空に利用可能なエネルギーインフラへの大幅な変更が必要となる。ビ

ジネスモデルは、低炭素航空機の航続距離能力にも適応して変更する必要がある。

シナリオでは、 を超える つの変革が想定されている。従来の燃料またはドロップイン燃料によ

る代替アーキテクチャの機体および または推進力の と、代替アーキテクチャの機体変更の有



の代表、 は非ドロップイン燃料およびエネルギーの使用を特徴とする高度な機体および高度

な推進力の代表で、主に水素またはバッテリー電気を使用する。

フリート分析では を超えた代替アーキテクチャに段階的な変更を加えることに関連する利点と

課題を分離する。各機材クラスについて、同じ年の と比較して、低・中・高進捗別に燃料消費原単

位（単位輸送トンキロあたりエネルギー消費 の変化の範囲が推定される。なお、 の燃

料消費原単位は、使用される燃料種別とは無関係に推定されている。

最後に、 年の と の航空機市場シェア予測が行われ、 年に導入され

る新技術からの潜在的なエネルギー消費削減を実現するために、さらに 年間のフリート評価が行わ

れている。

） 評価結果

各コンセプトの障壁の特定、さまざまな技術シナリオの下でのフリート普及率の決定、コスト見積もり

など、 段階の手順で の定性評価が実施されている。最速サービス開始時期に関するタイムライ

ンや評判の良い文書の定性的なレビュー、多数のコンセプトの研究に基づいて、 つの機材クラスすべ

ての各時間枠について代表的な が特定された。

⚫ 航空業界を超えた主要なグローバルドライバーの組み合わせは、航空における 主導のさ

らなる排出削減を提供するのに役立つ。

⚫ 関連の重要な研究開発は今後 年間に進行または計画されている。短期的なアプリケ

ーションは、当初はより小型の航空機で計画されており、その後、大型の航空機に拡張される。

大型航空機は炭素削減により多くの影響を与えるがサービス開始時期は遅くなる。

⚫ 関連の機材は、現時点で 年までにサービス開始が可能と想定されている。

と比較して、構成ステップ変更により 〜 の間の燃料消費原単位低減の可能性が想定さ

れている。

⚫ は 年までにサービス開始が可能と想定されているが、その実現可否はエネルギ

ーインフラに大きく依存している。

⚫ 電動航空機は、最初は利点は小さいが重要であり変化を扇動する。ハイブリッドシステムは重

量と航続距離の課題のバランスをとる可能性が高い。電化による炭素削減の実現・普及は、世

界中のローカルグリッドに大きく依存する。

⚫ 水素燃料の航空機は技術的に達成可能であり、飛行中の 排出量をゼロに削減する可能

性があるが、非技術的な達成可能性の課題と商業的実行可能性がより大きな課題である。航

空機の設計とミッション能力の取引は水素の特性のために影響を受け、エネルギー使用量は

飛行中の 排出量を減らすために増加する可能性がある。ライフサイクルの 削減の

利点は、水素の製造方法に大きく依存する。

⚫ 年までに変化は可能だが、 には大規模なデモンストレーションが必要となる。非ド

ロップイン燃料の場合、航空に利用可能なエネルギーインフラへの大幅な変更が必要となる。ビ

ジネスモデルは、低炭素航空機の航続距離能力にも適応して変更する必要がある。

シナリオでは、 を超える つの変革が想定されている。従来の燃料またはドロップイン燃料によ

る代替アーキテクチャの機体および または推進力の と、代替アーキテクチャの機体変更の有

無にかかわらず非ドロップイン燃料の使用を特徴とする高度な機体と高度な推進力の であ

る。さらに、 分析のために つの統合シナリオ 、 、 が定義され、各シナリオについて

つの機材クラスごとに 年から 年までの年間効率改善、航続距離とペイロード情報、新し

い航空機市場シェアに関する情報が提示されている。

このレビューに基づき、各機材カテゴリの 、 および がいつフリートに加わるのか、最速サー

ビス開始時期に関するタイムラインが予測されている。代表例として、ワイドボディ機（ ）の最速サー

ビス開始時期は図 の通りである。 の定量評価には、 つの機材クラスすべてについて対応

年次の に対するエネルギー効率上の利点が含まれるが、ワイドボディ機については、 年で

のみの導入、 年で 、 の導入が予測されており、 年と

年のエネルギー効率上の利点が示されている。なお、他の機材クラスでは 年の時間枠も含まれ

ている。表 では、エネルギー効率の予測が つの進捗度別、年次別に示されている。これらのデー

タは、モデリング・データベース分析に必要な計算の基礎として使用される。

図 の最速サービス開始時期（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

表 と比較した のエネルギー効率の利点（ の例）

技術シナリオ 技術の進捗度 年 年

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

（ ） フリート全体のモデリングとコスト評価

将来のフリートの燃料需要と将来の航空機フリートミックスから、各時間枠の燃料消費原単位として

モデル化し、 、 および が将来のすべての時間枠での市場シェアが整理さ

れている。なお、技術レベルについては 年以降の凍結が想定されているが、市場シェアについて

は時間枠を超えて 年までの変化が想定されている。



つの機材クラスそれぞれについて、 つの技術シナリオ（ 、 、 ）別の燃

料消費原単位が示されている。技術の進捗度については、中進捗を中心に低進捗から高進捗の幅で示

されているが、これは技術の進捗の不確実性を表している。例として、ワイドボディ機の燃料消費原単位

と市場シェアを表 ～表 に示す。

表 年次別 年 比の 燃料消費原単位（ の例）

比の燃料消費原単位
ワイドボディ機

–

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

表 同年の 燃料消費原単位に対する 燃料消費原単位変化（ の例）

同年 に対する 燃料消費原単位変化
ワイドボディ機

–

低進捗

中進捗

高進捗

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

表 統合シナリオ別年次別の市場シェア（ の例）

市場シェア
ワイドボディ

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

データの傾向とフリートの変化を視覚化するため、関連する年のウェイポイントが作成されている。図

、図 はワイドボディ機の例であり、ウェイポイントは つの進捗度（低、中、高）別に 年

まで示されている。図中の数表には実際の燃料消費原単位と、 年 比に正規化されたパーセ

ンテージが整理されている。図 は、 、 、 の つの統合シナリオすべてについて、

年から 年までのワイドボディ機の技術シナリオ別の市場シェアが示されている。



つの機材クラスそれぞれについて、 つの技術シナリオ（ 、 、 ）別の燃

料消費原単位が示されている。技術の進捗度については、中進捗を中心に低進捗から高進捗の幅で示

されているが、これは技術の進捗の不確実性を表している。例として、ワイドボディ機の燃料消費原単位

と市場シェアを表 ～表 に示す。

表 年次別 年 比の 燃料消費原単位（ の例）

比の燃料消費原単位
ワイドボディ機

–

低進捗

中進捗

高進捗

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

表 同年の 燃料消費原単位に対する 燃料消費原単位変化（ の例）

同年 に対する 燃料消費原単位変化
ワイドボディ機
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中進捗

高進捗
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表 統合シナリオ別年次別の市場シェア（ の例）

市場シェア
ワイドボディ

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

データの傾向とフリートの変化を視覚化するため、関連する年のウェイポイントが作成されている。図

、図 はワイドボディ機の例であり、ウェイポイントは つの進捗度（低、中、高）別に 年

まで示されている。図中の数表には実際の燃料消費原単位と、 年 比に正規化されたパーセ

ンテージが整理されている。図 は、 、 、 の つの統合シナリオすべてについて、

年から 年までのワイドボディ機の技術シナリオ別の市場シェアが示されている。

図 ウェイポイント、 サービス開始時期と燃料消費原単位（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

図 年 比の燃料消費原単位推移（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月



図 市場シェア推移（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月



図 市場シェア推移（ の例）

出所 ICAO, “ ３” ,2022 年 月

 付録 運航の概要

運用サブグループでは、運用分野における既存、予測、革新的 削減効果対策を評価し、運用シ

ナリオを開発、分析することを目的としている。航空運用と地上運用の要素に分け、データ収集、データ

分析、シナリオ開発の つのフェーズで全体的なアプローチを確立している。

（ ） データ収集

航空分野での 排出量削減のため、現在予測されている情報を 内部文書と外部文書か

らまとめ、それらのギャップを整理している。また、 分析の範囲を定義しており、新しい空港や既

存の空港でのインフラ増加を含めないとしているが、サブグループの分析では空港の容量拡大とそれに

伴う 排出量の削減に対する運用対策を考慮している。

データ収集段階で特定された対策の多くは、世界航空航法計画 航空システムブロックアップグレー

ド（ – ）

の 環境評価で把握されていたものである。 環境傾向分析の目的でモデル・デ

ータベースグループ（ ）および予測・経済サポートグループ（ ）に情報を提供するために

年に ブロック と の評価が行われている。このデータには、水平飛行効率（

）に対する 年、 年、 年の運用改善が含まれてお

り、最新の では垂直飛行効率（ ）も考慮されている。

運用サブグループの分析のベースラインとなったこの前回の分析では、 の運用措置の一般的な実施

によって期待される の経験則による燃料節約効果を作成し、 年から 年の 諸国

の実施計画に基づいて、期待される燃料と 排出削減効果を推定している。

（ ） データ分析

運用対策の評価に運用手段ごとの経験則の開発を含んだ方法を適用している。対策ごとの経験則は

潜在的な 排出削減を特定し、以下の側面に対処している。

⚫ 対策による省燃費検討のための前提条件整備

⚫ 運航 時間あたりまたは 回あたりの燃料節約量

⚫ 対策の適用時間帯（例：ピーク時、夜間）

⚫ 対策の適用場所（例：特定の空港、地域、グローバル）

⚫ 対策の適用時間枠（ 年、 年、 年、 年、 年）

さらに、以下の非効率の原因を考慮するために、 分析のベースラインを更新している。

⚫ 水平飛行の非効率：軌道の長さとその起終点間の最短距離の比較。

⚫ 垂直飛行の非効率：飛行中に最適な巡航レベルに到達できないか、上昇または下降段階で飛

行が最適でない飛行レベルに保たれる。

⚫ 地上運用の非効率：誘導路やゲートでの排出削減可能なインフラ関連の対策（半自律型牽引

車（タクシーボット）など）

⚫ 革新的な飛行効率：中期的（ 年以降）に編隊飛行などの新しい運用手段の実施で達成。



⚫ 先進的な飛行効率：ブレンデッド・ウィング・ボディ機（ ）など、先

進コンセプト航空機の導入により発生。これらの航空機は、速度や高度など、従来の航空機と

は異なる性能特性を持つ可能性がある。その場合、全体的な飛行効率への影響は、異なる飛

行プロファイルがより大きな容量を可能にするというプラスの影響もあれば、フリート内の異質

性がより複雑さを生むというマイナスの影響もあり得る。

（ ） シナリオ開発

、 、 のシナリオに沿った、保守的、中程度、積極的な つのシナリオが開発されている。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性の範囲の低いまたは保守的な範囲の想定。このシナリ

オでは、 、 、 を最適化するための 要素の展開率が低くなる。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性の範囲の中間を想定。このシナリオでは、 、 、

を最適化するための 要素の展開率が中程度で、 と を最適化するため

の運用手段の展開率が低くなる。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性が高いまたは積極的な範囲の想定。このシナリオでは、

、 、 を最適化するための 要素の展開率が高く、 と を最適化

するための運用手段の展開率が中程度になる。



⚫ 先進的な飛行効率：ブレンデッド・ウィング・ボディ機（ ）など、先

進コンセプト航空機の導入により発生。これらの航空機は、速度や高度など、従来の航空機と

は異なる性能特性を持つ可能性がある。その場合、全体的な飛行効率への影響は、異なる飛

行プロファイルがより大きな容量を可能にするというプラスの影響もあれば、フリート内の異質

性がより複雑さを生むというマイナスの影響もあり得る。

（ ） シナリオ開発

、 、 のシナリオに沿った、保守的、中程度、積極的な つのシナリオが開発されている。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性の範囲の低いまたは保守的な範囲の想定。このシナリ

オでは、 、 、 を最適化するための 要素の展開率が低くなる。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性の範囲の中間を想定。このシナリオでは、 、 、

を最適化するための 要素の展開率が中程度で、 と を最適化するため

の運用手段の展開率が低くなる。

⚫ 運用シナリオ （ ）：

は、運用による 削減の可能性が高いまたは積極的な範囲の想定。このシナリオでは、

、 、 を最適化するための 要素の展開率が高く、 と を最適化

するための運用手段の展開率が中程度になる。

 付録 燃料の概要

年 月に公開された 燃料サブグループ における 等の航空燃料の

製造ポテンシャルの分析結果や将来推計について整理した。

（ ） 背景・目的

燃料サブグループは、 年までの国際航空分野の排出量削減シナリオを作成することを目的とし

て つの燃料カテゴリ、持続可能な航空燃料（ ）・低炭素航空燃料（ ）・非ド

ロップイン燃料に焦点を当てて調査を行った。 は、バイオマス・固体 液体廃棄物・排

・大気中 の つのカテゴリに分類される。またドロップイン燃料を と

を差し、非ドロップイン燃料は、電気・液化ガス航空燃料（ ）・低温水素に分類される。

つの燃料カテゴリでの検討を整理するために、追加の専門家サブグループが形成され、潜在的な燃

料量の予測とそれに伴う排出削減量を評価されている。また最終的な燃料需要量を満たすための各燃

料シナリオの下で燃料の組み合わせについて述べ、排出削減量についても言及している。

（ ） 燃料の分類

燃料サブグループは、従来のジェット燃料に代わるドロップインおよび非ドロップイン燃料をカバーす

る燃料カテゴリを設定した。

ドロップイン燃料は、既存の機体や燃料供給インフラに完全に適合する航空燃料で、既存のインフラを

変更する必要がなく、従来の 規格の制限内で、現在の従来の航空燃料と同じ運用上の安全性

と性能レベルで使用が可能である。

表 は、ドロップイン燃料の分類と、それに関連する準備と達成の基準を示している。 の

分析では、 （以下 ）と低炭素航空燃料（ ）（以下 ）をドロップイン

燃料としている。

表 ドロップイン燃料分類

燃料カテゴリ 燃料名 原料 準備基準 達成可能基準

持続
可能な航空燃
料

バイオマス
ベース燃料

一次バイオマス製品
および連産品

承認プロセス
燃料転換技術状況
低炭素エネルギーキャ

リアの生産に利用可能な
システム

投資資金
最低燃料販売価格
土地面積
水
土壌（残渣抽出）
生物多様性
空港までの燃料輸

送インフラ

固体 液体
バイオマス
ベース燃料

副産物、農業残渣、
林地残材、廃棄物

大気
ベース燃料

排
大気

低炭
素航空燃料

低炭素石油
燃料

石油 の承認プロセス
燃料転換技術状況
低炭素エネルギーキャ

リアを製造するシステム

投資資金
最低燃料販売価格

容量
水
空港までの燃料輸

送インフラ

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



） ドロップイン燃料

 サステナブル航空燃料（ ）

バイオマス・固体 液体廃棄物からドロップイン燃料を製造するには、炭化水素源（フィードストック）と

変換プロセスが必要である。燃料の原料には、エネルギー作物・都市固形廃棄物（ ）・油脂（ ）

等の再生可能資源が含まれる。これらの原料は、現在 の附属書で承認された

ハイドロプロセスエステルと脂肪酸（ ）・アルコールジェット化（ ）・触媒式ヒドロ熱分解ジェット

（ ）等の既存技術によって処理する。

排 大気中 からドロップイン燃料を製造するには、水素源、 源、水素と を航空

燃料に変換する変換プロセス が必要になる上、どのプロセスでも電力が必要である。

 低炭素航空燃料（ ； ）

は、石油資源から燃料中の炭素を得るドロップイン航空燃料と定義する。生産・輸送し、使用

するまでのプロセス全体、 の炭素強度は である。炭素強度の低減

は、下記に示されるような 削減技術やベストプラクティスを適用することで実現される。

のサプライチェーンから排出される を削減する様々な機会があり、下図に の生

産に貢献する技術を示した。ＬＣＡＦ製造技術には、再エネの導入・低炭素水素製造・炭素回収・貯留の

導入・上流工程からのフレアガス排出の最小化が含まれる。

図 各 段階及び 排出削減機会の サプライチェーンの炭素強度
出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

生産の炭素強度をベースラインと比較した仮想的なケースを下記に示す。削減技術と

ベストプラクティスの実施は、 の炭素強度だけでなく、他の副産物にも影響を与え、全体

として大きな 排出削減をもたらす。



） ドロップイン燃料

 サステナブル航空燃料（ ）

バイオマス・固体 液体廃棄物からドロップイン燃料を製造するには、炭化水素源（フィードストック）と

変換プロセスが必要である。燃料の原料には、エネルギー作物・都市固形廃棄物（ ）・油脂（ ）
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は、石油資源から燃料中の炭素を得るドロップイン航空燃料と定義する。生産・輸送し、使用

するまでのプロセス全体、 の炭素強度は である。炭素強度の低減

は、下記に示されるような 削減技術やベストプラクティスを適用することで実現される。

のサプライチェーンから排出される を削減する様々な機会があり、下図に の生

産に貢献する技術を示した。ＬＣＡＦ製造技術には、再エネの導入・低炭素水素製造・炭素回収・貯留の

導入・上流工程からのフレアガス排出の最小化が含まれる。

図 各 段階及び 排出削減機会の サプライチェーンの炭素強度
出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

生産の炭素強度をベースラインと比較した仮想的なケースを下記に示す。削減技術と

ベストプラクティスの実施は、 の炭素強度だけでなく、他の副産物にも影響を与え、全体

として大きな 排出削減をもたらす。

図 従来ジェット燃料ベースラインと比べた LTAG-LCAF生産過程の排出量
出所 ICAO, “ ” 年 月

） 非ドロップイン燃料（ ）

非ドロップイン燃料は、既存の機体や給油インフラに変更が必要な航空燃料である。この燃料は、現

在の航空機やエンジン構造とは互換性がなく、従来の航空燃料と比較して、独自の安全性と性能に関す

る考慮事項がある。下記は非ドロップイン燃料の分類・必要な準備・達成可能性の基準である。

は非ドロップイン燃料を電気・液化ガス航空燃料（ ）・液化水素（ ）の 種類に分類した。

表 非ドロップイン燃料の分類

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 電力

非ドロップイン燃料の電力は、ハイブリッド機と完全電気機体の両方を含む航空機の電化を指す。ハ

イブリッド電気システムは、空港で大きな充電負荷が発生しないため、エネルギー供給システムに関して

空港レベルで大きな変更を必要とせず、航空機設計が依然として動力の供給にドロップイン燃料に依存

するので、電気システムは補助的なものに留まる。



 液化ガス航空燃料

液化ガス航空燃料（ ）は、既存のエンジンと機体構造の変更を必要とする。 は、特異な

化学的特徴から、北極圏のような炭化水素資源に乏しい遠隔地での適用性を示すケーススタディとして

含まれる。

 液化水素

液化水素（ ）は、航空機専用燃料として使用できる非ドロップイン型燃料である。 は、ガスタ

ービンエンジンで液体水素を直接燃焼させるものとして評価した。また水素燃料電池は分析範囲外であ

る。 の導入は、開発するシステムと技術の利用可能性によって定義される。水素（ ）の製造は、

排 ・大気中 ベースの燃料に使用されるモデルに同様に準拠している。体積エネルギー密度

を高めるため、液化状態の水素のみを考慮し、液化のステップを追加した。

（ ） 燃料シナリオ

燃料シナリオの設定にあたり、シナリオの定義、設定、調整、ライフサイクル 排出量評価、実現

可能性の分析からシナリオ開発を行い、 つの展開シナリオ（低 、中 、高 ）を開発した。

このシナリオは、実現可能性を含め排出削減レベルを反映している。また燃料シナリオの定義は、統合

シナリオの定義と一致するように設定される（ ・ ・ は、統合シナリオ ・ ・ を補完）。（下

記表は表 を再掲）

表 （再掲） 燃料シナリオ

統合シナリオ （ ） 統合シナリオ （ ） 統合シナリオ
（ ）

統合シナリオ
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燃料 ：低炭素燃料（
等）による排出削減なし

予期される低炭
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：中程度の低炭素
燃料の導入

最大限の低炭素
燃料の導入

低炭素燃料
）の排出量削減

は低い

低炭素燃料
）の排出量削減

は中程度

低炭素燃料
）の排出量削減

は高い
はジェット燃

料混合率 ％利用
を認証

は ％合
成ジェット燃料利用を
認証

は ％合
成ジェット燃料利用を
認証

陸上輸送と航空は代
替燃料利用で競合

陸上輸送の電化が進
み、 の取得率が
高まる

経済全体の脱炭素
化、陸上輸送の電化
が進み再エネが普及

生産の
インセンティブは低い

生産の
インセンティブが高ま
りコストが低下

インセンティブが大き
く低排出航空燃料の
利用が普及

技術革新により、廃ガ
ス を

に、原料に油糧
種子被覆作物を利
用。 生産
にブルー グリーン水
素を利用

生産に
ブルー グリーン水素
利用が普及。炭素捕
捉利用貯蔵（ ）
利用が普及。

生産に大気中
利用が普及・原

材料調達増加、
普及、航空機

で極低温水素利用可
能
非ドロップイン燃料利
用可能な空港が世界
に拡大

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

以上を踏まえた燃料シナリオ は下記の通り。
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以上を踏まえた燃料シナリオ は下記の通り。

 

シナリオは ・ による潜在的な 削減量の下限を示す。 シナリオでは、燃料製造

技術と認証プロセスは、実現可能性が高いと考えられている。 生産のために排 利用

を可能にする技術は適用されるが、廃棄物資源の量は経済的な供給源に限定される。また、 およ

び 生産のインセンティブは低いシナリオである。

 

シナリオは、 と による潜在的な 削減の中間に位置する。このシナリオでは、燃

料生産技術と認証プロセスが実現可能性は中程度と想定されている。 の生産に排

を利用する技術が存在し、 と比較して廃棄物資源量が拡大する。陸上輸送の電化・炭素回収・有効

利用・貯留（ ）など外部経済動向が と の生産に影響を与える。 や 生産

に対するインセンティブも高まるシナリオである。

 

シナリオは、 ・ ・非ドロップイン燃料による潜在的 削減量が最も野心的である姿

を示す。先進的な燃料製造技術や認証プロセスは、実現可能性が低いと考えられている。

の製造には、排 と大気中 の両方を利用できる技術が増加する。外部経済動向として、陸上

輸送の大規模な電化と二酸化炭素の回収・利用・貯留（ ）により、経済全体が脱炭素化される。十

分に水素が生産され、航空機に極低温水素使用が可能になる。 、 とは異なり、 では、非ドロップ

イン燃料使用を可能にするために、エネルギーと空港の両方のインフラに大きな変更が必要となる。先進

技術と集中的なインフラ開発が、高いインセンティブに支えられ、航空機における低 燃料普及につ

ながるシナリオである。

（ ） 燃料製造における技術シナリオの開発

定義したシナリオを基に、各燃料カテゴリの潜在的な燃料製造量と技術別の排出削減量を算定した。

） バイオマス 固体 液体廃棄物ベースの製造

は、バイオマスおよび固体・液体廃棄物ベースの燃料製造のモデリングを行い、燃料タスクグ

ループ（ ）の技術生産と政策（ ）グループで検討を進めた。 グループは、既存の 生産

と 燃料に関する知見から、将来の 燃料量をモデル化するため市場普及モデルを開発した。

は、 シナリオを 燃料シナリオと整合させ、 年までのモデルを作成した。

潜在的な排出削減量を推計するために、 が開発した燃料生産アセスメント（ ）で開発

した原料予測値を利用した。 グループは、油糧種子被覆作物や燃料生産技術の進歩などの

追加要因を、感度ケースとして評価した結果は による 削減潜在量に影響し、バイオマスお

よび固体 液体廃棄物からの のライフサイクル分析値に反映される。

グループは、短期 生産をモデル化するために、シナリオベースのアプローチを採用した。



将来の生産ポテンシャルを把握するために低・中・高・ ・ つのシナリオから選択される。シ

ナリオは、生産計画の成熟度・製品開始時期から将来の成功率が異なっているため、 シナリオの条

件を評価し、 の統合シナリオと燃料シナリオの定義に最も近いシナリオを選択した。

シナリオは、 生産のインセンティブを示す。 は、陸上輸送燃料と同じ条件とし、

の生産にインセンティブを与え、 の中シナリオに最も近いものである。

シナリオは、より多くの政策が提供される。 の生産に排 をより多く利用できるようにす

るための技術進歩と陸上車両の電化により、 の利用可能性をさらに高める。この燃料シナ

リオで採用するのは、 の高シナリオである。

シナリオは、経済全体の脱炭素化と航空用低炭素燃料に対する大きなインセンティブ。この燃料シ

ナリオで採用するのは の シナリオが最適である。

このように つのシナリオを定義し、各シナリオの下で、予測燃料量が原料資源量を上回ることがな

いようチェックを行った上で、市場普及モデルを 年まで拡張した。

） 排 および大気 ベースの製造（ ）と必要電力量

排 と大気中 ベースの航空燃料の製造については原料制限と生産技術達成可能性という

特徴があり、 の作業では広範囲に評価されなかった。一方、経済全体の脱炭素化要因が、排

の利用可能性に影響するため考慮の必要がある。そこでアルゴンヌ国立研究所（ ）とマサチ

ューセッツ工科大学（ ）が、燃料分析を主導した。排 または大気 由来の燃料生産モデル

は、 水素製造技術、 回収技術（排 または大気 ）、 燃料変換技術をどう行うかで変

わる。以下では、各プロセスのモデル化について概説し、必要な電力需要の分析を行う。

 水素製造技術

水の電気分解による水素製造に着目した。電力供給源に応じて、コストとライフサイクル 排出量

をモデル化可能である。水素製造には下記に示すような電解技術が存在し、現在の普及率と拡張性を

考慮し、エネルギー変換効率 ％のプロトン交換膜（ ）電解槽と整合性のある仮定を用いた。



将来の生産ポテンシャルを把握するために低・中・高・ ・ つのシナリオから選択される。シ

ナリオは、生産計画の成熟度・製品開始時期から将来の成功率が異なっているため、 シナリオの条
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の生産にインセンティブを与え、 の中シナリオに最も近いものである。

シナリオは、より多くの政策が提供される。 の生産に排 をより多く利用できるようにす

るための技術進歩と陸上車両の電化により、 の利用可能性をさらに高める。この燃料シナ

リオで採用するのは、 の高シナリオである。

シナリオは、経済全体の脱炭素化と航空用低炭素燃料に対する大きなインセンティブ。この燃料シ

ナリオで採用するのは の シナリオが最適である。

このように つのシナリオを定義し、各シナリオの下で、予測燃料量が原料資源量を上回ることがな

いようチェックを行った上で、市場普及モデルを 年まで拡張した。

） 排 および大気 ベースの製造（ ）と必要電力量

排 と大気中 ベースの航空燃料の製造については原料制限と生産技術達成可能性という

特徴があり、 の作業では広範囲に評価されなかった。一方、経済全体の脱炭素化要因が、排

の利用可能性に影響するため考慮の必要がある。そこでアルゴンヌ国立研究所（ ）とマサチ

ューセッツ工科大学（ ）が、燃料分析を主導した。排 または大気 由来の燃料生産モデル

は、 水素製造技術、 回収技術（排 または大気 ）、 燃料変換技術をどう行うかで変

わる。以下では、各プロセスのモデル化について概説し、必要な電力需要の分析を行う。

 水素製造技術

水の電気分解による水素製造に着目した。電力供給源に応じて、コストとライフサイクル 排出量

をモデル化可能である。水素製造には下記に示すような電解技術が存在し、現在の普及率と拡張性を

考慮し、エネルギー変換効率 ％のプロトン交換膜（ ）電解槽と整合性のある仮定を用いた。

図 電解技術

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 回収技術（ ）

排 については、下記に示すような回収技術が利用可能であると想定される。吸収は、現在の技

術水準では、 回収に最も適した技術である。吸着法・膜法・低温法も 回収技術であり、研究

開発が進められており、 つの技術の組み合わせも 回収の選択肢である 。

図 排 の回収技術

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

分析ではエタノール・アンモニア・鉄鋼・セメント生産からの排 回収を考慮し、それぞれの排

に応じた回収技術を適用する。モデリングの前提条件は、下表の通り。 回収と燃料転換の

熱統合を仮定しており、鉄鋼とセメント生産工程における排 回収の天然ガス必要量を削減可能。



表 排 の 濃度、回収のための電力エネルギー等の概要

源 純度 濃度 回収技術 回収に要する

エネルギー

電力

と

天然ガス必要

量と熱統合

該当する燃料

シナリオ

エタノール 高

アンモニア 高

鉄鋼 中 化学吸収

セメント 中 化学吸収

大気 低 低温、化学吸収

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

大気中 は、捕捉技術を用いて直接大気回収（ ）により回収する。一般に、 プロセス

には つのタイプがある。一つは、数百℃の高温で、水酸化カルシウムや水酸化カリウムなどの吸着剤

に化学的に吸着させるプロセスである。もう一つは、アンミンで機能化した吸着剤を用いて 100℃程度

で処理する低温処理である。本検討ではプロセスに熱源の組み込みが可能であるため、低温 技

術に焦点を当てる。例えば、フィッシャー・トロプシュ転換プロセスは 200℃以上で廃熱を発生させるた

め、 プロセスの熱需要を部分的にカバーするために統合できる。これにより、 回収に必要な

追加エネルギー量を減少させることができ、排出量とコストを改善可能である。 からの 回収

のための電力需要は上述の通りである。

 混合率

と の燃料転換は、排 プロセス（ プロセスと同様）

か逆水性ガスシフト（ ）反応と組み合わせたフィッシャー・トロプシュ（ ）プロセスのいずれかで

ある。 では プロセスを想定し（ プロセスと比

較して、効率が高く、コストが低いため）、 と では、 を含む プロセスを選択した。

本分析で考慮したプロセスの仮定は以下の通り。

表 各燃料シナリオにおける燃料シェア

ジェット燃料

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

表 各燃料シナリオおよび各プロセスの ・ ・電力需要
需要 需要 電力需要

排

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 必要電力量

本項の技術は の回収・ の生産・変換などの主要な工程で電力が必要となり、下記に各シナ

リオの電力消費量をまとめた。電力需要はシナリオによって異なるのは、主に工程の想定が異なるため



表 排 の 濃度、回収のための電力エネルギー等の概要

源 純度 濃度 回収技術 回収に要する

エネルギー

電力

と

天然ガス必要

量と熱統合

該当する燃料

シナリオ

エタノール 高

アンモニア 高

鉄鋼 中 化学吸収

セメント 中 化学吸収

大気 低 低温、化学吸収

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月
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め、 プロセスの熱需要を部分的にカバーするために統合できる。これにより、 回収に必要な

追加エネルギー量を減少させることができ、排出量とコストを改善可能である。 からの 回収

のための電力需要は上述の通りである。

 混合率
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か逆水性ガスシフト（ ）反応と組み合わせたフィッシャー・トロプシュ（ ）プロセスのいずれかで

ある。 では プロセスを想定し（ プロセスと比

較して、効率が高く、コストが低いため）、 と では、 を含む プロセスを選択した。
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表 各燃料シナリオにおける燃料シェア

ジェット燃料
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表 各燃料シナリオおよび各プロセスの ・ ・電力需要
需要 需要 電力需要

排

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 必要電力量

本項の技術は の回収・ の生産・変換などの主要な工程で電力が必要となり、下記に各シナ

リオの電力消費量をまとめた。電力需要はシナリオによって異なるのは、主に工程の想定が異なるため

である。電解の電力需要は、 に比べて と で低くなっている。これは排

工程でより高い が必要になるためである。 回収については、 と は に比べて

電力需要が少ない。しかし、 と では、セメント生産プロセスや鉄鋼生産から低濃度の を回

収時に熱需要が高いため、天然ガス消費量（ （燃料））を考慮する必要がある。

表 各燃料シナリオの排 と大気 由来燃料生産のための電力需要 電力 燃料

–排 –排 –排 –

電解
回収

変換

合計

異なる 源からの 回収した場合電力需要の加重平均

出所 ICAO, “Report on the Feasibility of a Term Aspirational Goal, Appendix M5” ,2022 年 月

） の製造

のために、世界のジェット燃料サプライチェーンをモデル化するボトムアップアプローチと、

の つの導入シナリオを定義するトップダウンアプローチを開発した。

使用による排出量削減は、前述の通り低炭素電力使用・メタン漏れの抑制・関連ガスのフレア

の最小化・プロセス排ガスの炭素回収・低炭素水素の使用など 緩和技術やベストプラクティスの

実施により実現し、排出削減量は の炭素強度の削減閾値（ 未満）を

満たすプロセスについて算出される。

以下では、 つの燃料シナリオにおける 燃料生産量試算に使用したモデルと仮定を述べる。

 モデルと前提条件、方法論

世界の原油生産と石油精製における 排出量をモデル化し、排出量削減技術と実践を分析する

研究が存在し、 は、世界の の油田の炭素強度を評価した。

使用されたモデルは原油生産 排出推定法 で、原油生産の 排出評価ツールと

して知られ、該当論文は 年における原油生産の９８％の炭素強度の位置を特定し推計した。

（ ）は、

（ ）を用いて、世界の石油精製の炭素強度を分析している。これはボトム

アップ工学に基づくモデルで、原油の特性や製油所配置などのばらつきの影響を捉えるものである。こ

の つの研究の主な結果は次の図で表される。



図 世界油田ベース上流工程における炭素強度供給曲線 (Masnadi et. al., 2018) 
注）上流工程における異なるガス管理水準の結果として、世界炭素強度供給曲線が得られる。

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

図 世界精製ベース原油精製炭素強度供給曲線 (Jing et. al., 2020) 
出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月
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図 世界精製ベース原油精製炭素強度供給曲線 (Jing et. al., 2020) 
出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

図は全世界の精製構成と つの投資シナリオ 低 高投資シナリオ による排出削減を示す。

つ燃料シナリオの下で 生産量を決定する手順は、以下のとおりである。

 現在の世界のジェット燃料供給 （炭素強度）カーブ（ベースラインメリットカーブ（ ））の

平均 は〜 である。異なる技術プロセスの炭素強度を つのボトムアップモ

デルを用いて推計した。

 排出削減の可能性のある技術とベストプラクティスの特定。

 排出削減技術の適用と の再計算による最大達成可能緩和量（ ）の推計。こ

のステップで の最大達成可能量を計算。

 燃料シナリオに従った技術シナリオを開発。このステップで、シナリオ別の の実

現性を評価。

 各シナリオのテクノロジーマップを適用し、メリットカーブを算出。

 各シナリオのメリットカーブを反映し、 年、 年、 年の の導入量と

排出量削減量を決定。

 各技術の削減コストと 排出量削減への貢献度から、 生産の関連コストを推計。

 メリット曲線決定のアプローチ

の実現可能性を判断するためには、世界のジェット燃料生産の炭素集約度の認識が不可欠で

ある。これは各 排出削減技術は、地域の生産プロセス・市場力学・原料の入手可能性に応じて、

地域によって影響が異なるためである。

では、石油のサプライチェーン全体で 排出量に大き

なばらつきがあることを示されており、一次排出源をターゲットにすることで、 年までに ～

を削減できる可能性があり、 はこの削減実現の一助とな五可能性がある。

上記の論文とウッドマッケンジーの製油所シミュレーションモデルを用いて、世界の 以上の精製

所の 排出量をモデル化した。また の生産量・潜在的 排出削減量・コストのモデリン

グのベースラインとして、世界のジェット燃料 のメリットカーブを作成した。



図 3-18 世界ジェット燃料炭素強度メリット曲線推計 
出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

排出量のジェット燃料生産への配分は、 を用いて実施すると

の排出係数は とした。世界のジェット燃料の を分析した結果、平均で〜

となり、これはこれまで が設定している 排出削減量と一致している。

メリットプロットについて、世界のジェット燃料生産量を、Ｂ に従って分析した結果は上図の通り。

メリットプロットは、基準ケースとシナリオケースについて作成でき、ベータ確率分布関数を用いている。

 導入シナリオ別・技術別による排出削減量、シナリオ

削減技術やベストプラクティスに基づいて、各対策の最大の炭素原単位削減潜在量を決定して

いる。対策のリストと導入が推定される技術限界（ ）の評価は下記の通り。

に基づき、ボトムアップ・モデルの各要素に排出削減量を適用する。
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排出量のジェット燃料生産への配分は、 を用いて実施すると

の排出係数は とした。世界のジェット燃料の を分析した結果、平均で〜

となり、これはこれまで が設定している 排出削減量と一致している。

メリットプロットについて、世界のジェット燃料生産量を、Ｂ に従って分析した結果は上図の通り。

メリットプロットは、基準ケースとシナリオケースについて作成でき、ベータ確率分布関数を用いている。

 導入シナリオ別・技術別による排出削減量、シナリオ

削減技術やベストプラクティスに基づいて、各対策の最大の炭素原単位削減潜在量を決定して

いる。対策のリストと導入が推定される技術限界（ ）の評価は下記の通り。

に基づき、ボトムアップ・モデルの各要素に排出削減量を適用する。

図 3-19 GHG排出削減技術別の最大達成可能緩和量（MAM）（地域別内訳） 
※ 排出削減潜在量はボトムアップモデルを用いて決定される。技術の 値は地域によって異なる

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

のケースは、 、 、 シナリオに対応する高、中、低の つのケースと対応。（なお、各シナ

リオにおける世界全体の加重平均炭素原単位は、ジェット燃料生産全体。 の予測生産量は、各シ

ナリオのメリットカーブのうち、 の生産から使用までの炭素強度を示す部分として

決定される。）

表 ジェット燃料の平均炭素強度と削減効果

対策なしの参照ケース 最大限の緩和ケース 対策の強度別シナリオ

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



以下シナリオ別の削減技術と普及進捗率を下記表に示す。

表 燃料シナリオの下で に実施される 排出削減対策

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

の各 排出削減対策が、各燃料シナリオ下でどのようにモデル化されるかを示す。技術

展開係数（ ）は、各燃料シナリオの野心と障壁、及び各技術の実現可能性を表す。

表 シナリオ別の 排出削減技術の展開状況 技術展開係数 で説明

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

シナリオメリットカーブは、各シナリオでの の予測生産量を決定するために使用され、

年、 年、 年で適用する。実際の市場と量を予測する上での限界に注意が必要である。



以下シナリオ別の削減技術と普及進捗率を下記表に示す。

表 燃料シナリオの下で に実施される 排出削減対策

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

の各 排出削減対策が、各燃料シナリオ下でどのようにモデル化されるかを示す。技術

展開係数（ ）は、各燃料シナリオの野心と障壁、及び各技術の実現可能性を表す。

表 シナリオ別の 排出削減技術の展開状況 技術展開係数 で説明
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シナリオメリットカーブは、各シナリオでの の予測生産量を決定するために使用され、

年、 年、 年で適用する。実際の市場と量を予測する上での限界に注意が必要である。

） 非ドロップ燃料 の製造

電気分解を用いた水素製造のモデリング行い、具体的な電解プロセスは定義されていないが、

電解と整合的な のエネルギー効率を仮定した。

水素の液化は、 に概説されているように、著しい技術的進歩

を前提とし、電力需要が 年に 、 年に に削減できると仮定する。

パイプライン輸送によるガス状水素の輸送のための電力需要は、アルゴンヌ国立研究所による

モデルを使って評価した（ ）。その結果、流量

、距離 の場合、圧縮機ステーションを稼働させるための電力は 。

表 生産と輸送に必要電力量 電力

工程名

電力

液化

輸送

合計

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

） ライフサイクル の算出法（ ）

各燃料カテゴリにおけるライフサイクル（ ）の算出方法を記載する。燃料別に生産から使用まで

（ ）の 分析を行った。

 バイオマス 固体 液体廃棄物ベースの製造

将来のバイオマス及び固体 液体廃棄物ベースの の 値変化をモデル化するために

感度分析を活用した。これは将来、被覆作物が増加した場合や、生産に対する再エネ効果が高まった場

合等環境変化の生産への影響を試算したものである。両パターンとも燃料シナリオ定義に含まれており、

影響を統合した。それぞれのシナリオ別に普及度合い・重みづけ係数を割り当て、 値の 削

減に寄与すると仮定した。具体的には下記の通りである。

表 の 排出要因の普及の程度 
普及の程度 重みづけ係数（ ）

なし

制限的

中程度

高程度

全て

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

また、普及の程度を表す を 年、 年、 年に割り当て、普及の程度に応

じた重みづけを 排出要因に適用した。 排出要因は が示した通りで、対応するシナリオ

の 値に追加した。



表 排出要因の普及程度 燃料シナリオへの割り当て 
要因 シナリオ シナリオ シナリオ

普及 制限的 中 中 中 高 全て 高 高 全て

普及 制限的 中 中 中 高 高 中 高 全て

注） 被覆作物、 再生可能エネルギー、 重みづけ係数を意味する。

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

表 における 生産の 排出要因の変動

シナリオ 被覆作物 再生可能エネルギー

中

（高）

（高＋）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

表 における の 基準値（各シナリオ）

シナリオ 年 基準値
（ ）

年 基準値
（ ）

中

（高）

（高＋）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 排 および大気 ベースの製造

排 と大気 ベースの は、 アプローチで処理し、バイオマス起源・排

起源・ 由来の大気 起源の原料を生むための排出はゼロに設定した。

燃料生産過程では、電力が最大要因であり、電力生産の 原単位を考慮することが重要である。

発電による排出は スタンダードのライフサイクル分析に従っている。既存の研究で、 排出係

数を風力エネルギーは 、太陽光エネルギーは として

いる。排出係数はそれぞれ、 、 と 年に向けて半

減すると想定している。

さらに、系統電力の 排出係数の世界平均を使って感度分析を行った。これは燃料生産に必要

な全ての電力が系統から調達される場合である。系統電力の排出原単位はシナリオ別に想定され時間

軸が進むほど低下する。下図に示す通り、世界平均系統電力の排出曲線を描くために、シナリオ別に異

なる電源の発電排出係数が適用される。
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排 と大気 ベースの は、 アプローチで処理し、バイオマス起源・排

起源・ 由来の大気 起源の原料を生むための排出はゼロに設定した。

燃料生産過程では、電力が最大要因であり、電力生産の 原単位を考慮することが重要である。

発電による排出は スタンダードのライフサイクル分析に従っている。既存の研究で、 排出係

数を風力エネルギーは 、太陽光エネルギーは として

いる。排出係数はそれぞれ、 、 と 年に向けて半

減すると想定している。

さらに、系統電力の 排出係数の世界平均を使って感度分析を行った。これは燃料生産に必要

な全ての電力が系統から調達される場合である。系統電力の排出原単位はシナリオ別に想定され時間
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なる電源の発電排出係数が適用される。

図 グリッド炭素強度の軌跡. シナリオはグリッドの脱炭素化についての IEAシナリオに対応する（F1: 
IEA STEPS, F2: IEA SDS, F3: IEA NZE) 

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

（ ） 統合シナリオを踏まえた燃料製造量

） 統合シナリオ別の燃料種導入優先順位

潜在的燃料利用可能量を決定するため、各燃料カテゴリの予測燃料量を燃料シナリオ 、 、

に従って組み合わせた。これは と の予測生産量が予測航空燃料需要を上回るよう調整し

た結果である。燃料の優先順位付けは、燃料の実現可能性を考慮し、下記の通りとした。

は、低コストの 削減を優先し、燃料は最小販売価格（ ） で順序付けた。

は、費用対効果の高い 削減を優先し、限界回避コスト で順序付けた。

は、 削減量の最大化を優先し、燃料の 値 で、順序付けた。

残りの予想される航空燃料の需要は、従来のジェット燃料を使用した。

表 各燃料シナリオの燃料導入優先順位付け

最小販売価格 限界排出回避コ

スト

（ ）

（ ）

排

排 ～ 排

注） は大気中 由来の を意味し、 ・ では考慮されない。

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



） 交通量制約条件なし潜在燃料量

 バイオマス 固体 液体廃棄物ベースの製造

バイオマスや固形・液体廃棄物の の潜在的生産量は、下記の通り。 生産市場

普及モデルを用いて、 年までの 潜在燃料生産量を予測したものである。 燃料シナリ

オ ・ ・ は、 シナリオと整合し、順に中位・高位・高位 とした。（電力や水の制約は、

バイオマスや固形・液体廃棄物から を製造する制限要因とみなされない。）

表 制約のない バイオマスと固体 液体廃棄物の予測燃料量（ 年～ 年）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

図 制約のない バイオマスと固体 液体廃棄物潜在的燃料量（ 年～ 年）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 排 および大気 ベースの製造

排 や大気中の を変換して生産する燃料の制約のない場合の潜在生産量は下記の通り。

では、エタノールとアンモニアからの排 のみを考慮。 年以降に最大 の生
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 排 および大気 ベースの製造

排 や大気中の を変換して生産する燃料の制約のない場合の潜在生産量は下記の通り。

では、エタノールとアンモニアからの排 のみを考慮。 年以降に最大 の生

産が可能である。

では、鉄鋼とセメント工場の利用を追加することで、 年には 〜 までスケール

アップが可能である。

では、排 と大気中 を活用した燃料製造の組み合わせでは、 に達する。こ

れは、 の利用可能性が拡大し、 使用が増加するため、排 が減少する。

シナリオと評価期間において、 資源か再エネ電力かによって制約要因が異なる。下記に制約条
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表 制約のない場合の 排 大気 予測燃料量（ 年～ 年）
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図 制約のない場合の排 大気 を原料とする の潜在燃料量（ 年～

年）

注） は廃棄物由来の からの 、 は大気中の を原料とする

（直接空気捕捉方式）を示す。

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



図 電力もしくは 源に制約がある場合の潜在的 生産量

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

 

制約のない場合の の予測生産量は下記の通り。この 燃料シナリオの低・中・高は、

・ ・ シナリオに対応する。炭素強度が 未満のシナリオメリットカーブに相当する重

量分率を適用し、予測ジェット燃料消費量全体から導出する。高（ ）シナリオの は、 年

までに最大 年に達する可能性がある。

表 制約のない場合の の予測燃料量 （ 年～ 年）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月
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図 制約のない場合の 潜在的燃料量（ 年～ 年）
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 非ドロップ燃料

上述の通り、分析は燃料生産が液体水素導入を制約すると想定していない。その代わりに、燃料の入

手可能性に制限されない での水素航空機を導入した場合の燃料需要を分析した。下記は、 の

需要推計である。モデルとデータベースグループ（ ）が予測する水素需要は、水素航空機の

就航を反映して 年に始まり、 年には年間 にまで増加する。

図 シナリオにおける 航空機のための 必要量

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



） 交通量予測による制約条件あり燃料製造量

既に述べたように、潜在的な燃料量は、 統合によって 予測航空燃料需要の制約を受け、

予測需要量を超えることはない。 は ・ ・ の つの交通量予測を行い、 は

モデル化した各燃料シナリオの技術や運用の改善と統合した。これによって、燃料シナリオ ・ ・

にそれぞれ つの交通量予測、合計 つのシナリオが確立され、これらによる燃料導入量を試算されて

いる。本報告書においては交通量中位ケースを以降の分析で採用しているため、下記には該当ケース

のみを記載する。なおグラフにおける、 は、水素需要で置き換えられたジェット燃料で示され、液体

水素の量ではない。

下記の つのグラフは、中交通量予測における燃料量の組み合わせ結果を表示したものである。

下記上図は、 の燃料カテゴリ別の将来燃料供給量の内訳である。 では、従来のジェット燃料、

バイオマス・固体・液体廃棄物由来 、排 ２ 、 が含まれる。 年には、従来の

ジェット燃料が国際ジェット燃料需要の約 分の２を占め、残りを と が供給する。

年には、従来のジェット燃料が国際ジェット燃料需要のおよそ半分を占め、残りを と が供

給する。 は、ほとんどがバイオマスや固形・液体廃棄物から製造される で賄われる。

下記中段は、 での将来の燃料供給量の燃料分類別内訳である。 では、従来のジェット燃料、

バイオマス・固形・液体廃棄物からの 、排 からの 、 が含まれている。 年に

は、 と が国際ジェット燃料需要の ％を占め、およそ が 、約 が

で賄われる。 年には、バイオマスや固形・液体廃棄物から作られる は、国際ジェット燃料需

要の約 を占める。およそ 分の は排 由来の で賄われる。 は国際ジェット燃

料需要全体の約 ％に減少する。

下記下段は、 における燃料カテゴリ別の将来燃料供給の内訳を示したものである。 では、従来

のジェット燃料、 、バイオマス・固体・液体廃棄物からの 、排 からの 、大気中の

から 、そして が含まれる。 年には、 は大気中 由来の を含めて

国際ジェット燃料需要の ％を占め、残りは が供給する。 年には、 は大気中

由来の を含めて、国際的なジェット燃料需要の約 を供給する。大気中の 由来の

と が、それぞれ約 、約 を供給する。
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下記下段は、 における燃料カテゴリ別の将来燃料供給の内訳を示したものである。 では、従来
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図 交通需要が中位の場合の燃料量予測

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月



下表は各燃料種の詳細である。

表 交通量中位ケースの燃料量予測（国際線シェア・各燃料の 値・燃料ミックス）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

（ ） ライフサイクル 排出削減量

次に、ライフサイクル 排出分析の結果を示す。燃料カテゴリの 値をそれぞれの制約燃料

量と組み合わせて、燃料ミックスの 値の加重平均を反映し、この値を用いて、 年、 年、

年における各燃料シナリオ（ 、 、 ）の排出量削減係数を決定し、従来ジェット燃料からの

削減量を算定した。

） バイオマス 固体 液体廃棄物ベースの製造

バイオマス燃料と固体 液体廃棄物燃料ベースの 値は下記の通り。
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バイオマス燃料と固体 液体廃棄物燃料ベースの 値は下記の通り。

表 バイオマスと固体 液体廃棄物 ライフサイクル値

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

） 排 および大気 ベースの製造

大気中 又は排 から製造されたドロップイン燃料のライフサイクル 排出量推計は下

記の通り。既述の前提から、再エネ電力のみで製造する場合と、平均的な系統電力で製造する場合に

ついて示した。その結果、低炭素電力を使用した場合、系統電力の大部分が脱炭素化した場合にのみ、

検討対象の燃料は従来のジェット燃料よりも 排出量が少なくなることが示された。

図 生産の排出量推計（排 上段 中央 または大気中 下段 ）

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

） 

の生産から使用までの炭素強度は と仮定した。この値は、

の分析のために一定であると仮定され、評価対象期間中に変化しない。



） ノンドロップ燃料

生産モデルと仮定に基づき、 生産に伴う 排出量を経時的に算出した。結果は、太陽

光発電と風力発電、および世界平均のグリッド電力を使用して生産された の両方で示されている。

節で説明したグリッドシナリオに従った。 その結果を図 に示す。

図 シナリオの 生産におけるライフサイクル 排出

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

） ～ を踏まえた排出削減量

ジェット燃料の代替供給シナリオが将来の 排出量に与える影響を示すために、それぞれの燃料

シナリオて、排出削減率を計算した。（ ）

ここで、 は燃料ミックスのライフサイクル排出値、 は従来のジェット燃料のベースライ

ンのライフサイクル排出値＝ である。下表は各燃料シナリオ（ ， ， ） における混

合燃料の排出削減率をまとめたものである．

表 予測交通需要が中位の場合の排出削減率

出所 ICAO, “ ” ,2022 年 月

燃料の改善による全体の 排出量削減量は、ベースラインの従来型ジェット燃料のライフ

サイクル値 から、特定の時間軸とシナリオにおける燃料ミックスのライフサイクル値を

差し引き、国際的な燃料消費量に乗じることで、 排出削減量を算出する。以下の表に示す。
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図 第 回 総会決議における脱炭素化目標

出所）国土交通省航空局資料（ ）

第 回 総会の決議の概要は以下のとおりであり、各国の貢献のあり方が問われている内容

となっている。

第 回 総会決議の概要

⚫ また、 及びその加盟国は、個々の国に特定の義務を帰属させることなく、関係機関と

ともに、 年以降の国際航空からの世界の正味炭素排出量を同じレベルに保つという、中

期的な世界的・野心的な目標（ ）の達成に向けて

努力することを、特に以下に配慮し決議する。

◼ 各国の特別な状況と能力（

）、特に発展途上国

◼ 航空市場の成熟度

◼ 国際航空産業の持続可能な成長

◼ 以下のパラグラフ の長期的な世界的野心的な目標を認識しつつ、低排出技術及び燃料

並びにその他の緩和措置が開発及び展開されるまで、国際航空交通の予想される増加に

より排出量が増加する可能性があること

⚫ さらに、 及びその加盟国は、上記パラ の中期的世界的願望目標に加えて、パリ協

定の気温目標を支持し、 年までに炭素排出量を正味ゼロとする国際航空に関する

（ ）の達成に向けて努力するた

めに協力することが奨励されることを決議する。その際、以下の各国の特別な状況と能力

（ ）が、各国の自国の



タイムフレーム内で に貢献する能力を示すことを認識。

◼ 開発のレベル

◼ 航空市場の成熟度

◼ 国際航空の持続可能な成長

◼ 公正な移行

◼ 航空輸送開発の国家的優先事項

⚫ は、集団的な世界的野心的な目標であり、排出削減目標という形での特定の義務や

コミットメントを個々の国に帰するものではないことを認識しつつ、各国に対し、社会的、経済

的及び環境的に持続可能な方法で、かつ、各国の状況に応じて、目標の達成に貢献するよう

要請する。

⚫ 理事会に対し、以下を通じて、 の達成に向けた措置バスケットのすべての要素の実

施の進捗状況を定期的に監視するよう要請する。

◼ ・ ビジョンのレビュー

◼ 気候変動が国際航空、地域及び国、特に開発途上国に与える 排出削減及びコスト

への影響

◼ セクターの発展への影響

◼ を達成するための努力のコスト影響の更なる評価

◼ 国際航空 排出削減のための国家行動計画からの情報の監視

◼ 実装の手段

⚫ この目的のために、理事会は進捗状況を監視するために必要な方法論を検討し、 総会

の将来のセッションに報告する。
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 シナリオ分析のアップデート

を踏まえ、 年度にとりまとめた「航空分野の長期的な排出削減対策見通し」をアップデートし

た。具体的には、航空技術、運航技術の導入時期や導入見通しについて、 報告書を踏襲して各

種パラメータを更新した。また、輸入 及び の供給見通しや水素航空機における水素の需要

については、国内の供給計画との比較を行うとともに、ライフサイクル を踏まえて 排出に反

映した。

 排出削減対策見通しアップデートの全体像

排出削減対策見通しの枠組み、 年度調査からの主な変更点を示す。

（ ） 枠組み

対象範囲：本邦航空会社の国内線及び国際線（外国発含む）

対象年次： ～ 年

推計手法： 年度調査で構築したフレームワーク（図 ）

前提条件： 年度調査の前提条件を基本に、 を踏まえて一部見直し

削減対策：航空技術は ケース（ ）、運航技術は ケース（ ）、燃料は ケース

（ ）、統合シナリオは全組み合わせの ケース

図 排出削減対策見通し推計手法

出所）三菱総合研究所「令和３年度航空分野における 排出削減方策に関する調査研究（長期目標調査）補助業務報告書」

（ ）に基づき作成

航空技術シナリオ
機種別年次別燃費削減率

航空技術・運航技術による
CO2削減量

航空需要シナリオ
年次別航空需要成長率

運航技術シナリオ
年次別燃費削減率

燃料シナリオ
内地給油SAFポテンシャル
外地給油SAFポテンシャル

炭素強度削減率

SAFによるCO2削減量
（内地給油分・外地給油分）

ベースラインの
燃料消費量・CO2排出量

対策後
CO2排出量残余分

本邦航空会社の機体リスト 機体諸元：最大離陸重量
運航条件：平均飛行距離
稼働条件：年間飛行回数

燃費推計モデル
現在の

燃料消費量・CO2排出量



） 対象範囲

本推計の対象範囲は、本邦航空会社の国内線及び国際線（外国発含む）とした。なお、各種検討の参

考とした は世界全体の国際線、 は世界全体の国内線・国際

線を対象としており、推計対象範囲が異なる点に留意が必要である。

表 推計対象範囲

本推計 国内線（日本）：本邦航空会社（定期便のみ）
国際線（日本）：本邦航空会社のみ（外国発含む）

参考 ： 世界全体の国際線

参考 ： 世界全体の国内線・国際線

出所） 「 」（ ），

閲覧

出所） 「 」

閲覧

） 対象年次

本推計の対象年次は、 ～ 年とした。

国土交通省では、 年～ 年を見据えた航空分野における脱炭素化推進目標（図 ）を

策定しており、短中期（ 年）、長期（ 年）が本調査研究の主要なターゲットとなる。加えて、長

期の目標、対策を検討する上では、その時点を通過点とするその先の傾向を把握しておくことも必要と

考え、超長期（ 年）までを検討対象とした。

図 わが国の航空脱炭素化推進目標

出所）国土交通省航空局「航空脱炭素化推進基本方針（概要）」（ ）

閲覧

） 推計手法

年度調査で構築した排出削減対策見通し推計手法に係るフレームワーク（図 ）を適用した。

推計手法の大まかな流れは、まず無対策の場合（ベースライン）の 排出量を推計し、次に各対策を

講じた時の 排出削減量並びに 排出量残余分を推計する流れとした。

 無対策の場合（ベースライン）の 排出量の推計

まず、現在の本邦航空会社の機体リストと、 年度調査で構築した燃料消費量推計モデルから、

現在の燃料消費量および 排出量を算出する。次に、航空需要シナリオに基づく年次別航空需要

成長率を乗じることで、将来ベースラインの燃料消費量・ 排出量を算出する。



） 対象範囲

本推計の対象範囲は、本邦航空会社の国内線及び国際線（外国発含む）とした。なお、各種検討の参

考とした は世界全体の国際線、 は世界全体の国内線・国際

線を対象としており、推計対象範囲が異なる点に留意が必要である。

表 推計対象範囲

本推計 国内線（日本）：本邦航空会社（定期便のみ）
国際線（日本）：本邦航空会社のみ（外国発含む）

参考 ： 世界全体の国際線

参考 ： 世界全体の国内線・国際線

出所） 「 」（ ），

閲覧

出所） 「 」

閲覧

） 対象年次

本推計の対象年次は、 ～ 年とした。

国土交通省では、 年～ 年を見据えた航空分野における脱炭素化推進目標（図 ）を

策定しており、短中期（ 年）、長期（ 年）が本調査研究の主要なターゲットとなる。加えて、長

期の目標、対策を検討する上では、その時点を通過点とするその先の傾向を把握しておくことも必要と

考え、超長期（ 年）までを検討対象とした。

図 わが国の航空脱炭素化推進目標

出所）国土交通省航空局「航空脱炭素化推進基本方針（概要）」（ ）

閲覧

） 推計手法

年度調査で構築した排出削減対策見通し推計手法に係るフレームワーク（図 ）を適用した。

推計手法の大まかな流れは、まず無対策の場合（ベースライン）の 排出量を推計し、次に各対策を

講じた時の 排出削減量並びに 排出量残余分を推計する流れとした。

 無対策の場合（ベースライン）の 排出量の推計

まず、現在の本邦航空会社の機体リストと、 年度調査で構築した燃料消費量推計モデルから、

現在の燃料消費量および 排出量を算出する。次に、航空需要シナリオに基づく年次別航空需要

成長率を乗じることで、将来ベースラインの燃料消費量・ 排出量を算出する。

＜推計手順＞

⚫ 本邦航空会社の機体諸元／運航条件／稼働条件の作成

⚫ 燃料消費量推計モデルに基づく現在の燃料消費量・ 排出量の算出

⚫ 航空需要シナリオ（年次別航空需要成長率）の作成

⚫ ベースラインの燃料消費量・ 排出量

 各対策を講じた時の 排出削減量並びに 排出量残余分の推計

将来ベースラインの 排出量を基準に、まず、航空技術シナリオに基づく機種別年次別燃費削減

率と、運航技術シナリオに基づく年次別燃費削減率から、航空技術・運航技術による 排出削減量

を算出する。次に、燃料シナリオに基づく内地給油 ポテンシャルおよび外地給油 ポテンシャ

ルと、航空技術・運航技術対策後の燃料消費量から、内地給油・外地給油それぞれの 使用量を算

出し、 の炭素強度削減率を乗じることで による 削減量を算出する。最後に、ベースラ

インの 排出量から、各対策を講じた時の 排出削減量を減じて、残った分を 排出量残

余分として算出する。

＜推計手順＞

⚫ 航空技術シナリオ（機種別年次別燃費削減率）の作成

⚫ 運航技術シナリオ（年次別燃費削減率）の作成

⚫ 航空技術・運航技術による 削減量の算出

⚫ 燃料シナリオ（国内給油 ポテンシャル／外地給油 ポテンシャル／炭素強度削減率）

の作成

⚫ による 削減量（国内給油分・外地給油分）の算出

⚫ 対策後 排出量残余分の算出

） 前提条件

年度調査の前提条件を基本に、航空需要シナリオ、航空技術シナリオ、運航技術シナリオ、燃

料シナリオについて、 等を踏まえて一部見直しを行った。

） 削減対策

航空技術は ケース（ ）、運航技術は ケース（ ）、燃料は ケース（ ）、統合

シナリオは全組み合わせの ケースを設定した。なお、各削減対策のケースの大まかな考え方（下位、

中位、上位という幅のあるケース設定）およびケース数、統合シナリオのケース数は 年度調査を

踏襲しているものの、具体的なケースの考え方、設定値等は一部見直しを行っている点に留意が必要

である。

（ ） 年度調査からの主な変更点

年度調査で構築したフレームワークを活かし、 を踏まえて、各種シナリオの一部



見直しを行った。 年度調査からの主な変更点は以下の通りである。

＜主な変更点（ 年度調査→ 年度本調査）＞

⚫ 航空需要シナリオの見直し

◼ に基づき、長期（ ～）の航空需要成長率を再設定

⚫ 航空技術シナリオの見直し

◼ に基づき、機材タイプ別 等 の新技術導入、導入時期、普及率に

基づく年次別燃費改善率を再設定

⚫ 運航技術シナリオの見直し

◼ に基づき、各種施策による燃費削減率・普及率を踏まえ超長期（ ～）

の燃費改善率を再設定

⚫ 燃料シナリオの見直し

◼ に基づき、 ・水素原料の合成燃料（ ）、大気中 直接回収

（ ）、輸入 、低炭素化石燃料 、水素の供給ポテンシャル、種別炭素強度

削減率を再設定

 シナリオ・前提条件

無対策の場合（ベースライン）の 排出量、各対策を講じた時の 排出削減量並びに

排出量残余分の推計に必要となるシナリオ・前提条件について、燃料消費量推計モデル、本邦航空会社

の機体諸元／運航条件／稼働条件、航空需要シナリオ、航空技術シナリオ、運航技術シナリオ、燃料シ

ナリオの順で設定した。

 燃料消費量推計モデル

燃料消費量推計モデルは、本邦航空会社が保有する航空機の燃料消費量を算出するために、

年度調査で構築されたモデルである。本モデルに、本邦航空会社保有航空機の機体リスト、機体諸元、

運航条件、稼働条件を入力すると、本邦航空会社全体の年間燃料消費量が出力される。燃料消費量推

計モデルの概要を以下に示す。なお、モデル構築に係る検討プロセス、使用データ、パラメータ推定結果

等の詳細については、 年度調査報告書を参照されたい。

＜モデル式＞

本邦航空会社全体の年間燃料消費量（FUEL） ℓ 年 は、式 により、機体 a の年間燃料消費量
（FUELa） ℓ 年 を全機体分積み上げることにより算出する。

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = ∑ 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎 （式 ）
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計モデルの概要を以下に示す。なお、モデル構築に係る検討プロセス、使用データ、パラメータ推定結果

等の詳細については、 年度調査報告書を参照されたい。

＜モデル式＞

本邦航空会社全体の年間燃料消費量（FUEL） ℓ 年 は、式 により、機体 a の年間燃料消費量
（FUELa） ℓ 年 を全機体分積み上げることにより算出する。

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = ∑ 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎 （式 ）

機体 a の年間燃料消費量（FUELa） ℓ 年 は、式 により、国際線・国内線別に設定される係数（kn）
（国内線：kd＝ ／国際線：ki＝ ）※、機体 aの最大離陸重量（MTOWa） 機 、機体 aの平均運
航距離（DISTa） 回 （空港間の直線距離）、機体 a の年間運航回数（FLYa） 回 年 を乗じることに

より算出する。

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎 = 𝑘𝑘𝑛𝑛 × (𝑒𝑒0.424 × 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑎𝑎
0.888 × 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑀𝑀𝑎𝑎0.72 × 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎) （式 ）

※kn は、本来的には離陸重量と最大離陸重量の比率を表す指標であるが、実際にはモデルの推定誤差も影響しており、実際の離陸重
量と最大離陸重量の比率よりも小さな値になっていると考えられる。

 本邦航空会社の機体リスト／機体諸元／運航条件／稼働条件

燃料消費量算出の前提条件となる現在の本邦航空会社の機体リスト、機体諸元、運航条件、稼働条

件を設定した（表 ）。ここでの設定値は、すべて 年度調査における設定を踏襲している。

（ ） 機体リスト
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（ ） 機体諸元（最大離陸重量）

機体諸元として、本邦航空会社の際内・機種別の最大離陸重量 を 時刻表（２０１９年）に基づ

き設定した。なお、同一の際内・機種分類であっても最大離陸重量の異なる機体が存在する。そのため、

平均値の算出に当たっては 時刻表（２０１９年）による機体別の年間運航回数を重みとする加重平

均値として算出した。

（ ） 運航条件（平均運航距離）

運航条件として、本邦航空会社の際内・機種別の平均運航距離 を 時刻表（２０１９年）に
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に基づき設定した。
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原典）機種名・機数は「 」（ 年 月末時点） 閲覧

最大離陸重量、平均運航回数、年間運航回数は、 時刻表（ 年）

出所）三菱総合研究所「令和３年度航空分野における 排出削減方策に関する調査研究（長期目標調査）補助業務報告書」
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合計
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率を設定した（表 、表 、図 ）。

表 航空需要シナリオ

～ ～ ～

国内旅客 ① ②交通政策審
議会航空分科
会第 回基本
政策部会に基づ
く想定

③横ばい

国際旅客 ④第 回「航空
機運航分野にお
ける 削減
に関する検討
会」に基づく想
定

⑤ 年の成長率を基準に、 年以降
の （中位）による年平均成長率鈍化を
反映し、 年 、 年

、 年 、 年
で設定。

国際貨物 ⑥ 年
（ の中
位シナリオ）

⑦ 年の成長率を基準に、 年以降
の （中位）による年平均成長率鈍化を
反映し、 年以降の （中位）年平
均成長率の鈍化を加算して設定。具体的には、

年 、 年 、
年 、 年 で設定。

備考 年度調査から変更なし に基づき 年度調査よりも長期
の航空需要成長率鈍化を反映

図 航空需要想定

表 航空需要想定

年
比

国内 国際旅客 国際貨物

航空需要 RPK,ATK（2019年比） 年平均成長率（%）

中位 国内

国際旅客

国際貨物



） 国内旅客

コロナ禍の影響が見込まれる ～ 年は （ ）が示したシナリオ に基づき需要伸

び率を設定した（①）。 年から 年までは、交通政策審議会航空分科会第 回基本政策部

会（ ） の資料 における需要予測を元とした数値とし（②）、 年以降は需要を横ばいとした

（③）。

⚫ 国内旅客 ： 年比で 年 、 年 、 年

） 国際旅客

コロナ禍の影響が見込まれる ～ 年は国内旅客と同様に （ ）が示したシナリ

オ に基づき需要伸び率を設定した（①）。 年から 年までは、第 回「航空機運航分野に

おける 削減に関する検討会」（ ） での 年 導入量試算のために用いられている

前提条件 を用い（④）、 年以降は、④による 年の成長率を基準に、 年以降の

（中位）による年平均成長率鈍化を反映し、 年 、 年 、

年 、 年 で設定した（⑤）。

⚫ 国際旅客 ： 年比で 年 、 年 、 年

） 国際貨物

貨物に関しては、旅客ほどコロナ禍の影響を受けていないことから、 年から 年までは

（ ）の年平均成長率 を適用することとし（⑥）、 年以降は、⑥

による 年の成長率を基準に、 年以降の （中位）による年平均成長率鈍

化を反映し、 年以降の （中位）年平均成長率の鈍化を加算して設定した（⑦）。具

体的には、 年 、 年 、 年 、 年 とした。

⚫ 国際貨物 ： 年比で 年 、 年 、 年

） 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ 短中期（～ ）は変更なし

⚫ 長期（ ～）は国際線の成長率鈍化を反映（下方修正）

「 」（ ）

国土交通省、 平成 年 月開催
国土交通省航空局、「航空分野における 削減に向けたアプローチ毎の取組の方向性」、 年６月 と同様

による 地域（日本が含まれる。）と他のエリアとの往来の各成長率（推計）を 時刻表（ 年）の

日本発着の方面別席キロシェアに対して適用
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表 参考：航空需要想定（ 年度調査）

注）網掛けは今年度変更した箇所

（ ） ベースラインの 排出量

の燃料消費量推計モデルに、 で設定した本邦航空会社の機体リスト／機体諸元／運航

条件／稼働条件を入力することで、 年現在の国内旅客、国際旅客、国際貨物別かつ機種別の燃

料消費量を算出し、そこに （ ）の年次別航空需要成長率を乗じることで、将来の年次別燃料消費

量を算出した。また、年次別燃料消費量に、ジェット燃料の比重 ℓ及び における排出

係数 を乗じて、 排出量に換算した。

その結果、ベースラインの 排出量は、図 、表 の通り算出された。 年時点の

排出量は、国内旅客機で約 万 、国際旅客機で約 万ｔ 国際貨物機で

約 万 、合計で 万 （ 年比約 倍）と推計された。

⚫ 国内旅客機 ： 年 年 年 万

⚫ 国際旅客機 ： 年 年 年 万

⚫ 国際貨物機 ： 年 年 年 万

⚫ 合計 ： 年 年 年 万

年
比

国内 国際旅客 国際貨物

航空需要 RPK,ATK（2019年比） 年平均成長率（%）

中位 国内

国際旅客

国際貨物



図 ベースラインの 排出量見通し（本調査）

表 ベースラインの 排出量見通し（本調査）

図 参考：ベースラインの 排出量見通し（ 年度調査）
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ベース 国内

国際旅客

国際貨物

合計

排
出

量
万

国内 国際旅客 国際貨物

CO2排出量（万t-CO2） 年平均成長率（%）

ベース 国内

国際旅客

国際貨物

合計



図 ベースラインの 排出量見通し（本調査）

表 ベースラインの 排出量見通し（本調査）

図 参考：ベースラインの 排出量見通し（ 年度調査）

表 参考：ベースラインの 排出量見通し（ 年度調査）

注）網掛けは今年度変更した箇所

排
出

量
万

国内 国際旅客 国際貨物

CO2排出量（万t-CO2） 年平均成長率（%）

ベース 国内

国際旅客

国際貨物

合計

排
出

量
万

国内 国際旅客 国際貨物

CO2排出量（万t-CO2） 年平均成長率（%）

ベース 国内

国際旅客

国際貨物

合計

 航空技術シナリオ

航空技術シナリオとして、 つの機材タイプ別の年次別燃料効率を設定し、航空技術による燃料消費

削減量および 排出削減量を算出した。

（ ） 航空技術シナリオの枠組み

） 航空技術シナリオ（ 、 、 ）

では、統合シナリオ（ 、 、 ）との整合を図るために つの航空技術シナリオ

（ 、 、 ）が開発されている。 では、従来技術とドロップイン燃料を

用いた先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）が評価されている。また、従来技術やドロップイン

燃料を用いた の先に、 つの重複する先進コンセプト機（ ）が検討されている。 は、

代替アーキテクチャの機体および推進力（従来型またはドロップイン燃料を使用）を代表するものであり、

は、代替アーキテクチャの機体の変更有無にかかわらず、非ドロップイン燃料の使用を特徴と

する先進機体および先進推進力を代表するものである。

＜ における つの航空技術シナリオ＞

⚫ ：先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）

⚫ ：先進コンセプト航空機（ ）、ドロップイン燃料（ 機等）

⚫ ：先進コンセプト航空機（ ）、非ドロップイン燃料（電動航空機・水素航空機等）

 

では、従来型の航空機アーキテクチャの性能または能力の大幅な漸増的改善を特徴とする

先進チューブ・アンド・ウィング航空機（ ）が、ドロップイン燃料に適合し、新技術ではなく、航空機設

計により運用効率を改善する。

 

では、性能や能力の革新的改善を特徴とする先進コンセプト航空機（ ）が、現在支配

的な航空機アーキテクチャを置き換え、機体、推進、または組み合わせレベルでのアーキテクチャ 構成

の大幅な変更を引き起こす。

 

では、性能や能力の革新的改善を特徴とする先進コンセプト航空機（ ）が、現在支配

的な推進力アーキテクチャを非ドロップイン燃料（電動航空機・素航空機等）に置き換え、空港とその周

辺で大規模なインフラ変更も含めて大きなシステム変更を引き起こす。

） 統合シナリオ（ 、 、 ）

の統合シナリオ（ 、 、 ）では、 つの航空技術シナリオ（ 、



、 ）の組み合わせが考慮されている。 では、 のみを考慮しているが、

では、 に加えて を、ＩＳ３では、 、 に加えて を考慮し

ている。航空技術シナリオ毎の燃料効率は共通の設定となっているが、その構成率を表す市場シェアは

統合シナリオ（ 、 、 ）別に異なる設定となっている。

本調査では の統合シナリオ（ 、 、 ）に相当する航空技術シナリオをそれぞ

れ 、 、 と呼ぶこととする。

） 機材タイプ区分

対象とする機材タイプは、ターボプロップ機（ ）、リージョナル機（ ）、ナローボディ機（ ）、ワイド

ボディ機（ ）の４区分とした。それぞれの概要、特徴は表 の通り。

表 機材タイプの区分

機材タイプ 説明 航続距離／座席数

ターボプロップ機 推進系がジェットエンジンではなく、プロペラが回転す
ることにより推進する小型の機体

短／少

リージョナル機 座席数が 席前後の小型機体 ↑

ナローボディ機 客室に通路が１本ある機体 ↓

ワイドボディ機 客室に通路が２本ある機体 長／多

） 技術参照航空機

では、将来の燃料効率改善率を算定する際のベースラインとして、機材タイプ別に技

術参照航空機を以下の通り設定している。

⚫ ：

⚫ ：

⚫ ：

⚫ ：

（ ） 機材タイプ別の燃料効率

本邦航空会社の 年度時点の使用機材タイプ別（ 、 、 、 ）構成を前提に、

の航空技術シナリオ（ 、 、 ）に基づく機材タイプ別の年次別航空技

術区分別燃料効率と、年次別航空技術区分別市場シェアに基づく機材タイプ別の年次別燃料効率平均

値を設定した。更に、 年の燃料効率を基準値として燃費改善率とした。

⚫ 年次別航空技術区分別燃料効率

◼ において、機材タイプ別（ 、 、 、 ）に新技術（ 、

、 ）のサービス開始時期や、サービス開始時およびその後の燃料消費原単

位の推移、それらに基づく年次別航空技術区分別燃料効率が算定されており、それに基

づき設定する。

⚫ 年次別航空技術区分別市場シェア
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ターボプロップ機 推進系がジェットエンジンではなく、プロペラが回転す
ることにより推進する小型の機体

短／少

リージョナル機 座席数が 席前後の小型機体 ↑

ナローボディ機 客室に通路が１本ある機体 ↓

ワイドボディ機 客室に通路が２本ある機体 長／多

） 技術参照航空機

では、将来の燃料効率改善率を算定する際のベースラインとして、機材タイプ別に技

術参照航空機を以下の通り設定している。

⚫ ：

⚫ ：

⚫ ：

⚫ ：

（ ） 機材タイプ別の燃料効率

本邦航空会社の 年度時点の使用機材タイプ別（ 、 、 、 ）構成を前提に、

の航空技術シナリオ（ 、 、 ）に基づく機材タイプ別の年次別航空技

術区分別燃料効率と、年次別航空技術区分別市場シェアに基づく機材タイプ別の年次別燃料効率平均

値を設定した。更に、 年の燃料効率を基準値として燃費改善率とした。

⚫ 年次別航空技術区分別燃料効率

◼ において、機材タイプ別（ 、 、 、 ）に新技術（ 、

、 ）のサービス開始時期や、サービス開始時およびその後の燃料消費原単

位の推移、それらに基づく年次別航空技術区分別燃料効率が算定されており、それに基

づき設定する。

⚫ 年次別航空技術区分別市場シェア

◼ において、機材タイプ別（ 、 、 、 ）に新技術（ 、

、 ）のサービス開始時期や普及率、それに基づく年次別航空技術区分別

市場シェアが算定されており、それに基づき設定する。

なお、非ドロップイン燃料である電動航空機および水素航空機は シナリオでのみ反映し

ている。これらの機種は燃料消費は行うが、後述する炭素強度削減率の高い液体水素（ ）を使用す

ることで、 排出量削減に寄与する設定としている。

表 航空技術による燃料効率設定値（ 年比）（本調査）

航空技術による燃料効率（2019年比） 燃料効率・年平均変化率（%）



（ ） 機材タイプ別シナリオ

において算定されている新技術（ 、 、 ）のサービス開始

時期や、サービス開始時およびその後の燃料消費原単位の推移、航空技術区分別市場シェアを、機材

タイプ別（ 、 、 、 ）に抽出・整理した。

） ターボプロップ機（ ）

ターボプロップ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サ

ービス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定

した統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 並、 年 並

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、



（ ） 機材タイプ別シナリオ

において算定されている新技術（ 、 、 ）のサービス開始

時期や、サービス開始時およびその後の燃料消費原単位の推移、航空技術区分別市場シェアを、機材

タイプ別（ 、 、 、 ）に抽出・整理した。

） ターボプロップ機（ ）

ターボプロップ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サ

ービス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定

した統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 並、 年 並

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

図 の最速サービス開始時期（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧

図 ウェイポイント、 サービス開始時期と燃料消費原単位（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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表 航空技術による燃料効率設定値（ 年比）（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧に基づき作成

燃料効率 市場シェア 燃料効率

— —
— —
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— —
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— —
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— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —



） リージョナル機（ ）

リージョナル機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定し

た統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 の ％、 年 の ％

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、



） リージョナル機（ ）

リージョナル機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定し

た統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 の ％、 年 の ％

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

図 の最速サービス開始時期（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧

図 ウェイポイント、 サービス開始時期と燃料消費原単位（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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表 航空技術による燃料効率設定値（ 年比）（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧に基づき作成

燃料効率 市場シェア 燃料効率
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— —
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） ナローボディ機（ ）

ナローボディ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定し

た統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 の ％、 年 の ％

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、



） ナローボディ機（ ）

ナローボディ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定し

た統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年、 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 の ％、 年 の ％

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

図 の最速サービス開始時期（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧

図 ウェイポイント、 サービス開始時期と燃料消費原単位（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧



図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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表 航空技術による燃料効率設定値（ 年比）（ ）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧に基づき作成

燃料効率 市場シェア 燃料効率

— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —
— —



） ワイドボディ機（ ）

ワイドボディ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定

した統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 並

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、



） ワイドボディ機（ ）

ワイドボディ機（ ）における新技術（ 、 、 ）のサービス開始時期、サー

ビス開始時の燃料消費原単位、市場シェアは図 ～図 の通りであり、これらに基づき設定

した統合シナリオ（ 、 、 ）の年次別燃料消費原単位は表 表 の通りである。

⚫ サービス開始時期

◼ ： 年、 年にサービス開始

◼ ： 年にサービス開始

⚫ サービス開始時の燃料消費原単位

◼ ： 年 の ％、 年 の

◼ ： 年 並

⚫ 市場シェア

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

◼ 年

• ：

• ： 、

• ： 、 、

図 の最速サービス開始時期（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 ウェイポイント、 サービス開始時期と燃料消費原単位（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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出所） 「 」（ 年 月）
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図 年基準の燃料消費原単位推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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図 市場シェア推移（ ）

出所） 「 」（ 年 月）
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表 航空技術による燃料効率設定値（ 年比）（ ）
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） 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ 機材タイプ別に先進航空機（ ）の燃料効率、導入時期、市場シェアを更新

◼ では全機材タイプで非ドロップイン燃料航空機（電動化・水素航空機等）の導入を想定

◼ 年時点で の燃料効率は下方修正、 は上方修正

表 参考：航空技術シナリオ（ 年度調査）

ケース・機材タイプ 年以前の更
新

年以前の更
新

年以降の更
新

機材コンポーネントの更新 機材コンポーネントの更新

新コンセプト
の導入 電動化

機材コンポーネント
の更新

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

多くが電動化 全体電動化

全体電動化

ナローボデ
ィ機への水素航
空機導入追加

機材コンポーネント
の更新

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

全体水素航空機化

多くが電動化 全体電動化

全体電動化

年度調査では、本邦航空会社の 年度時点の使用機材・機齢リストを前提に将来の機材

更新を反映。シナリオ では 年以降に 、 で新コンセプトの導入＋電動化の導入を想定。

シナリオ では更に、 年以降に で水素航空機の導入を想定。電動航空機および水素航空機

は燃料消費を「ゼロ」と仮定していたため機材更新のタイミングで燃費改善が大きく進む想定となってい

た。

表 参考：航空技術による燃料効率（ 年比）（ 年度調査）

注）網掛けは今年度変更した箇所

航空技術による燃料効率（2019年比） 燃料効率・年平均変化率（%）

A:要素改善

B:A+電動機

C:B+水素機



） 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ 機材タイプ別に先進航空機（ ）の燃料効率、導入時期、市場シェアを更新

◼ では全機材タイプで非ドロップイン燃料航空機（電動化・水素航空機等）の導入を想定

◼ 年時点で の燃料効率は下方修正、 は上方修正

表 参考：航空技術シナリオ（ 年度調査）

ケース・機材タイプ 年以前の更
新

年以前の更
新

年以降の更
新

機材コンポーネントの更新 機材コンポーネントの更新

新コンセプト
の導入 電動化

機材コンポーネント
の更新

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

多くが電動化 全体電動化

全体電動化

ナローボデ
ィ機への水素航
空機導入追加

機材コンポーネント
の更新

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

マイルド・ハイブリッ
ド化・新コンセプト機
材に移行

全体水素航空機化

多くが電動化 全体電動化

全体電動化

年度調査では、本邦航空会社の 年度時点の使用機材・機齢リストを前提に将来の機材

更新を反映。シナリオ では 年以降に 、 で新コンセプトの導入＋電動化の導入を想定。

シナリオ では更に、 年以降に で水素航空機の導入を想定。電動航空機および水素航空機

は燃料消費を「ゼロ」と仮定していたため機材更新のタイミングで燃費改善が大きく進む想定となってい

た。

表 参考：航空技術による燃料効率（ 年比）（ 年度調査）

注）網掛けは今年度変更した箇所

航空技術による燃料効率（2019年比） 燃料効率・年平均変化率（%）

A:要素改善

B:A+電動機

C:B+水素機

（ ） 航空技術による 削減量

航空技術による 削減量は、 年までは先進コンセプト航空機（ ）の導入がないため、

～ の ケースとも共通で、 年以降は導入技術に差が生じ、 、 、 の順で 削減

効果が発現する。なお、 削減効果が、 よりも の方が大きくなっているが、後述する燃料種

別の炭素強度も考慮した場合（燃料による 削減効果も含めて計算した場合）には、 の方が

削減効果は大きくなる。

＜航空技術による 削減量＞

⚫ 年 万 （ベース比 減）

⚫ 年 万 （同 減）

⚫ 年 ～ 万 （同 ～ 減）

⚫ 年 ～ 万 （同 ～ 減）

＜留意点＞

⚫ 本調査では、航空技術による 削減効果と、燃料による 削減効果との効果の分離を
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 運航技術シナリオ

運航技術シナリオとして、管制の高度化や運航方式の改善に伴う年次別燃料効率を設定し、運航技

術による燃料消費削減量および 排出削減量を算出した。

（ ） 運航技術による燃料効率改善

年から 年までの運航技術による燃料効率の改善は、国の目標（ 年に 年比

程度の 削減）の実現を前提に年率換算した ％と設定した。国土交通省の「航空機運航

分野における 削減に関する検討会」では、管制の高度化による運航方式の改善に係る工程表に

おいて、我が国における今後の取組みのロードマップがとりまとめられている。その工程表では、

年において 年比 ％程度の 削減を目指すこととされている。

この目標は、 の野心的シナリオ（ ）並みに高い目標であること、 では

年以降の燃費改善率は鈍化を見込んでいることから、 年以降の運航技術による燃料効率

の改善は の野心的シナリオ（ ）並みの燃費改善率 ～ 年が年率 ％、

～ 年が年率 ％で設定した。

⚫ 運航技術による燃費改善率 ： 年比で 年 、 年 、 年

図 管制の高度化による運航方式の改善に係る工程表（ 年 月）

出所）国土交通省航空局「航空の脱炭素化推進に係る工程表（航空機運航分野における 削減に関する検討会）」（ 年 月）

閲覧



表 （参考） における 削減に寄与する運航方法

運航方法 仕組み・寄与する理由 導入時期目安

空港における運用
効率化

地上における待機時間を短縮することで 排出量を削減す
る
空港関係者間で、情報共有を強化することにより、航空機、地上
作業員及び航空管制提供者間の情報交換を容易にする。これに
より、航空会社にとってより正確なターンアラウンド情報が提供
され、遅延や燃料消費を最小限に抑えるスロットの効果的な使
用が可能になる。

年以降

自由なルートでの
飛行

上空の気象に応じて、運航乗務員がより効率的に飛行できるル
ート・高度を選択して飛行することで巡航中の 排出量を削
減する。
事前に計画された管制承認をリアルタイムに変更する調整が必
要であり、地上・機上のインフラ整備が必要となる。

年以降

時間管理運航 管制機関が交通流の混雑具合を把握し、上空において待機時間
を発生させないよう飛行の位置・速度をリアルタイムに調整する
ことで全体として、巡航中の 排出量を削減する。
事前に計画された管制承認をリアルタイムに変更する調整が必
要であり、地上・機上のインフラ整備が必要となる。

年以降

継続的な上昇・降
下運用

上昇・降下フェーズでの 削減に寄与する。
エンジン運用の方法を変更することで実現ができる。

年以降

進入経路短縮
（ 方式な
ど）

進入フェーズの飛行距離を短くすることで 排出に寄与す
る。
飛行方式の設定および機上・地上のインフラに左右されること
が多く、特定空港へ順々に導入される予定である。

年以降

注） ：特別許可を要する航法性能要件、 方式は近年の航空機の優れた性能を十分に生かせる計器進入方式

出所）国土交通省航空局資料

図 運航技術による燃料効率（ 年比）

表 運航技術による燃料効率（ 年比）

注）表中の の数値は、 報告書本編に記載の統合シナリオ（ 、 、 ）・ 年・運航技術によるベースラインから

の 削減率 「 」、 「 ％」、 「 」とは一致していない点に留意が必要である。本編には 年時点の数値し

か書かれていないが、今回の計算では年次別の数値が必要であったため、「 報告書 付録 運航」巻末添付ファ

イル に記載の施策別燃料削減率（ ）および普及率（ ）に基づき積み上げで推計した数値を採用した。
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注）表中の の数値は、 報告書本編に記載の統合シナリオ（ 、 、 ）・ 年・運航技術によるベースラインから

の 削減率 「 」、 「 ％」、 「 」とは一致していない点に留意が必要である。本編には 年時点の数値し
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） 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ 昨年度の設定が を上回る野心的目標であることを確認

⚫ 中長期（～ ）は目標を堅持して変更なし

⚫ 超長期（ ～）は に合わせて燃料効率改善を下方修正

図 参考：運航技術による燃料効率（ 年比）（ 年度調査）

表 運航技術による燃料効率（ 年比）（ 年度調査）

（ ） 運航技術による 削減量

運航技術による 削減量は、以下の通りに算出された。なお、計算の手順上、本調査で算出する

運航技術による 削減量は、ベースラインからの削減ではなく、航空技術による削減後の水準から

の削減量になっている点に留意が必要である。

＜運航技術による 削減量＞

⚫ 年 万 （ベース比 減）

⚫ 年 万 （同 減）

⚫ 年 万 （同 減）

⚫ 年 万 （同 減）

燃
料

効
率

年
比

昨年度

運航技術による燃料効率（2019年比） 燃料効率・年平均変化率（%）

昨年度 運航改善

（計算例：ベースライン排出量 、航空技術にる削減率 、運航技術による削減率 の場合）

運航技術による削減量

＝ ベースライン排出量×（１－航空技術にる削減率）}×（１－運航技術による削減率）

＝｛100×（ ）｝×（ ）

＝
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よる 削減効果）のみを計算対象とした。具体的には、従来型ジェット燃料の単位エネルギ

ー当たり炭素強度 を前提として 排出削減量を算出している。
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 燃料シナリオ

燃料シナリオとして、内地給油 ポテンシャルおよび外地給油 ポテンシャルに係る つのシ

ナリオ（ 、 、 ）を設定し、航空技術・運航技術対策後の燃料消費量から、シナリオ毎に内地給油・

外地給油それぞれの 使用量を算出する。また 燃料種別の炭素強度削減率を設定し、

使用量に乗じることで による 削減量を算出した。

（ ） 供給ポテンシャル

） 供給ポテンシャルの３つのシナリオ

内地 、 は、以下の つのシナリオを作成（ 年度調査から変更なし）

⚫ ：未利用量（海外流出分を含む）

⚫ ：未利用量に加え発電用等バイオマス以外の供給源がある既利用分

⚫ ：全ポテンシャル

内地 、 、 、 および外地 、 は、 の つの

燃料シナリオ（ ）を適用

⚫ ：保守的シナリオ

⚫ ：中程度シナリオ

⚫ ：野心的シナリオ、非ドロップイン燃料を含む

） 供給ポテンシャルの推計方法

 内地

内地 、 、 は、国内の各種資料に基づき 年の供給ポテンシャルを推計し、

中間年は補完推計した（後述： 参照）。また 年以降は横ばいと仮定した。（ 年度調査から

変更なし

内地 、 、 は、世界的な新技術開発動向に依存すると考え、 に

基づく世界の供給ポテンシャルに、世界の燃料消費量に占める内地給油シェア （ 年）を乗

じて算出した。

内地 は、水素航空機等の非ドロップイン燃料導入を前提とする シナリオでのみ反映するこ

ととし、シナリオ間の整合を図るため、必要量分の がすべて供給されると仮定した。

輸入 （※対象は ・ ・ ）は、世界の 供給ポテンシャルに余剰が生じた場合のみ、

内地 に加えて、追加的に調達・輸入できるものと仮定して算出した。具体的には、シナリオ別・年次

別の世界の 供給ポテンシャルに、世界の燃料消費量に占める内地給油シェア （ 年）

を乗じて算出される日本 調達ポテンシャル と、内地 供給ポテンシャル を比較して、

が よりも多い場合のみ、その差分を計上した。

上記の内地 供給ポテンシャルの内数として、国内の燃料消費量に占める本邦航空会社シェア



％（ 年）分を抽出した。残りの ％は海外航空会社の国際線・日本出発便において給油

される分とした。

表 の原料候補の概要

原料カテゴリ 原料の概要 製造方法（ ）

油
脂
系
バ
イ
オ
マ
ス

残渣 食用油・廃獣脂・ ・ からの廃棄油
脂

：植物油等の水素
処理により精製される合成パ
ラフィンケロシン（ ）

：
主産物 ・上記とは異なり、油糧作物として土地を利用し

生産されるもの（ジャトロファ等）。
・食料競合の課題により農地で栽培される油脂
の燃料用途での利用は抑制的な扱いのため、農
地栽培を避けての利用（耕作放棄地等の活用）
が想定される。

セ
ル
ロ
ー
ス
系
バ
イ
オ
マ
ス
※

残渣 例として以下が挙げられる。
・農業残渣：作物の収穫時や加工時に発生する
残渣（稲わら・籾殻・トウモロコシわら・バガス等）
・森林残渣：林地に放置された残材。
・製材残渣：製材工場等から発生する樹皮や背
板などの残材。
・建設発生木材：建設工事に伴い、副次的に得ら
れる建設副産物の一つで木造住宅の解体工事
からの発生量が多い。

：
法により製造され

る合成パラフィンケロシン（
）

：発酵水素化処理
糖類由来のイソ・パラフィン

：非化石資源由来
の芳香族をアルキル化した合成
ケロシン

：アルコール・ジェ
ット由来の合成パラフィンケロ
シン

そ
の
他

主産物（糖料作物） サトウキビ等糖料作物から得られるエタノール
からアルコール・ジェット（ ）プロセスを経て
炭化水素（ケロシン）を生産できる。

廃棄物
（油脂成分を除く）

・一般廃棄物：廃棄物処理法において産業廃棄
物でないもの。市町村の区域内での処理が原
則。市町村に処理責任。
・産業廃棄物：事業活動に伴って生じた廃棄物
（廃プラスチック類、紙くず、動植物性残さ等

種）。排出者に処理責任。

、

・水素（合成
燃料）※

と水素の逆シフト反応による の製
造、 と水素の 合成反応によるパラフィ
ンの合成を経て が製造される。

藻類※ 光合成により高速で増殖する微細藻類等を大量
培養それらが生成する藻油から を一貫製
造する。

、 、
：

※１：耕作放棄地等で栽培される主産物のセルロース系原料（ミスカンサス、ネピアグラス等）も候補としては挙げられるが、ここでは耕作

放棄地の活用用途として、油糧作物を対象に検討を行った。

※ ： ・水素（合成燃料）の供給ポテンシャルは、世界的な新技術開発動向に依存すると考え、 の世界の供給ポテン

シャルに基づき推計することとし、ここでは推計を行っていない。

※ ：商業規模への拡大について検討がなされている途上にあり、先行事例においてもポテンシャル推計がなされていないため、本資料

では推計を行っていない。

出所）株式会社三菱総合研究所「 年度航空分野における 排出削減方策に関する調査研究（長期目標調査）補助業務 報告

書」（ 年 月）



％（ 年）分を抽出した。残りの ％は海外航空会社の国際線・日本出発便において給油

される分とした。
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バ
イ
オ
マ
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：
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・食料競合の課題により農地で栽培される油脂
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セ
ル
ロ
ー
ス
系
バ
イ
オ
マ
ス
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：
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る合成パラフィンケロシン（
）
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：アルコール・ジェ
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そ
の
他
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・産業廃棄物：事業活動に伴って生じた廃棄物
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、
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燃料）※
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造、 と水素の 合成反応によるパラフィ
ンの合成を経て が製造される。

藻類※ 光合成により高速で増殖する微細藻類等を大量
培養それらが生成する藻油から を一貫製
造する。

、 、
：

※１：耕作放棄地等で栽培される主産物のセルロース系原料（ミスカンサス、ネピアグラス等）も候補としては挙げられるが、ここでは耕作

放棄地の活用用途として、油糧作物を対象に検討を行った。

※ ： ・水素（合成燃料）の供給ポテンシャルは、世界的な新技術開発動向に依存すると考え、 の世界の供給ポテン

シャルに基づき推計することとし、ここでは推計を行っていない。

※ ：商業規模への拡大について検討がなされている途上にあり、先行事例においてもポテンシャル推計がなされていないため、本資料

では推計を行っていない。

出所）株式会社三菱総合研究所「 年度航空分野における 排出削減方策に関する調査研究（長期目標調査）補助業務 報告

書」（ 年 月）

表 国内原料由来の ポテンシャル推計まとめ（万 年）

原料

廃棄油脂

油糧作物

農業残渣

森林残渣

製材残渣

建設発生木材

糖料作物

一般廃棄物

産業廃棄物※

合計

注１） ：未利用量（海外流出分を含む）のみ に振り向ける場合

：未利用量に加え発電用等バイオマス以外の供給源がある既利用分を に振り向ける場合

：全ポテンシャルを に振り向ける場合

注 ）※：紙くず、動植物系残渣、廃プラスチック類を対象

注 ） ・水素（合成燃料）および藻類を除く

出所）株式会社三菱総合研究所「 年度航空分野における 排出削減方策に関する調査研究（長期目標調査）補助業務 報告

書」（ 年 月）

 外地

外地 （ 除く）および は、 に基づき設定した。

外地 は、内地 と同様、 シナリオに基づく非ドロップイン燃料必要量分の がすべて

供給されると仮定した。

上記の外地 供給ポテンシャルから、世界の燃料消費量に占める本邦航空会社外地給油シェア

（ 年）分を抽出した。

 中間年補完

内地 、 、 は、各種資料に基づき 年の供給ポテンシャルを設定し、中間年

は燃料種別に関数形等を当てはめて補完推計した。（ 年度調査から変更なし）

また、内地 、 の供給ポテンシャルは に基づき設定するが、国内での

商用化見通し等を踏まえ 年迄はゼロ、 年以降は 設定通り、その中間年にあたる

年から 年は線形で増加と想定した。

⚫ 、 （農業残渣、森林残渣、都市ごみ・産業廃棄物）は、中間年の供給計画に関数形を当

てはめて推計

⚫ （廃棄油脂）は、 年を上限に線形で増加、それ以降横ばいと想定

⚫ （主産物）は、 年迄ゼロ、それ以降 年上限まで線形で増加と想定

⚫ 、 は、 年迄ゼロ、 年以降は 設定通り、その中間年にあたる

年から 年は線形で増加と想定



図 内地給油 （ 、 、 、 ）の中間年補完推計方法

出所）各種資料に基づき三菱総合研究所作成

図 内地給油 （ 、 、 、 ）の中間年補完推計方法

出所）各種資料に基づき三菱総合研究所作成

＜参考：燃料消費量実績＞

本調査対象である本邦航空会社の国内線及び国際線の 年燃料消費量実績は 万

（うち国内線 万 、国際線 内地給油 万 、国際線 外地給油 万 ）である。

一方、推計の過程では、上記の調査対象から国際線 外地給油分 万 を減算し、外航航空会

社の国内給油分 万 を加算した内地給油量 万 も取り扱っている。

図 （参考）内地給油および本邦航空会社関連のジェット燃料消費量実績（ 年）

出所）国土交通省「航空輸送統計」、経済産業省「石油統計」に基づき作成
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） 供給ポテンシャルの推計結果

 内地給油

内地給油 の供給ポテンシャルは以下の通り推計された。なお、 、輸入 は、需要に応じ

て算出しているため、ここでは整理対象外とした。

＜内地給油 供給ポテンシャル（ 除く）＞

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

図 内地給油 供給ポテンシャル

出所）各種資料に基づき作成
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 外地給油

外地給油 の供給ポテンシャルは以下の通り推計された。なお、 、輸入 は、需要に応じ

て算出しているため、ここでは整理対象外とした。

＜世界 供給ポテンシャル（ 除く）＞

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

図 世界給油 供給ポテンシャル

出所）各種資料に基づき作成
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 外地給油

外地給油 の供給ポテンシャルは以下の通り推計された。なお、 、輸入 は、需要に応じ

て算出しているため、ここでは整理対象外とした。

＜世界 供給ポテンシャル（ 除く）＞

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

⚫ ： 年 万 、 年 万 、 年 万

図 世界給油 供給ポテンシャル

出所）各種資料に基づき作成
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 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ 内地供給ポテンシャル： 、 、 は国産供給ポテンシャルで設定、変更なし。 、

、 並びに は の世界供給ポテンシャルに本邦航空会社の内地給油シ

ェアを乗じて推計（ は で下方修正、 ・ で上方修正、 、 、 は純増）。

内地 不足＆外地 余剰ありの場合、輸入 を反映（純増）。

⚫ －外地供給ポテンシャル：昨年度 中位 ケースのみの設定から、

ケース（ ）の設定に変更。 はケースごとに増減、 、

、 は純増。その結果、 は下方修正、 ・ は上方修正

推計①：未利用量（海外流出分を含む）

推計②：未利用量に加え発電用等バイオマス以外の供給源がある既利用分

図 供給ポテンシャル（ 年度調査）（ ）



推計③：全ポテンシャル

図 供給ポテンシャル（ 年度調査）（ ）

図 供給ポテンシャル 中位シナリオ（ ）（ 年度調査）



推計③：全ポテンシャル

図 供給ポテンシャル（ 年度調査）（ ）

図 供給ポテンシャル 中位シナリオ（ ）（ 年度調査）

（ ） 使用量

） 種別使用の優先順位

供給が需要に充たない場合、 は供給量すべてを使用と仮定し、不足分は 、従来型

ジェット燃料で補完すると仮定した。一方、 供給が需要を超過する場合には、 の

シナリオに準拠し、 種別のうち炭素強度削減率の高い から順に使用するこものと仮定した。

なお、具体的な優先順位は以下の通り設定した。（ 、 、 共通）

＞ ＞ ＞ ＝ ＝ ＞ ＞

表 シナリオごとの選択基準と優先順位（ ）

（ ：価格重視）

最小販売価格

固体 液体バイオ

排

（ ：費用対効果重視）

限界削減コスト

固体 液体バイオ

排

（ ： 削減量重視）【本調査で採用】

値

排

固体 液体バイオ

注）

出所） 「 」（ 年 月）

閲覧より作成

） 内地給油

では、内地給油 は永続的に供給が需要に追い付かず、 年代半ば以降、輸入 へ

の依存割合が上昇（ 年ゼロ、 年 、 年 ）する結果となった。

では、供給不足に対して、 年頃から 、 年代半ばから輸入 への依存割合

が高まるが、同時期に始まる の供給が 年代以降増加し、 年代以降は国内供給で充

足する結果となった。

では、 年代半ばから の供給が拡大し、 から への転換が進行。更に

では、 年代以降非ドロップイン燃料航空機の導入・市場シェア拡大が進み、水素系の 、

から への転換が進行する結果となった。



「 年 に伴うグリーン成長戦略」（ ）で掲げられた水素の国内供給量目標は、「

年に最大 万トン、 年に 万トン程度」であり、 換算すると 年 万ｋ

年、 年 万 年に相当する。本推計結果における水素関連燃料（ 、 、 ）の

使用量は、最大の で 年ゼロ、 年 万 であり、供給目標の に相当す

る結果となった。

（ ）

（ ）

（ ）

図 内地給油 ・ 使用量

※ 量はジェット燃料換算

出所）各種資料に基づき作成
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） 外地給油
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（ ） による 削減量

） 燃料種別の炭素強度削減率

内地 、 、 は国内の各種資料、 － に基づき炭素強度削減率を設定

した。なお、国内の各種資料に基づく炭素強度削減率 と、 のシナリオ別 年の

炭素強度削減率 とを比較して、 が よりも低い場合は、 年にかけて線形で まで上昇

すると設定した。 年以降は と の年次別 のいずれか大きい方で設定

した。

内地 、 、 、 および外地 、 は、 に基づき設定し

た。

年度調査では、 カーボンニュートラル（ ）の目標達成を前提に、 の炭素強度削

減率は 年 と設定していたが、ライフサイクル 削減率の観点で現実的ではないこと

から今回見直しを行った。

図 燃料種別の炭素強度削減率

注）外地給油（ ）における固体 液体バイオ由来 は内地給油における 種を指している。

出所）各種資料に基づき作成 注）グラフ中の数値は「削減率」 注）炭素強度削減率は、従来型ジェット燃料の 排出量原単位

に対する減少率として算出

 参考： 年度調査からの主な変更点

⚫ －炭素強度削減率：昨年度は 年 達成を前提としたが、今年度は 想

定を踏まえ 年時点でも ～ と 達成は困難と見込む（下方修正）
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） 内地給油

内地給油 は、 では永続的に、 ・ では 年頃まで供給が不足し、 年頃から

、輸入 での補完が必要という結果となった。

では、 年以降、内地 が頭打ちとなり輸入 への依存割合が上昇する。

では、 年頃から非ドロップイン燃料航空機用の が増加し、その他の を代替

する。

＜内地給油 ・ による 削減量＞

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万
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図 内地給油 ・ による 削減量

出所）各種資料に基づき作成
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） 外地給油

外地給油 は、 では永続的に、 ・ では 年頃まで供給が不足し、 年頃から

での補完が必要という結果となった。

、 では、 年以降、 の供給に余力が生じ、 を使用停止する。

では、 年頃から非ドロップイン燃料航空機用の が増加し、その他の を代替

する。

＜外地給油 ・ による 削減量＞

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万

⚫ ： 年 万、 年 万、 年 万
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図 外地給油 ・ による 削減量

出所）各種資料に基づき作成
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 統合シナリオ

削減対策：統合シナリオは航空技術、運航技術、燃料の全組み合わせの ケース（ × × ）を設定

した。

⚫ 航空技術（ ケース） ： ／ ： ／ ：

⚫ 運航技術（ ケース） ： ：野心的

⚫ 燃料（ ケース） ： ：保守的／ ：中程度／ ：野心的

表 統合シナリオ９ケース

本邦対策 ｼﾅﾘｵ名 航空需要 航空技術 運航技術 燃料

中位 野心的 保守的

中位 野心的 中程度

中位 野心的 野心的

中位 野心的 保守的

中位 野心的 中程度

中位 野心的 野心的

中位 野心的 保守的

中位 野心的 中程度

中位 野心的 野心的

表 （参考） 統合シナリオ ケース

世界対策 ｼﾅﾘｵ名 航空需要 航空技術 運航技術 燃料

中位 保守的 保守的

中位 中程度 中程度

中位 野心的 野心的



 シミュレーション結果

（ ） ベースラインの 排出量

ベースラインの 排出量は （ ）を参照されたい。

（ ） 航空技術による 削減量

航空技術による 排出削減量は （ ）を参照されたい。

（ ） 運航技術による 削減量

運航技術による 排出削減量は （ ）を参照されたい。

（ ） 

） 供給ポテンシャル

供給ポテンシャルは （ ） ）を参照されたい。

） 使用量

使用量は （ ）を参照されたい。

） による 削減量

による 排出削減量は （ ）を参照されたい。



 シミュレーション結果

（ ） ベースラインの 排出量

ベースラインの 排出量は （ ）を参照されたい。

（ ） 航空技術による 削減量

航空技術による 排出削減量は （ ）を参照されたい。

（ ） 運航技術による 削減量

運航技術による 排出削減量は （ ）を参照されたい。

（ ） 

） 供給ポテンシャル

供給ポテンシャルは （ ） ）を参照されたい。

） 使用量

使用量は （ ）を参照されたい。

） による 削減量

による 排出削減量は （ ）を参照されたい。

（ ） 排出量見通し

ベースラインの 排出量、対策別の 排出削減量、並びに残余分は下表のとおり算出された。

ここでは ケースの最小値と最大値の幅で示す。なお、 ケース別の算出結果は別表に示す。

表 排出量・対策別削減量・残余分見通し（ ケースの最小値～最大値）

図 排出パス（例： ）

全体 CO2排出量・削減量（万t-CO2） 削減率（％） オフセット必要量（万t-CO2）

ベース排出量

航空技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

運航技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

SAF削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(国内給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(外地給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

残余分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(国内給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(外地給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

国際(旅客・貨物) CO2排出量・削減量（万t-CO2） 削減率（％）

ベース排出量

航空技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

運航技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

SAF削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(国内給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(外地給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

残余分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(国内給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

(外地給油） ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

国内 CO2排出量・削減量（万t-CO2） 削減率（％）

ベース排出量

航空技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

運航技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

SAF削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

残余分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

全体 国内

国際旅客

国際(旅客＋貨物)

国際貨物

排
出

量
（

万
）

航空技術削減量
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削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地
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出
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（
万

）
排

出
量

（
万

）
排
出
量
（
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）

排
出
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（

万
）

航空技術削減量

運航技術削減量

削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地
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（ ） 対策による 削減量

ベースラインの 排出量、全対策による 排出削減量、ベースライン比の 削減率は下

表のとおり算出された。

＜全対策による 削減量（全体）＞

⚫ 年 ～ 万、 年 ～ 万、 年 ～ 万

表 ベースライン 排出量、対策後の 削減量・ 削減率

CO2排出量・削減量（万t-CO2） CO2削減率（％）ベース比

全体 ベース

国際 ベース

国内 ベース



（ ） 対策後の 残余率

全対策後の 排出量（残余量）、ベースライン比および 年比の 残余率は下表のとお

り算出された。

このうち、オフセット必要量に影響する国際線の 年比残余率を見ると、 年は全ケースで

％超過、 年は ケースで を下回るが、 ・ ケースで超過する結果となった。

＜全対策後の 年比 残余率（国際）＞

⚫ 年 ～ ％

⚫ 年 ～ ％

⚫ 年 ～ ％

⚫ 年 ～ ％

表 ベースライン 排出量、対策後の 削減量・ 削減率
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（ ） 対策後の 残余率
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％超過、 年は ケースで を下回るが、 ・ ケースで超過する結果となった。

＜全対策後の 年比 残余率（国際）＞
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（ ） オフセット必要量

第 回 総会で決定の新基準（ 年比 等）によりオフセット必要量が大幅に増加し

ており、本邦航空会社のオフセット必要量は、 年時点で ～ 万トン、 年時点で ～

万トンと算出された。

⚫ 年、保守的 で 万トン、中程度 で 万トン、積極的 で

万トン

⚫ 年、保守的 で 万トン、中程度 で 万トン、積極的 でゼ

ロ

＜参考：オフセット必要量の算出方法＞

オフセット必要量の算出方法は下図の通り。なお、セクター全体の排出量・成長率は 参加

国のみが対象であるが、 参加国に限定した排出量算出は困難であるため、本調査では便宜

的に による全世界の排出量を適用して算出した。

図 オフセット必要量の算出方法

出所）国土交通省航空局資料（ ）
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図 本邦航空会社のベースライン排出量、 排出量残余分、オフセット必要量（国際線）
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図 （参考）第 回 総会前の旧基準を適用した場合のオフセット必要量（国際線）
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（ ） 年 使用率

本邦航空会社の 使用率目標「 年 」の実現状況を確認した。その結果、 では

以上を実現するが、 ・ では に未達という結果となった。

⚫ ：全体 ％（うち内地給油 ％、外地給油 ％）

⚫ ：全体 ％（うち内地給油 ％、外地給油 ％）

⚫ ：全体 ％（うち内地給油 ％、外地給油 ％）

年 実現のためには、現状の本邦航空会社の市場シェア相当分の輸入 確保だけで

は不十分で、更なる積み増しが必要である。なお、 年 実現するために必要な追加 量

は逆算したところ、輸入 の他に、 ： 万 、 ： 万 、 ：ゼロ必要という結果が得

られた。

表 本邦航空会社の 使用量・使用率（ 年）

（ ）

燃料使用量（万kl）,使用率(％）

燃料使用量(万kL)

内地給油

外地給油

SAF使用量(万kL)

内地給油

外地給油

SAF使用率（％）

内地給油

外地給油

追加SAF使用量(万kL)

内地給油

外地給油

SAF使用量(万kL)

※追加後 内地給油

外地給油

SAF使用率（％）

内地給油

外地給油
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（ ） 推計結果詳細表

表 排出量・対策別削減量・残余分見通し［ ］
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 まとめ・考察

（ ） 前提条件の変更点（ 年度調査→本調査）

⚫ 航空需要：短中期（～ ）は変更なし、長期（ ～）は国際線の成長率鈍化を反映（下方

修正） 図

⚫ 航空技術：機材タイプ別に先進航空機（ ）の燃料効率、導入時期、市場シェアを更

新

◼ では全機材タイプで非ドロップイン燃料航空機（電動化・水素航空機等）の導入を想定

◼ 年時点で の燃料効率は下方修正、 は上方修正 図

⚫ 運航技術：昨年度の設定が を上回る野心的目標であることを確認。中長期（～ ）

は目標を堅持して変更なし、超長期（ ～）は に合わせて燃料効率改善を下方修正

⚫ －内地供給ポテンシャル： 、 、 は国産供給ポテンシャルで設定、変更なし。

、 、 並びに は の世界供給ポテンシャルに本邦航空会社の内地給

油シェアを乗じて推計（ は で下方修正、 ・ で上方修正、 、 、 は

純増）。内地 不足＆外地 余剰ありの場合、輸入 を反映（純増）。 図

⚫ －外地供給ポテンシャル：昨年度 中位 ケースのみの設定から、

ケース（ ）の設定に変更。 はケースごとに増減、 、

、 は純増。その結果、 は下方修正、 ・ は上方修正 図

⚫ －炭素強度削減率：昨年度は 年 達成を前提としたが、今年度は 想

定を踏まえ 年時点でも ～ と 達成は困難と見込む（下方修正）

注）青字：排出量減、赤字：排出量増

図 （再掲）航空需要シナリオ
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図 （再掲）航空技術（ ）シナリオ

図 （再掲）内地給油ポテンシャル（ ）

図 （再掲）外地給油ポテンシャル（ ）
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（ ） 推計結果（ 年度調査→本調査）

⚫ 前提条件変更を踏まえ、ベースラインの 排出量、各対策を講じた時の 削減量、並び

に残余分を推計

図 排出量・対策別削減量・残余分見通し

図 排出量・対策別削減量・残余分見通し

表 排出量・対策別削減量・残余分見通し

全体

排
出

量
（

万
）

航空技術削減量

運航技術削減量

削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地

793

174
925

1,851
733

3,849

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

20
19

20
22

20
25

20
28

20
31

20
34

20
37

20
40

20
43

20
46

20
49

20
52

20
55

20
58

20
61

20
64

20
67

20
70

CO
2排

出
量
（
万
t-C
O2
）

C-3（全体）

航空技術による削減量

運航技術による削減量

SAFによる削減量(国内給油）

SAFによる削減量(外地給油）

残余分(国内給油)

残余分(外地給油)

年度
年度

全体

排
出

量
（

万
）

航空技術削減量

運航技術削減量

削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地

全体

排
出

量
（

万
）

航空技術削減量

運航技術削減量

削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地

全体

排
出

量
（

万
）

航空技術削減量

運航技術削減量

削減量 内地）

削減量 外地）

残余分 内地

残余分 外地
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航空技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

運航技術削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

SAF削減量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
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（ ） 考察

⚫ 短期的には、 年本邦航空会社の 使用率目標 ％について、燃料シナリオの野心

的な では と達成可能な一方、保守的な で 、中程度の で ％と未

達を見込む

◼ 当面、国産 の供給拡大が必要であり、残りの不足分を補うためには輸入 の安

定供給が必要

⚫ 中期的には、 年比 超過分に課されるオフセット必要量（ ～ 年累計）に

ついて、 で 万 、 で 万 、 で 万 と見込む

⚫ 年までは航空技術 ～ には差がないことから、オフセット必要量を減らしていく観

点では、 の供給拡大・安定供給が不可欠であり、 よりも 、 よりも を目指す

取り組みが必要

⚫ 長期的には、 年本邦航空会社の 使用率について、 で ～ ％、 で

～ ％、 で と見込み、また各燃料種別の炭素強度削減率について、 年時点

でも ～ と 達成は困難と見込む

⚫ その結果、航空技術、運航技術、 に係る最も野心的なシナリオ（ ）においても、

年に 残余量が発生し、クレジットオフセットなしでのカーボンニュートラル（ ）の

達成は困難と見込む

◼ 我が国の航空分野の 年 実現に向けては、最も野心的なシナリオ（ ）の

実現を目指すことが方向性の１つ。一方、非ドロップイン燃料の水素航空機等の航空技術

を前提とする の実現性は不透明。そこで、ドロップイン燃料を前提とするシナリオ（ ）

も視野に入れ、これと燃料・ の最も野心的なシナリオ を組み合わせた シ

ナリオももう つの方向性として認識し、最終的なクレジット活用も含めた中長期的課題を

整理
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 とりまとめ

～ の検討結果に基づき、今後の我が国航空分野の短期／中期／長期的な排出削減対策の課題

と対応策について検討し、とりまとめた。

 短中期的課題～ 適合のための課題と対策～

 

に係る課題と対策については、 年度燃料小委員会において、「我が国における の普

及促進に向けた課題・解決策」として網羅的に取り纏めれている。当時取り纏められた つの課題（以下

に示す（ ）～（ ）の課題）のうち主に“長期的な検討課題”について、本調査における排出削減対策見通

しのアップデートを踏まえて更新・見直しを行った。

ここでは、更新・見直しを行った に係る長期的な検討課題について示す。なお、その他の課題・

解決策については、別添「 適合のための課題と対策（ ）」（航空分野における 削減

取組に関する調査検討委員会（第６回）配布資料 、 ）を参照されたい。

＜我が国における の普及促進に向けた課題・解決策＞

 検討の全体像

 国産 の製造に係る課題（原料調達）

 国産 の製造に係る課題（ の製造支援）

 国産 の製造に係る課題（ 適格燃料として認められるための対応）

 の規格遵守・認証体制に係る課題（国内検査体制）

 の規格遵守・認証体制に係る課題（品質管理・輸入 受入）

 空港における課題

 長期的な検討課題

出所）航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会 燃料小委員会「我が国における の普及促進に向けた課題・解

決策」（ ）

（ ） 長期的な検討課題

） 課題の特徴と検討のアプローチ

においては 年以降を見据えた長期目標の検討が進められ、 年

月に燃料サブグループが下記の 、 、 と つの燃料シナリオが提示された。技術革新・普及と共

に化石ジェット燃料から ⇒既存の ⇒ や の削減率の高い ⇒非ドロップイン

燃料の導入がそれぞれのシナリオにおける優先順位や制約条件の元で進められ、長期的な見通しが検

討された。

世界的な指標である におけるシナリオ検討を特に先進的な燃料について導入の方針として採



用しながら、本資料の前半で述べた日本の のポテンシャルの積み上げ・輸入 の状況・技術動

向とを相互に連携させて、長期的なポテンシャルと導入量を推計した。今後の航空部門の脱炭素に向け

に対して求められる事象について検討を深めることが必要である。

＜ 導入量、燃料の長期的な見通し試算において用いた前提条件＞

⚫ 輸入 は の各シナリオにおける燃料を占める割合を下回る際に、導入されると設

定。

⚫ 製造ポテンシャルの推移について

◼ セルロース系バイオマス（残渣）及び廃棄物について、

の分析結果を活用

◼ 廃棄油脂については 年にかけて線形でポテンシャルの上限に達する。

◼ その他（油脂系バイオマスの主産物、糖料作物）について 年以降線形でゼロから増

加と設定。

◼ 排 由来（ ）、 由来について 基金ロードマップを参考に 年以降に

ゼロから 年まで線形に推移、それ以降は におけるその他 との割合をシ

ナリオ別に採用。 由来 は野心的な シナリオのみ）

⚫ は当初、化石ジェット燃料の 分以外を安価に代替するものとして活用される。削

減率の高い 、 シナリオでは早々に離脱。

⚫ 非ドロップイン燃料 は水素航空機が導入される シナリオのみ 年以降導入され、

、 同様 の他 との割合を参照。

注）ライフサイクル 削減率高い順： ＞ 由来 ＞ や 等の ＞ 。経済性は逆順。

表 参考にした の燃料シナリオ

シナリオ シナリオ シナリオ

予期される低炭素燃料導入 中程度の低炭素燃料導入 最大限の低炭素燃料導入

低炭素燃料 ）の排出
量削減は低い

低炭素燃料 ）の排出
量削減は中程度

低炭素燃料 ）の排出
量削減は高い

はジェット燃料混合率
％利用を認証

は ％合成ジェット燃
料利用を認証

は ％合成ジェット燃
料利用を認証

陸上輸送と航空は代替燃料利用で
競合

陸上輸送の電化が進み、 の取
得率が高まる

経済全体の脱炭素化、陸上輸送電
化が進み再エネが普及

生産のインセンティ
ブは低い
導入優先順位は経済性

生産のインセンティ
ブが高まりコストが低下
導入優先順位は限界削減費用の
安さ

インセンティブが大きく低排出航
空燃料の利用が普及
導入優先順位はライフサイクル

削減率の高さ

技術革新により、廃ガス
を に、原料に油糧種

子被覆作物を利用。
生産にブルー グリーン水素を利
用

生産にブルー グリ
ーン水素利用が普及。炭素捕捉利
用貯蔵（ ）利用が普及。

生産に大気中 利用が
普及・原材料調達増加、

普及（一方排
由来 の は減少）
航空機で極低温水素利用可能、非
ドロップイン燃料利用可能な空港
が世界に拡大
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） 長期的な検討課題（全体課題）

本邦航空会社の 等脱炭素ジェット燃料導入量の シナリオを踏まえた野心的な長期

的な見通しは左下図のとおり。航空燃料需要は全て 以上のライフサイクル 削減を持つ低炭

素燃料の導入が進むこととなる。（なお シナリオでは水素航空機が導入されないため、 は

導入されず、その分 、 、 で全ての需要を賄うこととなる。）

一方、 年カーボンニュートラルという視点で考えると、 の中で削減率の高い や

が拡大し、加えて シナリオでは水素航空機が導入されることで非ドロップイン燃料 の導入を進

む野心的な シナリオを選択した場合でも、 を燃焼させる以上、なんらかの残余排出が残り、カ

ーボンニュートラルの達成は難しい。そのため、最終的にはクレジットを活用する必要がある。

以上を踏まえて、燃料代替による大きな排出削減を目指すには、 に示されるような野心的な

シナリオの姿を目指す必要があり、そのための 合成や も含めた原料調達量の確保、

の 混合率 への引き上げ、 関連技術革新 普及による各種コストの低減、需要競合が予

想される再エネ電力や水素量の確保、サプライチェーンの構築を進め、さらにはコストの社会分担の在

り方も視野に、石油ジェットや削減量が少ない に頼らない 導入量の増加に取り組む必要

がある。

シナリオ

（内地給油） （外地給油）

シナリオ

（内地給油） （外地給油）

図 本邦航空会社の 等脱炭素ジェット燃料導入量の長期的な見通しのイメージ
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図 世界全体の 等脱炭素ジェット燃料導入量の長期的な見通しのイメージ（最も野心的な シナリ

オ）

出所） 、”

” 年 月

） 長期的な検討課題（燃料別）

前述の全体的な課題の中で、特に内地給油に係る各燃料種別の課題とその他の課題を検討・整理し

た。

 

⚫ 原料調達や製造はジェット燃料同程度であり、安価かつインフラの整備は容易だが、ライフサイ

クル は 燃料と、 削減効果は 程度で少なく、 に及ばな

い。

⚫ カーボンニュートラルを目指すならば、時を経ずに への燃料転換が必要となり、 導

入のためのサプライチェーンの構築を行った場合、投資回収が難しい。

⚫ シミュレーション上では 年にはライフサイクル の観点で導入量はフェードアウトす

る。

 、 による （油脂、廃棄物）

⚫ 短中期と同様、十分な量の原料調達・収集の難易度が高く、他用途との競合や輸出との競合

がある。

⚫ 既存の原料・技術で、下記の 、 、 よりライフサイクル 削減効果は小さいも

のの、 シナリオでのシミュレーションにおいて、 年以降も需要があり、下記燃料

種を補完する役割を果たす必要があるため、引き続き積極的な原料調達・確保の必要がある。

 排 由来

⚫ 制約条件として 以外にも再エネ電力や水素量が必要であるため、その確保とそれらを

製造のために調達する必要がある。両者は他工業用途にも非常に大きな役割を持ってお

り、競合は避けられない。
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のの、 シナリオでのシミュレーションにおいて、 年以降も需要があり、下記燃料

種を補完する役割を果たす必要があるため、引き続き積極的な原料調達・確保の必要がある。

 排 由来

⚫ 制約条件として 以外にも再エネ電力や水素量が必要であるため、その確保とそれらを

製造のために調達する必要がある。両者は他工業用途にも非常に大きな役割を持ってお

り、競合は避けられない。

⚫ エタノール、アンモニア、鉄鋼、セメント等の工業由来の排 を原料とするため、カーボンニ

ュートラルに向けて世界の産業が進むと、将来原料調達・確保が困難となる可能性がある。

⚫ 下記 、 ほどではないが、 年以降に導入が想定され、コスト低下が必須。

⚫ 上記の既存 とは異なるサプライチェーンの構築が必要である。

⚫ 原料となる排 が排出される時点での計上のルールが定まっておらず、バウンダリ等今後

整理が必要である。

 由来

⚫ の中では最もライフサイクル の削減効果の高い燃料で、最も野心的なシナリオで

のみ採用される先進的な技術であるため、 の建設 製造コストが高く、普及速度が不透

明である。

⚫ 排 由来 同様、必要となる再エネ電力や水素量は他工業用途にも非常に大きな役割

を持っており、競合は避けられない。

⚫ サプライチェーンについてできる限り、排 由来 のものを活用できるような調整が必

要。

 非ドロップイン燃料

⚫ 水素航空機の導入と同時であるため、今後の技術革新・普及・コストの度合いが不透明。我が

国における水素利用社会構築の動向を踏まえつつ、長期的な視野で取組む必要がある。

⚫ 削減効果は非常に大きいが、水素航空機に係る安全性の確保が不可欠であり、技術・各

種基準の整備に加え、利用者・一般社会からの理解も重要である。

⚫ 水素を燃料として用いる場合の空港周りのサプライチェーンの整備が必要。

 その他

⚫ のライフサイクル 排出量をよりゼロに近づけていくための製造技術が不可欠であ

り、これによりクレジットの活用を減らすことが重要。

⚫ 今後、脱炭素コストの社会的分担の議論や長期予測のさらなる精査をしていく中で、シナリオ

に応じた のコストや経済性影響評価を行うことが必要である。

⚫ 各種 の早期普及促進に向け、製造・流通を含めた実証試験等を通じた官民での連携し

た取組が重要。



 市場メカニズム

市場メカニズムに係る 適合のための課題と対策について、「 年度市場メカニズム小

委員会 成果サマリー」として取り纏められ、調査検討委員会に報告された内容を転載する。

図 市場メカニズムに係る 適合のための課題とその解決の方向性

出所）運輸政策総合研究所・三菱総合研究所「 適合のための課題と対策（市場メカニズム）（ 年度市場メカニズム小委

員会 成果サマリー）」、航空分野における 削減取組に関する調査検討委員会（第６回）配布資料 （ ）
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 中長期的課題

（ ） 課題検討の視点

本調査の結果を踏まえ、我が国の航空分野の 年カーボンニュートラル実現に向けては、最も野

心的なシナリオ（ ）の実現を図ることが望ましいと考えられるが、一方で、非ドロップイン燃料の水

素航空機等の航空技術を前提とする の実現性は課題も多いことから、ドロップイン燃料を前提とす

る も視野に入れ、これと燃料・ の最も野心的なシナリオ を組み合わせた シナリオ

も考慮して、最終的なクレジット活用も含めた中長期的課題の整理を行った。

課題は、対策種別×課題種別×時間軸別の観点で抽出・整理した。

図 課題検討の視点

対策種別

⚫ 航空技術
⚫ 運航技術
⚫ SAF
⚫ クレジット

課題種別

⚫ 技術開発
⚫ 制度・規制・基準・認証
⚫ インフラ
⚫ コスト負担・経済影響評価
⚫ 人的資源
⚫ その他（PR等）

時間軸

⚫ 短中期（～2035）
⚫ 長期（～2050）



（ ） ２ および シナリオの見通しと中長期的課題

シナリオは、 年における 残余率が 年比 以下を達成し、かつ、

年以降の 残余率が減少していくシナリオである。 年以降は が主力燃料となり、長期に

は と により運航されることとなる。

シナリオは、水素航空機を導入しないシナリオで、 シナリオに次いで 削減量が

多いが、 年以降残余 排出量が漸増する。このシナリオでは、 は導入されず、その分

、 の利用に頼ることとなるが、 合成 も長期にわたって一定の役割を果たす。

これらのシナリオ、すなわち に示されるような野心的な シナリオの姿を目指すためには、

合成や も含めた原料調達量の確保、 の 混合率 への引き上げ、 関連

技術革新 普及による各種燃料コストの低減、燃料製造に必要な再エネ電力や水素量の確保（産業間の

需要競合も要考慮）、それぞれの燃料種に応じたサプライチェーンの構築などを進める必要がある。また、

推進に当たっては、脱炭素コストの影響やその社会分担の在り方も踏まえて、シナリオ及び実現手法の

選択・工夫を行っていくことが重要である。

なお、いずれのシナリオにおいても、燃料製造時（ ）の 排出を伴うため、 年カーボン

ニュートラルの達成には、最終的にはクレジットを活用する必要がある。

表 および シナリオの前提条件

シナリオの前提条件 シナリオの前提条件

航空技
術

：先進コンセプト航空機（ ）：現状の
航空機体・推進力構造の大幅変更による性
能大幅向上／ドロップイン燃料

：先進コンセプト航空機（ ）：現状の航空機
体・推進力構造の大幅変更による性能大幅向上／
非ドロップイン燃料／空港とその周辺で大規模な
インフラ変更が必要／電動航空機、水素航空機

運航技
術

積極的な運用効率化：システムや技術への投資増加・加速による施策実施率・範囲の積極的
想定／ 、 、 を最適化するための 要素の高い展開率／ と を最適化
するための運用施策の中程度の展開率

燃料 最大限の低炭素燃料の導入
ドロップイン Ｔ２ Ｔ３共通）： は ％合成ジェット燃料利用を認証／経済全体の脱
炭素化、陸上輸送の電化が進み再エネが普及／低排出航空燃料利用が普及（インセンティブ大）／

生産に再生可能炭素（バイオ由来 、 ）利用が普及・原材料調達増加、 普及
非ドロップイン ： 航空機で極低温水素利用可能／非ドロップイン燃料利用可能な空港
が世界に拡大

クレジッ
ト

燃料のライフサイクル 排出量は減少するものの一定の 排出量は残存する。一方で、
全産業的にカーボンニュートラルに向かう中で省エネ等によるクレジット創出には限界があり、ネ
ガティブエミッションによるクレジットの重要性が増す



（ ） ２ および シナリオの見通しと中長期的課題

シナリオは、 年における 残余率が 年比 以下を達成し、かつ、

年以降の 残余率が減少していくシナリオである。 年以降は が主力燃料となり、長期に

は と により運航されることとなる。

シナリオは、水素航空機を導入しないシナリオで、 シナリオに次いで 削減量が

多いが、 年以降残余 排出量が漸増する。このシナリオでは、 は導入されず、その分

、 の利用に頼ることとなるが、 合成 も長期にわたって一定の役割を果たす。

これらのシナリオ、すなわち に示されるような野心的な シナリオの姿を目指すためには、

合成や も含めた原料調達量の確保、 の 混合率 への引き上げ、 関連

技術革新 普及による各種燃料コストの低減、燃料製造に必要な再エネ電力や水素量の確保（産業間の

需要競合も要考慮）、それぞれの燃料種に応じたサプライチェーンの構築などを進める必要がある。また、

推進に当たっては、脱炭素コストの影響やその社会分担の在り方も踏まえて、シナリオ及び実現手法の

選択・工夫を行っていくことが重要である。

なお、いずれのシナリオにおいても、燃料製造時（ ）の 排出を伴うため、 年カーボン

ニュートラルの達成には、最終的にはクレジットを活用する必要がある。

表 および シナリオの前提条件

シナリオの前提条件 シナリオの前提条件

航空技
術

：先進コンセプト航空機（ ）：現状の
航空機体・推進力構造の大幅変更による性
能大幅向上／ドロップイン燃料

：先進コンセプト航空機（ ）：現状の航空機
体・推進力構造の大幅変更による性能大幅向上／
非ドロップイン燃料／空港とその周辺で大規模な
インフラ変更が必要／電動航空機、水素航空機

運航技
術

積極的な運用効率化：システムや技術への投資増加・加速による施策実施率・範囲の積極的
想定／ 、 、 を最適化するための 要素の高い展開率／ と を最適化
するための運用施策の中程度の展開率

燃料 最大限の低炭素燃料の導入
ドロップイン Ｔ２ Ｔ３共通）： は ％合成ジェット燃料利用を認証／経済全体の脱
炭素化、陸上輸送の電化が進み再エネが普及／低排出航空燃料利用が普及（インセンティブ大）／

生産に再生可能炭素（バイオ由来 、 ）利用が普及・原材料調達増加、 普及
非ドロップイン ： 航空機で極低温水素利用可能／非ドロップイン燃料利用可能な空港
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ガティブエミッションによるクレジットの重要性が増す

航空技術に係る中長期的課題

航空技術シナリオの実現に向けては、日本企業が持つ優れた環境新技術（航空機の電動化、水素航

空機、軽量化など）の技術開発動向を踏まえ、その社会実装及び日本のプレゼンス向上に向け、官民が

戦略的に国際標準化等に取り組んでいくべき国内連携体制の構築及び制度整備等が課題となる。

従来型の航空機体・推進力構造の性能向上（ ）においては、特に軽量化・効率化に資する技術、

先進コンセプト航空機・ドロップイン燃料（ ）、同非ドロップイン燃料（ ）においては特

に航空機の電動化、水素航空機に資する技術の設計・開発・デモ・商業化、それらを支える燃料・運用・

インフラの漸進的改善、安全基準策定・国際標準化、認証活動のサポート・認証・継続的な耐空性の保

全といった点が課題となる。

我が国では、これら新型機材の重要技術要素である燃費向上・低炭素化のためのコア技術や主要構

造部品の開発への貢献が期待されている。具体的には、機体の低抵抗・軽量化技術やエンジンの高効

率化技術、電動ハイブリッド推進技術、水素電動エンジン技術等の研究開発が課題となる。

航空機の技術は極めて高い安全性が要求されるが、現在基準が策定途上の新技術について早期実

用化を実現するためには、開発と並行して、企業と政府が連携して安全基準の検討を進める必要があ

る。 では新型機体の導入のおよそ７年前までの基準整備を想定していることから、我が

国において 年の水素航空機（ 、ナローボディ機）の商用導入を想定する場合、

年までにコア技術・主要構造部品の開発を進めるとともに、並行して関連する安全基準や国際標準の策

定が必要である。また、日本の空港がこれらの航空機を受け入れるため、同時期までに燃料関連のイン

フラ整備や運用規則見直し、新型機材に対応した運航・整備関連人材・体制の構築などの受入環境整

備が必要となる。

図 航空技術に係る中長期的課題

出所） 「 」（ ）等に基づき作成
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運航技術に係る中長期的課題

運航技術に係るわが国の目標（ 年に 年比 程度の 削減）は、

と比べても野心的な目標となっている。これは、 適用時期（ ～ 年）の 排出

削減量の積み増しに非常に重要な意味を持つのみならず、省エネ効果による我が国航空会社の運航コ

スト削減（コスト競争力）にも寄与するものと期待される。

将来の航空交通システムの進展や技術開発の動向を踏まえながら、工程表等に掲げた各種施策、航

空交通全体の最適化とともに、航空路、出発・到着、空港面における各運航フェーズの改善策を確実に

実行・実現していくことが重要となる。

航空交通全体の最適化においては時間管理の実現が重要であり、飛行経路の短縮等の個別運航の

効率化に加えて、航空交通全体を適切に管理することによる円滑な交通流の実現が必要である。

航空路においては、高高度フリールートが課題である。安全な間隔を保ちながら運航者が希望する効

率的な経路を用いた運用方式の導入、柔軟な運用の実現が求められる。

出発・到着に係る運用においては、燃費の良い上昇・降下の実現が課題である。上昇又は降下フェー

ズにおいて、周りの交通状況を勘案し、一時的な水平飛行を行うことなく継続的な上昇・降下が可能と

なる運航の実現が求められる。

空港面においては、地上待機時間の短縮が課題である。空港面において、出発から到着まで一括し

た運航状況の把握を行い、機体性能の異なる機体毎に最適化した地上走行、出発及び到着スケジュー

リングの最適化等を行うことにより、交通流の効果的な管理を図り、離陸前及び着陸後の航空機の円滑

な走行の実現が求められる。

これら運航技術で効果が高く、前倒し可能な施策から順次実行・実現していくことが望ましい。

図 運航技術に係る中長期的課題

出所）国土交通省航空局「航空の脱炭素化推進に係る工程表」（ ）、 「 」

（ ）に基づき作成
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 に係る中長期的課題

航空分野の排出を 年カーボンニュートラルに極力近づけるものと設定するならば、燃料シナリ

オ シナリオ実現が必要となる。その場合、 年、 年の各時点において以下の内地給油

供給量が必要となる。

⚫ 年・シナリオ共通： 万 、 万 、 万

（原料水素計 万 、原料 計 万 ）

⚫ 年・ シナリオ： 万 、 万 、 万

（原料水素計 万 、原料 計 万 ）

⚫ 年・ シナリオ： ゼロ、 万 、 万 、 万

（原料水素計 万 分を含まない）、原料 計 万 ）

⚫ ＬＨ２はジェット燃料換算値として記載

シナリオは野心的なシナリオと言えるものの、上記の燃料確保のためには、 の導入が想定さ

れる 年までに、下記の課題に対して一定の道筋を示すことが重要であると考えられる。

 製造量が急増する 、 による 製造を行うために必要な原料調達 確保

既存の 、 合成、 のような 製造技術と異なり、 、 による 製

造には再エネ電力・水素・原料 が必要である。これらの需要は 製造だけでなく、その

他産業においても高まっていくことが推察されるため、その他産業との需要競合を見据えた分析

やカーボンプライシング等を踏まえた上での各種コストを見越した市場設計をしていく必要があ

る。

 将来 の中心となる 関連技術の製造コスト低下

等を中心に事業者の中で実証が進んでいる最中であるが、今後商用化が進むことに

より製造コストの低下を目指していくことが必要と考えられる。また前述の通り、既存ＳＡＦ原料

とは製造技術が異なるため、それに対応した各種サプライチェーンを構築し、空港周りを含めた

輸送経路の整備等に事前に投資しておく必要がある。そのための実証・開発支援をすることで促

進されると考えられる。
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から製造されたＳＡＦの混合や利用等、考慮が必要な制度設計 規制の構築を、資源エネルギー

庁や国土交通省が主催するＳＡＦ官民協議会やその下に設けられている製造・供給ワーキング

グループ、流通ワーキンググループにおいて検討を進めることが必要である。

図 に係る中長期的課題

出所） 「

」（ ）に基づき作成

クレジットに係る中長期的課題

２ または シナリオが実現できたとしても、なお、燃料製造時（ ）の 排出を伴う

ため、 年カーボンニュートラルの達成には、最終的にはクレジットを活用する必要がある。クレジッ

トに係る中長期的課題としては以下の点があげられる。また、 、 の技術開発は、上述

の の原料確保としても重要な役割を果たすことから、我が国も積極的な取組を進めるべきである。

表 クレジットに係る中長期的課題

短中期（～ ） 中長期（～ ）

技術開発
利用・製造・メ
ンテ
（原料調達）

－ 将来的に有望な炭素クレジット対象分野の
技術（特に 、 、鉱物資源化
等の 先端技術）の開発・低コスト化

制度・規制・基
準・認証

第一フェーズの制度設計の推進に向けた働き
かけ（整理 に活用可能クレジット詳
細の公表、 適格要件の明確化・見直
し、クレジット購入や償却の報告に必要な情
報・様式の確定）

・ クレジットの創出量増大（プロジェク
トタイプや対象国などの拡大、 適格
化 ）

将来的に有望な炭素クレジット対象分野（特
に 、 、鉱物資源化等の

先端技術）の算定方法論の確立
費用対効果に応じたクレジット調達戦略の
策定（相応の量のクレジットを確実に確保す
るには比較的低コストな技術領域における
クレジット調達も必要）

～2020 ～2030 ～2040 ～2050 2051～
2025

LCAF導入

原料調達/確保
⚫原料や再エネ電力・水素は限
られ、他用途と競合、調達難
易度が高く、高コストで先行
き不透明

⚫国産SAFの製造規模が小さく、
不足の懸念

製造コスト、技術開発/
普及低下
⚫先進的技術のため当初は高コ
スト、先行き不透明

インフラ整備
サプライチェーン構築
⚫CNを目指す中で技術革新/普
及に伴う燃料の推移に対応す
るサプライチェーン構築困難

制度、規制、基準、認証
⚫混合率、異なる原料由来SAF
の混合、ASTM認証等必要な
制度設計が未熟

その他
⚫需要家の認知度の低い現状
を解決、プラスイメージの醸
成

2030
DAC導入

2035
LH2導入

CORSIA期間終了 2035

各技術の実証の促進

2040 LCAF
        

政府調達、R＆Dの推進

国産/輸入SAFのサプライチェーン構築※2
空港周辺のサプライチェーン構築

ASTM規格、SCS認証の遵守
ニートSAF混合率100%へニートSAF混合率引き上げ

輸入SAFの空港受入体制整備 LCGHG基準の再設定

エアライン、石油元売等の情報開示促進

2050～
DAC急増

2050
PtL大半

2050 FT/AtJ
        

2050～
LH2急増

2035 SAF量
FT/AtJ 134万kL

PtL 115万kL
DAC 40万kL

2050 SAF量（T2-F3）
FT/AtJ 73万kL
PtL 565万kL

DAC 127万kL

2050 SAF量（T3-F3）
PtL 533万kL
DAC 127万kL
LH2 120万kLLCAF確保 原料調達

FT合成/AtJ 原料調達 海外輸出との競合 国産SAF不足・製造規模小さい※1

PtL、DACの製造コスト低下、技術革新 高コスト・不透明

水素航空機に活用するLH2のための水素確保、コスト低下

PtL、DACに活用するCO2、再エネ電力、水素の確保 他産業との競合あり 調達不透明

FT合成/AtJ 原料調達/確保 海外輸出との競合 国産SAF不足・製造規模小さい※1

再エネ電力、水素、DAC周りのサプライチェーン構築強化

～

2050
PtL大半

2050 FT/
        

F3）

～2050
2050

PtL大半
2035

LH2導入

期間終了 2035

※※1※1：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり※※
※
※
※※※2
※1：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり※1※1
※※※※2222：
：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり1

2222：：：LCAF
：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり
LCAFLCAFLCAFLCAFフェードアウトを見越した
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LH2 120万kLLCAF確保 原料調達

FT合成/AtJ 原料調達 海外輸出との競合 国産SAF不足・製造規模小さい※1

PtL、DACの製造コスト低下、技術革新 高コスト・不透明

水素航空機に活用するLH2のための水素確保、コスト低下
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再エネ電力、水素、DAC周りのサプライチェーン構築強化

※1：バイオマス由来原料は調達量が増加するほど高コスト・高止まり
※2：LCAFフェードアウトを見越した

インフラ 相当調整の仕組みの確立、 が求め
る相当調整の促進
航空会社が参照できる、質の高いクレジットに
関する統一的な基準の検討
同業他社との調達に関する協働やそれを支援
する仕組みの検討

費用対効果を踏まえた、将来的に有望な炭
素クレジット対象分野への投資促進に向け
た事業環境の整備

 共通的な中長期的課題

航空技術、運航技術、 、クレジットの各対策に共通する課題として、以下に示す通り、コスト負担・

経済影響評価に係る課題、人的資源に係る課題、その他の課題があげられる。

表 クレジットに係る中長期的課題

短中期（～ ） 中長期（～ ）

コスト負担・経
済影響評価

、クレジット、新型機材等の調達に関する
リスクを低減し、購買力を高める仕組みづくり
（共同調達等）
利用者（需要家・搭乗者）を含めた社会でのコ
スト負担の検討
コスト、経済影響を考慮したシナリオ評価

－

人的資源 各業界の人材育成（例としてクレジット創出サ
イドではプロジェクト開発人財、購入サイドで
はクレジット調達専門家等）

各業界における更なる人財の充実

その他 各方面からの支援の下、脱炭素に係るコスト
及びその影響等、海外も含めたクレジット市場
動向の把握精緻化

カーボンニュートラルの達成を示すための
更なる情報開示の推進

以上
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